
令和3年度　当該年度事務事業評価一覧（評価シートから抜粋）

NO 事務事業名 課 事業概要
成果目的（誰をどのような状態にしたい

のか）
目標達成状

況
R3年度事業の実施結果、改善内容等の説明

町民、議会、その他からの指
摘事項・ニーズ

問題・課題 事業の方向性 取組み方針（改善方針） 4年度以降の方向

1 職員等人員管理事務 総務課

必要最小限の職員で最大限の行政サービ

スを提供できるよう、職員の退職、採用

試験に、給与に関する事務を行い、適正

な職員定数の管理を行い、あわせて職員

の資質向上を図る。

町民に対する行政サービスの確保を

図るため優秀な人材確保と適正な人

員による業務執行体制を維持し、職

員に対する住民満足度を向上させ

る。

目標程度

正職員数は目標を達成している。また、職員採用ガイド

ブックは予算を削減したものの、申し込みがR2年度は20人

に対し、R3年度は19人にとどまった。

職員研修はコロナ感染防止のため中止が相次いだ。

常任委員会において、部長

の兼職解消、働き方改革､

ICT、ＤＸ、デジタル化を

図る改善意見がある。

正職員の採用については、教養から面接

重視への流れがあるが、景気の影響もあ

り新卒者の応募が増えていることにも対

応していく。また、職員が主体的に取り

組む研修を模索中。

このまま継続

職員採用ガイドブックをWEB版やプリンタ

出力にしていくことを継続。コロナの感染

状況を見ながら、必要な研修を実施してい

く。

社会情勢の変化に応じた採用方法・

研修を検討していく。

2 総務係事務 総務課

給与などの予算見積もり及び支払いの実

施、職員を対象に健康診断の実施。

益子町研修協議会への補助

給与などの予算化及び支払いを公正

に行い職員が職務に専念できるよう

にする。また、職員一人ひとりが心

身共に健康を保つことによって住民

へのサービス向上に繋がる。

目標程度

例月業務として、給与、賞与、旅費等の支給を実施。健診

については職員を対象に２回実施するほか、日程の合わな

い者を対象に健診機関へ直接出向いて受診をさせた。再検

査不要の職員数は目標上回ったが、メンタル不調での休職

者が複数存在。また、判定C以上の職員や復帰予定者につい

ては産業医による健康相談を受けるよう指導した。

職員の給与などについて

は、透明性、公平性確保の

ため、誤解のないわかりや

すい公表が求められてい

る。コロナ対策で職員研修

協議会事業は見送った。

健診の結果を踏まえ、再検査が必要な職

員について、再検査を行ったかどうかは

把握していない。職員の健康維持のため

再検査の実施状況を確認することが必要

である。

また、メンタルチェックの結果、高スト

レスと判定された職員への対応につい

て、産業医からのカウンセリングだけで

は不十分との指摘がある。

このまま継続

健診の内容については継続して実施する

が、成果指標として受診率の向上を目標と

し、職員の健康維持に努めていく。

メンタルチェックの結果、高ストレスと判

定された職員への対応について、対応を検

討していく。

健診の受診率向上のため職員への積

極的な周知を継続して行う。

3 庁舎管理事務 総務課
施設の維持管理業務に関する契約の締結

及び庁舎の補修・修繕等を行う。

庁舎を常に良好な状態に保ち、町民

が快適に庁舎を利用できるようにす

る。

目標程度

庁舎が昭和５２年築であり間もなく４０年を経過するた

め、設備や建具、駐車場路面など多くに不具合が発生して

おり、一時的な補修で対応するのも難しい部分も出て来て

いる。令和3年度においては、照明のLED化、各種修繕を

行った。

現在使用不能には至ってい

ないが、庁舎空調など、来

庁者に迷惑をかけている部

分もある。

計画的な補修、設備交換など計画的なメ

ンテナンスを行うに至っていない
このまま継続

定期的に庁舎内を巡回し、修繕箇所の早期

発見、修繕に努める。

長寿命化計画に基づき庁舎空調、電

源等の改修について施工方法を検討

し準備を進める。

4
選挙管理・啓発・執

行事務
総務課

町民（選挙人）の参政権の行使につい

て、公平公正な立場で執行する。選挙啓

発では常時としてＨＰの利用や年１回

「芳賀の白ばら」を発行、選挙時として

ＨＰに加え「広報ましこ」「お知らせ

版」に選挙時啓発の記事を掲載する。

広報媒体や各種選挙を通じて、町民

（選挙人）の選挙に対する投票率・

関心度を向上させ、公平公正な明る

い選挙の実現を図る。

目標未達成

定例の選挙管理委員会の業務、選挙啓発ポスター募集・展

示及び芳賀の白ばらの共同発行を行った。

投票率(衆議院選)については、当日投票時間を短縮したも

のの、数回にわたる広報、防災無線による周知により目標

値を上回った。芳賀の白ばらについては、回覧としてい

る。若年層向けの投票立会人を募集した。

投票可能時間を短縮した

が、トラブルはなかった。

投票率の向上は、選挙人である町民の投

票行動次第であり、学校教育における政

治教育が十分に行われていない現状か

ら、今後も若年層の投票率が飛躍的に伸

びることは考えにくいところであるが、

若年層への積極的な働きかけを引き続き

行わなければならない。

このまま継続

成果指標の目標は前回参議院選の投票率

50.47％を上回る51％とした。

若年層への啓発活動を積極的に行う。

事務の合理化を図り、選挙経費の縮減に努

める。

選挙経費の縮減と投票率の向上をバ

ランスよく実現できる手段につい

て、先進事例を研究する。

5
自治会振興事業【新

未来】
総務課

広報等行政文書の配布を依頼し、報酬を

支給する（年１回）。　自治活動推進事

業補助金（運営補助金）、地域整備推進

事業補助金を交付する。年３回自治会長

会議を開催する。

地域リーダー（自治会長）の育成や

自治会加入率の向上、自治会組織の

活性化を図り、地域と行政の連絡を

円滑に行えるようにするとともに、

地域におけるまちづくりを推進す

る。

目標程度
自治会加入率の低下が課題。コロナの影響で自治会長会議

が2回中止、7件の地域整備事業が中止となった。

自治会への加入促進や脱会

者を減らすことにつながる

ような取り組みの実施

自治会加入のメリット（加入しないこと

のデメリット）を未加入世帯に示すこと

が困難

このまま継続
自治会加入率を上げるため、周知等を行

う。

自治会の意義等を周知して自治会加

入率の低下を防ぐ。

6 広報広聴事業 総務課

「広報ましこ」を月１回発行し自治会長

を通じて配布するほか、「お知らせ版」

は月２回発行し、新聞折込で配布。ま

た、ホームページにより各課のお知らせ

やイベント情報などの更新を行う。

町民からの意見箱等での要望等に対する

回答を担当課へ依頼する。栃木県主催の

「県民フォーラム」「県政懇談会」「県

民バス」等の開催に協力する。

（広報ましこ・お知らせ版などの発行等

事業、広聴事業、ホームページ運営事業

を統合）

町民がまちづくりに参加できるよ

う、町政や町民生活に関わる情報を

町民に広報する。　　　　　　住民

の町政への参加意識を高めるため

に、町政に対する意見・要望を収集

するとともに、質問に対する回答を

担当課に依頼し、町政に対する理解

を深めてもらう。

目標程度

広報ましこ・広報ましこお知らせ版の発行。町ホームペー

ジへの記事転載。広報ましこ発行部数６，６５０部、広報

ましこお知らせ版発行部数６，０５０部。

また、ホームページに、町政に関する情報や観光案内など

を掲載した。更新は、各課で行っている。今年度は、ホー

ムページのデザインリニューアルの準備を行った。職員や

町民からご意見をもらいリニューアルの参考にした。

町内４カ所に設置してある意見箱、全世帯に年１回配布す

る意見用紙などの各種広聴事業などにより、広く町民の意

見・要望を把握した。

町民からの意見として、

ホームページについては、

見やすさ検索しやすさなど

に重点を置いてほしい。議

会からは、ホームページに

ついて、安全性を確保でき

るようにしてほしい。

広報などを多くの人に読んでもらうため

の工夫に努め効果があったと思われる。

コロナ関連の広報も適当な時期に実施す

ることができたと思う。

改善して継続

令和４年４月からホームページは、リ

ニューアルページを公開する。さらに見た

いと思われるようなホームページづくりに

努める。操作方法については、職員が円滑

に使えるように支援していく。

令和４年度にホームページのセキュリティ

対策についての予算を計上したので、セ

キュリティ強化に努めていく。

また、広報ましこなどについても、さらに

見てもらえる紙面作りに努めていく。

各課広報委員との編集会議等で、紙

面及びホームページづくりを研究し

ていく。

また、広く町民の意見・要望を把握

し、まちづくりに繋げていきたい。
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問題・課題 事業の方向性 取組み方針（改善方針） 4年度以降の方向

7 文書事務 総務課

益子町文書取扱規程及び益子町公印規程

に基づき、文書及び公印を管理する。

各課で起案した条例や規則等の制定や改

正に当たり審査を行う。

議会の議決を経る議案の整理及び議案書

の作成を行う。

毎日送付される文書を課別に分けて配布

する。また、発送する郵便物をとりまと

め、仕分けして郵便局へ持ち込む。

町民に配布する平易な文書や内部の会議

資料等の印刷を行う。

町民等から情報公開等の請求があったと

きは、条例等に基づき情報の提供を行

う。　　　　　　　　　　市町村の境界

及び字界の変更等のときには、立ち合い

をし、適切な土地利用の誘導を行う。

（文書・公印管理事務、条例・規則等の

審査事業、提出議案等の整理事業、文書

の収受及び発送業務、印刷業務、情報公

開に関する事務、市町村の境界及び字界

の変更事務を統合）

取り扱うすべての文書及び各種公印

を適切に管理する。

条例等の審査・整理をし、ホーム

ページなどで検索できるようにす

る。

議案を作成し議会に上程することで

議会が円滑に行われるようにする。

送付された文書を遅滞なく各課に配

布し、各課から発送する文書をとり

まとめて発送する。　　　各課から

印刷依頼されたものを正確かつ迅速

に仕上げ、コスト削減にも繋げる。

情報公開をおこない、町と町民との

情報の共有を図り、開かれた行政の

実現を目指す。

市町村の境界及び字界の適切な土地

の管理を行う。

目標程度

文書番号は、総務課に備えてある文書件名簿により付し、

秘書広報係長が確認することになっている。令和３年度

は、総務課が他課に先行してサイボウズ上で件名簿を取得

する試行を行い、特に問題はなかったと思う。

公印を使用する時は、秘書広報係長が審査をする。

例規の審査については、担当課で精査した後、秘書広報係

で審査する二重チェックを行っている。

町議会定例会及び臨時会の議案を整理し、議案書を作成。

毎日届く多くの文書を担当課へ配布する。発送文書は、市

内特別郵便利用等のため、総務課でまとめて発送してい

る。

各課からの依頼により印刷・製本等を行っている。

町民等から情報公開請求があったときには、関係課に繋

げ、公開の可否を１５日以内に通知してもらい、情報公開

可能なものは公開する。

議会定例会において、情報

公開に関し、より広く公開

してほしい発言があった。

各課において文書番号を取得することが

できなかった。

条例は法律に違反しない限り町民の権利

を制限したり義務を課したりできるもの

であるから、内容や表現について慎重に

審査する。また、例規執務サポートシス

テム「スーパー例規ベース」の使用方法

は、研修会やマニュアルをサイボウズ上

で入手することができるので以前よりも

職員に浸透していると思う。

正確な文書の収受及び発送をするため

に、各課の職務の内容を正確に把握する

必要がある。

情報公開請求があっても、保存年限等の

関係で情報開示できないものもある。

改善して継続

条例の制定に関し、準則等が国や県から示

されているもの以外の相談業務を新規契約

の予算計上した。また、各課の職員が更に

「スーパー例規ベース」の理解が深まるよ

うに、今後も研修等を実施していく。

各課及び議会事務局と連絡調整を密にし、

議会が円滑に開会できるようにする。

文書の収受、発送が効率よく行えるよう

に、改善していく。今後、全庁的にサイボ

ウズ上で件名簿を取得できるようにしてい

く。

情報開示請求があったときには、担当課に

至急繋げ適切に対応できるようにする。

宇都宮地方法務局の予防司法支援制度につ

いては、令和３年度に各課に紹介し利用が

始まったが、全庁的に制度を周知し、町村

会の法律相談とともに利用できるようにし

ていきたい。

引き続き効率的で正確な文書事務が

できるように工夫・研究する。

8 秘書・交流事業 総務課

町長の日程を調整、管理し、それを庁内

ＬＡＮに掲示し、職員への情報共有化を

図る。町長の日程に基づき、町長車を運

行する。

友好都市への訪問及び訪問受け入れをす

る。　　新年を迎える会等の準備及び開

催をする。　　　（秘書用務・交際に関

する事務、国際交流事業、儀式の開催事

業を統合）

町長の公務がスムーズに行えるよう

にする。　　　　　　  　 国際友好

都市 イギリスのセントアイヴス町、

アメリカのダブリン市との交流を深

める。　　　　　　　町の式典等を

円滑に執り行う。

目標程度

町長日程の管理、町長交際費の管理、町長車の運転業務を

実施。

国際交流については、新型コロナウイルスの影響により交

流は実施できなかった。

新年を迎える会につきましては、新型コロナウイルスの影

響により、祝宴を無くし会場を町民会館に変更し、（株）

かましん若井勲相談役を講師に迎え、スーパーマーケット

経営に関する講演会を実施した。

町長が出席できず代理出席

の場合は、出席依頼通知の

写しを代理出席者に配布し

てほしい。

今後もコロナが続くようならば、新年を

迎える会の開催方法を状況に応じて変更

していく必要がある。

改善して継続

秘書業務については、組織内部のほか、外

部機関とも協力体制を確立する。

国際交流については、新型コロナウイルス

の状況に応じて対応していく。各関係機関

と連絡を取り合い進めていきたい。

秘書業務については、前年度の実績

を参考に継続していく。

国際交流については、新型コロナウ

イルスの状況をに応じて、セント・

アイヴスやダブリンとどのような交

流ができるか考えていく。

町の式典等については、反省点を改

善し、より円滑に実施できるように

していく。

9 消防団活動 総務課

消防団の適正な定員管理・任免・報酬を

支払うとともに、団員の被服装備品の管

理を行う。各種会議・研修会を開催する

とともに、常備消防、国、県、支部消防

協会との連絡調整を図る。

消防団の組織機能を維持することに

より、有事の際に住民の生命・財産

を守る。

目標未達成

消防団定数２１９名だが、団員数は218名となっている。

団員の活動中の作業効率向上のため、消防用銀長靴を購入

した。

コロナ禍のため、大きな事業は実施できないものが多かっ

た。

自治会等と協力し、各地域

の消防団員を確保する必要

がある。

職業の多様化、厳しい経済状況等により

消防団への参加ができない人が多くなっ

てきている。

このまま継続

継続的に災害・点検等に必要な消防団員の

確保に向けて、年間を通して消防団への参

加を呼び掛ける。

地域の安全を確保するため、有事の

際に対応できるよう、時代に対応し

た消防団の組織を構築していく。

10
消防防災施設整備事

業
総務課

消防力の整備指針に基づき、消防ポンプ

自動車、消防団拠点施設、消防水利施設

の適正な配備を行うとともに必要な維持

管理を行う。

有事の際に町民の生命財産を守れる

ように必要な施設を整備する。
目標程度 ポンプ車にバックモニターの設置を行った。

防火水槽の漏水への対応が

求められている。

漏水している防火水槽は近くに水利がな

いところが多く補水に複数の部の協力が

必要となる。また、40年以上前のもので

あるため、設計図がなく、補修工事の設

計に時間を要する。

改善して継続

防災行政無線(同報系)の蓄電池交換を実施す

る。

漏水している防火水槽の修繕を行う。

消防水利の更なる充実を図る。

11 防災活動 総務課

地域防災計画、国民保護計画、業務継続

計画の作成・管理、防災メール、自主防

災組織への補助、防災訓練費用等

災害に係る予防、応急、復旧対策に

関し、町・防災関係機関が処理すべ

き事務や業務の大綱をまとめ、災害

対策を計画的に推進することによ

り、町民の生命・身体・財産を守

る。

目標程度

新たに2つの自主防災組織が設置され、資機材購入補助を

行った。

消防団と自主防災組織の連携促進支援事業を行った(新町自

治会)

防災無線の聞こえが悪いと

ころへの対応。

浸水想定区域、土砂災害警戒区域になっ

ている地区住民に防災意識を浸透させる

かが課題である。

防災無線が聞こえにくい住民へ災害情報

の入手方法の周知が課題。

このまま継続

防災マップを改定する。

地域防災コミュニケーションNWシステム、

Yahoo!防災速報アプリの周知徹底及び防災

メール登録の強化。

多様化する災害に備えるために、随

時計画の見直しを行っていく。

12
交通安全推進事業

【新未来】
総務課

春秋の交通安全運動時の街頭広報活動、

交通教育指導員による幼児・児童から高

齢者に対する交通安全教室の開催等を行

う。

交通安全に対する住民の意識向上を

図ることにより、交通事故を抑制

し、交通死亡事故の減少を目指す。

目標程度

交通安全啓発の統一行動の実施が春の１回（秋は緊急事態

宣言のため中止）となってしまったが、積極的な広報啓発

を行い、町民の交通安全意識の高揚を図った。また、交通

安全教室で交通事故防止に努めた結果、交通事故発生状況

は低い水準を保っている。

今年度もコロナ禍により、交通安全教室の回数が減少し

た。

特になし
交通事故発生状況は、低い水準を保って

いるが、事故件数０達成は困難である。
このまま継続

交通安全運動時の統一行動日や交通安全教

室を中心に啓発活動を実施していく。

交通安全意識の向上は、長期的・持

続的な活動が必要であることから継

続的に実施していく。

13
防犯活動事業【新未

来】
総務課

町が自治会からの要望により、防犯灯の

設置工事を行う。その後の管理について

は自治会が行う。

防犯灯を設置することにより、安全

に通行できる環境を整える。
目標程度 要望があった個所についてすべて設置できた。

犯罪等を抑止するために防

犯灯を設置していくこと

は、住民の安全安心のため

に必要である。

通学路等への設置個所について、学校と

連携を深める必要がある。
このまま継続

必要箇所について、各自治会、学校、警察

等と相談しながら決定していく。

省電力のために防犯灯のＬＥＤ化を進め

る。

ＬＥＤ化を進めながら、防犯灯の設

置を継続して実施していく。



令和3年度　当該年度事務事業評価一覧（評価シートから抜粋）

NO 事務事業名 課 事業概要
成果目的（誰をどのような状態にしたい

のか）
目標達成状

況
R3年度事業の実施結果、改善内容等の説明

町民、議会、その他からの指
摘事項・ニーズ

問題・課題 事業の方向性 取組み方針（改善方針） 4年度以降の方向

14 土地利用関連事業 企画課

土地利用対策委員会、幹事会を事務局と

して執り行い、会を開催し協議者に土地

利用についての回答を行う。また、国土

法に基づく土地関連の調査事務を行う。

協議者から申請された土地の適正利

用を検討し、個別法令への手続きを

円滑に行う。

目標以上

土地利用事前協議は、前年度に比し協議件数は増加した。

弁当工場と飲食店以外は太陽光設備や土砂造成が多い状況

であった。

土砂搬入後通報により事前

協議未実施箇所が発見され

た。

建設残土を利用した土砂搬入埋立をする

案件は、町の土砂条例が改正された他、

大きな面積の場合県環境部門から指導が

必要となり、調整のためすぐに事業開始

が出来ない。3年度は事前の状態ではな

いため環境課と栃木県の対応案件となっ

た。

このまま継続

現状どおり適切な指導を行っていくととも

に、現地確認の際に改めて法律・制度の周

知徹底を行っていく。

太陽光発電施設においては買取価格の低下

から、今後は減少すると見られていたが、

小規模の申請はまだ続いている状況であ

る。大規模、小規模問わず形質変更が大き

い場合は周辺への影響も大きいと予測され

るため、関係機関と調整し、新設された益

子町の里山風景と太陽光発電設備設置事業

との調和に関する条例からの指導を仰ぐ。

形質変更の大きい案件には、より細

やかな対応に努める。

15 情報管理事業 企画課

情報収集、管理及び総合行政ネットワー

ク（ＬＧＷＡＮ）の業者委託、設置管理

を行う。

情報化を推進することにより、役場

内部の情報伝達の迅速かつ安定運営

を図る。

目標程度

セキュリティ強靭化後の、各職員への運用の徹底を指導す

ると共に、職員の事務的負担を軽減するシステムの構築に

ついて、打合せ・設計を行った。

また、コロナウィルスの影響により昨年度に比してwi-fiと

専用PCを増設しweb会議をできる環境を増やした

特になし

平成２９年６月からのセキュリティ強靭

化に伴い、職員の業務に不便を強いてい

るため、それを今後の運用でいかに解消

するかが問題となっている。

また、コロナウィルスの影響により、ほ

とんどがweb会議となり、利用できる会

議室を増設したものの各課で予約がぶつ

かった場合にその確保が難しい場面が出

ている。

改善して継続

セキュリティ強靭化後、職員の事務的負担

が増加していることを踏まえ、運用支援等

を効率的に活用しながら、少しでも職員の

負担軽減ができるよう協議していく必要が

ある。

また、コロナウィルスの影響によるweb会議

をできる環境の増設を図ったが、他に利用

できる場所の確保について検討していく必

要がある。

web会議対応部屋を確保するには、

３階の議会または外にスーパーハウ

スを設置するなどしないと庁舎内に

は利用出来る部屋がない。

16 行政評価事務事業 企画課

新ましこ未来計画（以下「新未来計

画」）実施計画計上の事業及びその他の

事業等について事務事業評価による

PDCAサイクルを実施し、計画の効果的

な進捗を図る。

町民への説明責任及び行政事務の効

率化を図り、住民サービスの向上を

図る

目標程度

各事業における労働力の把握、重点事業の評価会の実施。

行政評価システムについては、新ましこ未来計画（以下

「新未来計画」）のPDCAサイクルの実施に伴い、実施計画

の作成＞当初予算の入力＞評価まで行い、行政評価の効率

化とともに職員の負担軽減を図ることを目的としている。

特になし

新未来計画の実行及び行政評価との連携

と、既存の事務事業の見直しが必要。ま

たデータが細かいため入力作業による、

職員の労力の負担がある。

改善して継続

事業チェックにより、事業の適切な進捗を

図る。

新未来計画事業と既存事務事業の整理を行

う。

3～5月：内部評価、12月：当初予算入力、

２月：次年度実施計画

これまでのスケジュール・実施内容

を基本とし、問題あれば改善を図っ

ていく。新未来計画のＰDＣＡ等の

検証もあるため、そちらへの移行が

可能か検討したい。

17 統計調査事業 企画課

各種統計調査実施に係る事前準備、調査

員の推薦、調査員への説明・指導等を行

う。

町政運営や民間企業など、幅広い国

民生活の基礎資料となる各種統計

データを収集・整理し、実態を明ら

かにする。

目標程度

調査実施にあたり「調査の重要性、調査協力へのお願い」

を広報、防災無線等で周知し、調査対象者（事業所）への

理解を得られるよう努めた。

統計調査結果を町のホーム

ページに掲載しており、町

内外から多くの利用があ

る。

また、職員の施策研究資料

としても活用されている。

調査員の確保が困難な状態。　新たな調

査員の確保も必要だが、職員の協力も不

可欠。
このまま継続

オンライン調査が主流になり、市町や調査

員の事務軽減につながることから、回答率

の向上に努める。

統計調査が確実に実施できるように継続し

て新規の登録調査員を確保できるよう、引

続きHP等で募集を行う。

事務効率化が図れるので職員の協力を呼び

かける。また、町内の実情や地理を把握す

るきっかけとして、若手職員の積極的な参

加を依頼する。

継続して調査員の確保に努め、適正

に実施する

18 地域公共交通事業 企画課

地域公共交通会議の運営、デマンドタク

シーの運行、県央地域公共交通利活用促

進協議会への参加等

公共交通空白地域及び交通弱者の移

動手段を確保する
目標程度

利用登録者数は目標達成。利用者数については前年度より

回復したが、コロナ禍によるため前々年度を上回っていな

い。コロナ禍が収まるまでは1日あたり平均50人利用の目標

値には戻らないと予測している。

昨年と同様の方と思われる

が利用者1名から車内の消

毒、マスク着用の徹底や乗

客同士のおしゃべりの禁止

要望。

町民から新日赤への乗り入

れ、及び12時便の増発の意

見があった。

令和２年度は右肩上がりの利用者増加が

ストップした年度であった。4年度もコ

ロナにより利用者の増加は難しいと考え

ている。また、デマンドタクシーの芳賀

日赤の乗り入れ乗り継ぎについては、相

手自治体、タクシー団体および既存の真

岡鐵道との関係や、利用者負担・事業所

運営体制・関係団体の了承が課題となっ

てくる。利用者の9割以上が６０歳以上

で占められているため高齢者用の輸送機

関の色合いいが強くなっている。

改善して継続

車内の換気、消毒の徹底、乗車中のおしゃ

べりの禁止などコロナ対策の徹底。

既存の公共交通機関やまちづくりとの連携

強化。

高齢人口増加に伴う、デマンドタクシーへ

の誘導に努める（免許返納者への優待チ

ケット配布）。

対コロナ対策の徹底。デマンド交通

の町外乗り入れや１２時便の検討ま

たは、これに代わる輸送方法の検

討。

19
真岡鐵道運営支援事

業
企画課

真岡鐵道に負担金や補助金を支出する。

株主総会等・各種会合への出席により運

営支援を行う。

真岡鐵道株式会社が地域の公共交通

機関として、安定して経営できるよ

うに財政支援することにより住民・

観光客等が利用出来るようにする。

目標程度

3年度の鐵道関係会議出席数は、コロナによる中止が無く出

席が出来た。しかし、コロナによる利用者減に伴う減収の

ため、２年度同様に第三セクター鉄道支援事業費補助金を

関係自治体で臨時に拠出し鐵道の維持に努めた。

特になし

少子化や車社会の発展により、鐵道利用

者が減少する中、鐵道に対しての補助

金・負担金は今後増加する傾向にある。

長期的には代替交通輸送も視野に入れた

広域市町との議論が必要と考える。

このまま継続

少子化や車社会の発展により、鐵道利用者

が減少する中、鐵道に対しての補助金・負

担金は増加傾向にある。これに加え２年度

からのコロナ禍による利用者減少に拍車が

かかり、3年度も臨時の補助支援に至った。

今後もコロナによる影響が続くと予想され

るため、真岡鐵道と関係自治体とともに鐵

道維持について連携し検討していく。

鐵道利用者が減少する中、鐵道に対

しての増加する補助金・負担金に対

応していく。コロナ禍においての鉄

道輸送は、ソーシャルディスタンス

を考えると他の輸送手段と比べ輸送

容量が大きいため一定のメリットが

あると考えられる。
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20 財政事務事業 企画課

財政計画の策定、予算書、決算書等の作

成。財政指標の分析や適切な予算執行の

チェック。地方交付税に関する庁内の調

整。ふるさと納税の推進。

新たな財源の確保や町の財政状況の

把握、将来見通しを立てることによ

り、安定した財政運営を行い、町民

サービスの向上を図る。

目標未達成

令和3年度の財政運営について、新型コロナワクチン接種や

コロナ対策事業は国の支援のもと執行することができた。

また、コロナ禍において未実施事業や縮小事業もあり、財

政調整基金からの繰入を行わずに予算を調製することがで

きた。

ふるさと納税については、返礼品目は増えているものの5,0

０0万円の寄附見込となっている。

議会からふるさと納税につ

いて、現状と今後の見通し

について質問があった。

健全な財政運営のため新たな財源の確保

が必要となっている。

新たな自主財源のひとつとして、ふるさ

と納税推進事業を推進している。しか

し、制度自体全国的な広がりを見せ寄付

者の選択肢が増えているため、寄付を増

やすためには他にない魅力ある返礼品の

充実、欲しくなる返礼品の開発が求めら

れている。

改善して継続

財政計画（計画期間：平成28年度から令和7

年度）に基づき財政運営を行っているが、

保育料無償化事業や陶芸美術館空調設備改

修事業等は本計画に計上されていないこと

から、毎年度当初予算要求前に計画の検証

を行い、予算編成方針等に反映をさせ、健

全な財政運営を行っていく。

ふるさと納税推進事業における魅力ある返

礼品目の追加。（地元事業者の新規返礼品

の開拓や、道の駅での新商品開発）

財政計画の検証を行い、必要に応じ

て財政計画の見直しを行う。

財政運営の基本方針に基づいた財政

運営を行い、新たな財源の確保を

図っていく。

21 起債事務事業 企画課
地方債の借入や既発行債の元利金償還を

行う。

各年度における建設事業等の財源を

確保することにより、町民サービス

経費の確保を図る。

目標程度

令和3年度の町債については、起債借入額は臨時財政対策債

の発行を抑制したことにより、計画額を下回ることとなっ

た。起債残高についても同様に、計画額より起債を抑制し

たことにより減少した。

特になし

毎年度予算編成において、臨時財政対策

債の借入に頼らざるを得ないのが現状で

ある。

改善して継続

財政計画（計画期間：平成28年度から令和7

年度）に基づき財政運営を行っているが、

毎年度当初予算要求前に計画の検証を行

い、本計画に計上されていない起債対象事

業について適債性の有無を的確に判断し、

健全な財政運営を行っていく。

後年度負担を常に意識した借入期

間、据置期間、償還方法により適正

な起債管理を進める。

22

公有財産の取得、管

理、処分に関する事

業

企画課

公有地の取得に至るまでの用地交渉・登

記事務を行う。公有地として利用してい

る民地の土地所有者に対し賃借料を支払

う。公有財産の管理業務（一部シルバー

人材センター等に委託）を行う。法定外

公共物、遊休町有地の売払い及び貸付を

行う。

公有財産の有効活用を図る。また、

町民との協働により、公有財産を管

理する。

目標程度 町有地(宅地等）の売却が6件があった。 特になし

公共施設等管理計画を策定後、各施設毎

に長寿命化を図っていくため、より具体

的な方針を定め適正に公共施設のマネジ

メントを実施する必要がある。

このまま継続

各施設所管課ごとに中長期的な修繕計画を

立て、全体的な公共施設の削減に向けた取

組を行っていく。公共施設の管理につい

て、全庁的に進めるための組織づくりを進

める。

町有地の売却を引き続き行う。

財政負担の軽減に向けて、町有地の

有効活用や公共施設の適正な管理を

引き続き検討していく。

23

公有財産の登記及び

確認、台帳整備に関

する事業

企画課

公有地として取得した財産の登記を行

う。必要に応じて隣接地と境界を確認

し、公有財産の適正な把握を行う。財産

台帳の記録整備を行う。

公有財産を正確に把握し、登記し、

安全に保管するため
目標程度

財産台帳の加除訂正については、登記簿謄本・公図との照

合や現地調査を行い適正に行っている。

公会計と連動する固定資産台帳システムを利用し、取得価

格・耐用年数・減価償却費等を網羅したデ－タの管理を適

正に行った

特になし

固定資産台帳システムが稼働している

が、支払いの際担当課から資産情報の登

録の仕方に関しての問い合わせがあり円

滑に事務が行われるよう指導が必要とな

る。また資産の登録から始まり、決算を

経て作成される財務諸表を理解すること

により財政コストに対する意識を高める

ことが今後の課題である。

このまま継続

現在固定資産台帳システムが稼働しており

統一的な基準の財務書類の作成をしている

が、検証を確実に行い効率的な財政運営に

役立てるよう分析を適正に行う。

固定資産台帳のシステムを適正に管

理するとともに、デ－タを有効活用

し今後の公共施設のマネジメントを

強化し財政の効率化を図る。

24

町有物件及び公の施

設の災害共済に関す

る事業

企画課

町有物件・公の施設について、新規加

入・解約・変更の手続きなどを行うほ

か、事故や災害が起きたときに早急に対

応し共済金の請求事務を行う。

町有物件・公の施設について、加

入・解約の手続きを適正に行い、事

故や災害があったとき町が適正に補

償を受けられるよう事務を行う。

目標程度

建物共済では落雷により破損した七井中防災盤他5件につい

て請求した。

自動車共済では、車両7件を請求した。

特になし 特になし このまま継続
事故や災害が起きたときは、速やかに事務

処理を行う。
継続して実施する。

25

入札、契約及び資格

審査に関する事務事

業

企画課

入札参加資格申請の登録から選考委員会

の開催・公告・入札通知の発送等、入札

に至るまでの事務と落札後の契約事務

適正・公平な入札を行い、効果的な

契約がスム－ズに締結できるように

する

目標程度

関係課と連絡を密にとり、事務を適切に行うことができ

た。また、令和３年度から入札参加資格審査の工事・業務

については、県と共同でを行ったことにより審査事務の効

率化につながった。

特になし 特になし 改善して継続

公共工事の円滑な施工確保のため、国や県

の対策を参考に実情に合った範囲で規則を

改正していく。また、県と共同で入札参加

資格審査受付を行うことにより、審査事務

の効率化を図る。

近隣市町と連絡を密にとり、入札契

約事務の効率化を図る。

26 新未来計画推進事業 企画課

新ましこ未来計画および第3期ましこ未

来計画の進行管理及び外部検証委員会の

開催

新未来計画・第3期未来計画の進行管

理を適切に行い、総合的、計画的な

行政運営を進め、成果指標・重要業

績評価指標（KPI）の達成により、

まちの将来像である「幸せな共同

体・ましこ」の実現を図る。

目標程度

担当課による毎月の進捗管理、議会への報告も含めた四半

期ごとの内部検証及び外部検証委員会（5分野、新未来計画

の計画期間終了後の検証）を実施した。なお、第3期未来計

画初年度のため、KPI等計画の改定は行わなかった。

また、広報紙の紙面の減少もあり、広報紙への記事掲載の

機会が限られた。

新未来計画の外部検証委員

会や取組結果に関する町民

アンケートにおいて、様々

な意見が寄せられた。今後

はこれらの意見を各課に共

有し、令和４年前半に実施

を予定している第３期まし

こ未来計画の改訂に反映す

る必要がある。

令和3年度は新計画の初年度であった

が、新計画の推進体制や検証・改善の体

制づくりを進めていくことができなかっ

たため、令和4年度当初から着手してい

く必要がある。

また、前述のとおり、新未来計画の外部

検証委員会や町民アンケートの意見を各

課に共有し、第3期ましこ未来計画の改

定につなげていく必要がある。

改善して継続

4～6月に成果指標・KPIを捕捉するための町

民アンケート、前年度事業に対する担当課

の内部検証及び外部検証を行う。なお、改

善すべき点については、新ましこ未来計画

の外部検証結果も合わせ、計画の改定を検

討する。また、10～11月に当年度の上半期

事業の内部検証等を行う。

R4年度に同じだが、より効果的かつ

合理的な検証のあり方について検討

していく。



令和3年度　当該年度事務事業評価一覧（評価シートから抜粋）

NO 事務事業名 課 事業概要
成果目的（誰をどのような状態にしたい

のか）
目標達成状

況
R3年度事業の実施結果、改善内容等の説明

町民、議会、その他からの指
摘事項・ニーズ

問題・課題 事業の方向性 取組み方針（改善方針） 4年度以降の方向

27 移住定住推進事業 企画課

移住・定住の推進に向け、住まいづくり

奨励金の交付、情報発信、体験ツアー、

空き家の活用等を行う。

本町での暮らしを望む方の移住・定

住の希望を叶え、人口の社会動態を

±0とする。

目標未達成

新たな住宅費補助制度として、R3.4月から「若者定住促進

住まいづくり奨励金」、「若年子育て世帯家賃補助金」を

開始した。

税務課と連携し、今年度も固定資産税納税通知書に空き家

バンクのチラシを全件封入し、制度の周知を図った。

移住ガイドブック（H30.1発行）を、制度の新設や改正等に

伴い内容を一部加筆修正したうえで増刷し、移住希望者向

けに配布した。

移住相談者から空き家バン

ク登録物件の充実について

多くの要望が寄せられてい

る半面、空き家になってい

ても将来的な利用の見通し

や様々な事情からバンクの

登録ができない事例も多く

みられた。新たな手段とし

てオンラインで相談できる

体制が整ったため、今後も

移住検討者のニーズに合わ

せ対応していく。

「若年子育て世帯家賃補助金」について

は、自治会への加入を要件としている

が、アパート等の賃貸住宅に居住する世

帯の加入が認めていない自治会もあるた

め、自治会側との連携体制を構築してい

く必要がある。また、空き家バンクの登

録物件の充実が課題である。昨年から続

く新型コロナウイルスの影響により、他

の地域から足を運んでもらうことが厳し

い状況が続いたことは、移住者を受け入

れる側としても難しいところではある

が、多様なニーズを持つ移住希望者に寄

り添ったきめ細かい対応を行い、移住者

の着実な増加を図る。

このまま継続

これまでの移住に関する取組のほか、より

積極的なPRに努め、移住希望者向けの情報

発信や、住宅施工業者向けに制度周知を目

的とした移住関連パンフレットの送付等を

行う。

2つの住宅費補助制度により、引き続き若

者・子育て世帯への経済的負担の軽減を図

り、また、空き家バンクについては、登録

物件の拡大に向けた調査等を行っていくこ

とで、移住者のさらなる増加へとつなげ

る。

「お試し住宅」については引き続き継続

し、利用希望者増加に伴う「お試し住宅」

の2軒目設置に向け、新たな物件の確保に努

める。

人口減少問題は引き続き本町におけ

る重要な課題であることから、他事

業とも積極的な連携を図り、ソフト

面・ハード面の両面でより効果的な

施策について検討していく。

28
地域おこし協力隊事

業
企画課

担当課及び隊員との相談・打ち合わせ、

隊員の定住・定着に関するサポート、起

業支援を実施する。

地域おこし協力隊員相互の融和、地

域との協働等により、隊員活動の活

性化と分担事務の達成を図り、本町

での起業等を含めた定住・定着につ

なげる。

目標程度

当該年度に着任した地域おこし協力隊員は、4月が3名、5月

が1名、9月が1名、3月が1名であった。連絡会については

新型コロナウイルスの影響があり、上半期に担当者紹介及

び隊員同士顔合わせも兼ねて、1回の開催に留まった。連絡

会以外に、着任後個人面談により要綱の説明や意見交換等

行った。起業支援補助金制度については、2名の隊員から利

用の相談を受けているところであるが、今年度中の申請に

は至っていない。

特になし

今年度は新型コロナウイルスの影響もあ

り、隊員同士の交流を深める機会を設け

ることが難しかった。移住者でもある隊

員は生活面での不安も多いため、定住・

定着を図るためには隊員一人ひとりに

合った支援の継続が必要である。担当課

によっても支援内容に差が生じやすいこ

とから、隊員に対するサポート等につい

て共通理解を図る必要がある。

このまま継続

地域おこし協力隊の定住・定着の支援に向

けた個別相談等を今後も一人ひとりの活動

内容や経験年数、起業の希望等の状況に合

わせて実施していく。新規採用がある場合

は、生活面の支援も実施できるよう担当課

と連携を図る。

採用や起業する隊員の有無等、状況

に合わせた支援で隊員の定住・定着

の支援を継続する。

29
個人町県民税賦課事

業
税務課

２月中旬から３月中旬にかけて申告相談

等を行い、個人町県民税を決定したうえ

で賦課する。また、減免や納期限の延長

をしたり、国・県等から調査依頼された

ものについて回答する。

納税義務者に対して適正課税をする

こと。
目標程度

11月から12月にかけて、納税係と共同で未申告者宅に電

話・訪問等をした。その結果、未申告者の人数は年々減少

してきている。また、e-Taxによる確定申告を推進するた

め、町広報誌への掲載や、各自治会あてチラシ回覧等を

行った。

特になし
申告の必要性・メリット・デメリットを

理解していない方がいる。
このまま継続

税制改正に関する事項を周知していく。未

申告者に対して申告のメリット・未申告の

デメリット等伝えながら申告を推進してい

く。

個人番号制度により、引き続き個人情報の

保護に注意を払う必要がある。

住民に対して、分かりやすい税の説

明と周知をしていく。

30 法人町民税賦課事業 税務課

町民税を申告納付する義務のある法人の

申告に基づき税を賦課する。法人町民税

確定申告は、事業年度の日（決算期日）

から２か月以内に行う。予定・中間申告

は、事業年度開始６か月を経過した日か

ら２か月以内に行う。

納税義務者に対して、適正な申告指

導をする。提出させた申告書を的確

に処理し、適正に法人町民税を課税

する。

目標未達成

昨年度周知を実施した新型コロナウイルス感染症に係る申

告期限の延長制度については、今年度も10件程度申出があ

り対応した。未申告法人に対しては、昨年同様、コロナ禍

のため今年度も十分な現地調査が行えなかった。

特になし

変更届、廃止届の提出がないため、事業

の実態が不明な法人がある。各種届出を

速やかに提出させ、適切に処理していく

必要がある。

改善して継続
未申告法人に対し、現地調査を行い申告納

付する。

未申告法人をなくすことで、法人町

民税を公平に賦課する。

31 軽自動車税賦課事業 税務課

関東運輸局、栃木県軽自動車協会で受付

したデータおよび町税務課窓口で受付し

た申請内容を入力し、軽自動車税を賦課

する。また、減免、課税保留等の処理、

報告等を行う。

　納税義務者に対して、軽自動車税

を適正に課税する。
目標程度

転出、死亡届出時における軽自動車に関する異動手続きの

方法について、当初納税通知書へリーフレットを同封し周

知を図った。当初賦課後も、死亡月から2か月後を目安に再

度、未手続きの相続人宛に異動手続き依頼文書を送付し更

なる周知徹底に努めた。また、来年度の賦課にあたって

は、課税保留車両の確認や、当初発送用同封チラシの修正

を行い、改善版を作成した。

　特になし

登録住所変更や車を譲渡した際、変更登

録未手続の納税義務者がいるため、周知

を強化する必要がある。

このまま継続

町で標識を交付する場合は、住所変更や譲

渡する場合の注意事項を説明し、課税取

消、課税保留を減少させる。また、県外者

への名義変更者からの「軽自動車異動申告

書」の未提出による誤賦課があるので、引

続き対象者向けのリーフレットを配布し、

周知徹底に努める。

今後も、課税取消、課税保留を減少

させていくために、引続きリーフ

レットを配布し周知、徹底を図って

いく。

32
国民健康保険税賦課

事業
税務課

加入世帯の構成員や収入、資産等を的確

に把握し、国民健康保険税の賦課、減免

及び更正を随時行う。

納税義務者に対して国民健康保険税

を適正課税する。
目標程度

通常業務の他、新型コロナウイルス感染症による収入減少

に係る減免の広報、手続きなどを行った。
特になし

国保税の概要について、ホームページや

パンフレットなどで周知はしているが、

理解されていないことが多い。

改善して継続
未申告者に対して訪問や電話などで連絡を

とり、未申告者を減らし適正課税を図る。

訪問や電話で未申告者を減らし適正

課税を図る。

33 固定資産税賦課事業 税務課

土地・家屋を適正に評価し、申告による

償却資産を含め価格等を決定し賦課す

る。減免処理、諸報告等を行う。また、

3年毎の評価替に合わせて、地目や家屋

の現況調査や償却資産の実地調査を計画

的に実施することで、課税客体の把握に

努める。

土地・家屋・償却資産に係る固定資

産税を適正に課税する
目標程度

事務の効率化と民間委託の活用により、コストを抑制しな

がら課税すべき家屋と、現況地目及び償却資産を把握し適

正な課税に努めた。また、令和6年度の評価替に向け他市町

や関係機関との協議も行った。納税通知書の発送枚数も昨

年と同程度であり、町の誤りによる誤賦課件数も無く目標

を達成した。

法令等により町に実施が義

務付けられている。

賦課のさらなる適正化のためには、評価

替毎に家屋配置データなどの資料を更新

したいが、財政的な負担が大きく、資料

更新の間隔が長くなりがちである。

このまま継続

来年度は標準地鑑定と航空写真撮影業務を

行うため、例年より予算が増額となってい

る。取組方針としては固定資産評価審査委

員会で審議する案件が生じないよう、引き

続き現況地目の認定や適正な家屋評価、償

却資産については申告対象物件の把握に努

める。また、未評価の家屋については不公

平とならないよう確認と課税を進める。

令和元年度と同様とする

34 収納管理事業 税務課

各窓口や口座振替などで納付された税金

の収納消込の処理をし、その結果に基づ

いて過誤納された税金等は還付、充当の

処理を行い、また口座振替不能者や税金

の未納者に対しては振替不能通知や督促

状送付、催告等の処理を行う。

課税決定された税金を適切かつ確実

に収納する。
目標程度

自動振替制度の導入により納付確認が早期に出来るように

なった。また、平成31年4月1日から一部のスマートフォン

決済による納付に対応した。

特になし。

納税者の納付の行き違いや更生により還

付・充当処理が発生しているため、その

部分を減らす必要がある。

改善して継続 期限内納付、口座振替の推進 特になし
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35 滞納整理事業 税務課

滞納者に対して、文書、電話、訪問など

による催告をし自主納付を促進する。ま

た、納税誠意がない滞納者に対しては、

法に基づき財産状況を調査し、財産の差

押え等を実施し、税に充当する。

滞納者の的確な実態把握に基づいて

の納付指導、滞納者への催告及び滞

納処分により、滞納町税を完納して

もらう。

目標程度

預金や給与等債権差押の調査・差押を実施した。なお、財

産調査は昨年度同様金融機関や生命保険会社等への調査に

取り組んだ。また、自ら納付する意識付けのため、催告書

の一斉送付時期に合わせて「広報ましこ」上で３回、滞納

処分について啓発を行った。

特になし

高額滞納者対策や塩漬け案件に対する差

押え見直しが必要。

新型コロナの影響もあって捜索が実施で

きなかった。今後は捜索に関する基準を

作成するとともに積極的に実施していく

必要がある。

今後相続人不存在案件の増加が見込まれ

るので、適切な処理が必要。

改善して継続

幅広く調査を行い、換価手続の複雑なもの

も積極的に処分する。

また、調査を通して案件ごとの実態を見極

め、法律に基づき適正に処理する。

複数年度にまたがる滞納案件につい

て、法律に基づいた適正な処理を行

い、現年度滞納への着手を早期に行

えるようにする。

36 窓口受付事業 税務課
請求者の必要とする証明書を正確かつ迅

速に交付する。

町民の生活上必要な税務証明書類の

交付や事務手続きの速やかな運用を

図る。

目標程度

一部の税務証明書については、総合窓口関係事務事業とし

て住民課において交付事務を実施。また、平成24年度から

土曜開庁を実施し、金曜日の窓口延長と合わせて利便性向

上に努めている。（新型コロナ感染症対策としての休止期

間を除く。）

特になし

請求者が必要な証明書を把握できず、事

後になって差し替えを求められることが

あった。

改善して継続

過去、差し替えになった例を参考に、必要

に応じ請求者が必要とする証明書の内容の

確認を十分に行う。

特になし

37 戸籍事務事業 住民課

届出書の審査・受理後、システム入力に

より、戸籍記載・移記等を行う。これら

一連の事務処理を行いながら、住民の身

分事項を管理することにより、戸籍交付

請求に応じて、戸籍謄本・抄本等の証明

書発行を行う。

　住民の身分事項を適正に管理する

ことにより、住民が必要に応じて

（戸籍届、相続手続き、パスポート

取得等）、自分の戸籍に係る情報公

開請求をすることができる

目標未達成

出生届等報告的届出以外のものについては、事前説明を十

分に行い実際に窓口で受理する際の審査時間の短縮に努め

た。また、研修会や参考文献等により知識の習得に努め

た。

特になし

職員同士情報の共有をすることにより、

正確な事務処理ができるようにする。コ

ロナ禍のため、真岡管内における月例会

の中止が続き、近隣市町との情報交換の

機会が減った。

このまま継続

通達や指示等を把握し、特徴的な届出（渉

外関係）及び不正届出（虚偽の養子縁組届

出）に即対応できるようにする。円滑な窓

口応対のため、係り内での情報共有に努め

る。

　事務の共通理解が図られるよう研

修会等に参加し、職員の資質向上を

図る。

38
住民基本台帳事務事

業
住民課

申請（窓口・郵送）を受け、住基システ

ムにより住所等の異動を行い、これらに

より管理しているデータに基づき、証明

書の発行を行う。

　住民記録の異動処理を正確に行

い、データ管理を適切に行う。これ

より住民は諸手続きに必要な証明書

の交付を受けることができる。

目標程度
事務処理は正確に短時間で行い、住民の待ち時間の短縮に

努めた。
特になし

事務効率向上のため職員の意見交換及び

情報交換を行える体制を整える。
このまま継続

事務処理は正確かつ迅速に行い、窓口での

対応は親切・丁寧に行う。

法体系を理解し、法改正等に伴う専

門知識の習得に努め、正確な事務処

理を行う。

39 印鑑登録事務事業 住民課
本人の申請に従い、印鑑登録・廃止、及

び証明書の交付を行う。

　住民の実印を登録、管理をするこ

とにより、住民が必要に応じ、財産

管理等の手続き等に使用するため、

印鑑証明書を交付請求できる。

目標程度
事務の効率化に向け、登録及び交付に対する正確性を高め

ながら、時間短縮に努めた。
特になし

住民の財産に関わる部分もあるため、登

録や発行には本人確認を含め正確な事務

処理に努める必要がある。

このまま継続

免許証等での本人確認ができない場合や、

本人が来庁できない場合等の対応を正確、

迅速に行うことにより、窓口対応をスムー

ズにする。

事務の効率化を心がけ、常に処理の

正確かつ迅速化を目指す。

40
住基ネット関連事務

事業
住民課

住民基本台帳を専用の通信回線でネット

ワーク化し、市区町村間の住民基本に関

する共通の事務を行う。

　住民基本台帳をネットワーク化す

ることで、市町村間共通の住民基本

台帳に関する事務ができる。また、

住民は全国どこからでも住民票の取

得ができる。

目標程度

個人番号カード交付策定計画に基き、タブレット端末を用

いて、カード申請のサポートを行い、個人番号カードの普

及啓発に努めた。また、マイナポイントの開始により、急

激に申請・交付の枚数が増加した。

特になし

個人番号カードの交付について、係員が

すべて対応できるように、内部研修と実

践を重ねていく。カードの交付にあたっ

ての、前処置作業や交付事務等にあたる

人員不足である。

このまま継続

個人番号カードに多くのの機能が付帯され

るので、カードのさらなる取得促進に努め

る。また、証明書のコンビニ交付について

も、他市町の状況を踏まえながら調査研究

する。

個人番号カードの普及促進のため広

報誌等を利用してＰＲに努める。ま

た、令和3年度の調査研究を踏まえ

具体的な取り組みができるよう努め

る。

41
自動車臨時運行許可

事業
住民課

自動車臨時運行許可証の交付及び臨時運

行許可番号票（仮ナンバープレート）の

貸与

　自動車臨時運行許可を受けようと

する者が、栃木県陸運支局ではなく

最寄りの市町村で貸与手続きが可能

になる。

目標程度

未登録の自動車を車検、回送等のため臨時的に運行しよう

とする者から申請を受付し、迅速、正確に申請内容を確認

し、許可証を交付し臨時運行許可番号票を貸与した。

特になし
返納延滞者への指導強化のため根拠法令

による事務処理について理解を深める。
このまま継続

交付時の指導を強化することにより、返納

延滞数を減らす。場合によっては警察との

連携もとっていく。

　正確かつ迅速な許可及び貸し出し

を行う。

42

犯歴、身上調査、後

見、準禁治産者関係

事務事業

住民課

裁判所、検察庁の通知により、見出帳、

名簿の調製、選挙管理委員会への通知を

する。検察庁へ犯歴者の戸籍異動を通知

する。

　当町が該当者の犯歴等を管理する

ことにより、警察、県が許可業務の

際、当町にて照会をかけ資格調査を

することができる。また、検察庁は

犯歴者の戸籍異動を把握できる。

目標程度

手引き書に基づき知識の習得に努めた。また、疑問点が生

じた場合にはコールセンターに確認し正確かつ迅速に入力

した。

　特になし
情報の保護、秘密漏洩のないように徹底

する。
このまま継続

官公署からの照会に迅速に回答する。ま

た、住所地選管への公選通知、新本籍地へ

本籍転属通知、検察庁への刑の消滅照会を

正確に行う。

　データ入力を迅速、的確に行いそ

の後の犯歴事務の流れに遺漏がない

ようにする。

43
総合窓口関係事務事

業
住民課

住民票、戸籍等に係る各種問い合わせや

相談の他に、税務課の諸証明を住民課窓

口で行い、ワンストップサービスの構築

を推進する。

町民にとって利用しやすい行政窓口

とする。
目標程度

情報の共有に努め接客対応がスムーズにできるようにし

た。
　特になし

幅広い知識習得のため、他課との情報共

有に努める
このまま継続

待ち時間の短縮を更に図り、また税関系の

内容の理解に努め正確な対応ができるよう

にする。

他課との情報共有に努める。

44 旅券事務 住民課

窓口で旅券の申請を受付け、審査後、旅

券センターへ申請書を送付。センターか

ら旅券が届いたら、申請者への交付を行

う。

　住民が、戸籍謄・抄本の取得と併

せて町窓口で旅券申請や、受け取り

ができる。

目標未達成

新型コロナウイルス感染拡大のため、海外への渡航ができ

ず旅券の申請・交付が大幅に減った。しかしながら申請受

付の際は、写真の規格、ヘボン式表記の確認、二重発行の

チェックに重点をおいた。

特になし

申請者への適切な案内に努め、申請受付

から旅券交付までスムーズに申請受付を

する。

このまま継続

旅券申請者の本人確認における厳格な審査

により、国からの通知内容を踏まえ不正取

得防止に努める。

県旅券センターとの連携等で、申請

書の審査や旅券の交付を正確かつ迅

速に行う。

45
国民健康保険の資格

管理事業
住民課

国保から社保または、社保から国保など

の資格の異動を適切に処理する。

資格の取得漏れなどにより医療機関

で１０割負担とならないように、ま

た社会保険等との二重登録がないよ

うにする。

目標程度

年金事務所からの資格異動者リストを活用し、社会保険加

入者へ国保喪失手続き及び社会保険喪失者へ国保加入手続

きの勧奨通知を送付117件。退職被保険遡及適用該当者は無

し。

特になし

保険税を納付したくないという理由で、

加入手続きを拒否する方への対応。社会

保険に切り替わったことの手続き漏れに

よる二重保険加入者への対応。

このまま継続

保険切り替え手続きに関する広報を就職・

退職の多い４月前後など情報を必要とする

方が多くなる時期に行う。また、２０歳の

国民年金加入届け時を活用し、就職・退職

した場合に必ず届け出が必要であることを

周知する。

税・社会保障番号制度により手続き

等の制度改正について的確に把握

し、対応する。

また、国保制度改正に伴い、県や他

市町と情報交換を密にし、制度への

理解を深める。

46
国保給付事業（療養

諸費）
住民課

医療機関でかかった医療費について医療

機関からの保険請求に基づき審査を行

い、国保連合会を通して保険者負担分の

支払いを行う。

適正に医療費の保険者負担分を支払

うことで、被保険者が医療を受ける

機会を確保する。

目標未達成

レセプトの二次点検を実施（390件、医療費減額32万

円）。社会保険に加入者にしていながら、国民健康保険で

医療の給付を受けた方に対し、医療費の返還請求をした

（28件）。頻回受診者調査（4件）を行った。柔整師の受診

についての広報を実施し、保険適用と適用外について周知

した。

医療費の上昇を抑える。
被保険者の資格の適正化とレセプトの点

検による過払いの抑制。
改善して継続

引き続きジェネリック医薬品の推進を行

い、医療費の上昇を抑える。柔整師の受診

についての広報を実施し、保険適用と適用

外について周知する。２４時間電話健康相

談事業の周知を図り、夜間、休日診療につ

いての適正受診を図る。頻回受診者・重複

服薬者に対しての助言指導を行う。

適正な給付うを実施していくととも

に、当該事務事業以外の事業とも組

み合わせ医療費の上昇を抑えてい

く。



令和3年度　当該年度事務事業評価一覧（評価シートから抜粋）

NO 事務事業名 課 事業概要
成果目的（誰をどのような状態にしたい

のか）
目標達成状

況
R3年度事業の実施結果、改善内容等の説明

町民、議会、その他からの指
摘事項・ニーズ

問題・課題 事業の方向性 取組み方針（改善方針） 4年度以降の方向

47
国保補助金等交付申

請事業
住民課

負担金や補助金等の算出根拠となる資料

を作成し、国や県などに対し申請及び受

領を行う。また、国民健康保険に関する

事業報告書を作成し県に報告する。

国や県などの負担金・補助金の適切

な算定及び受領を行い、国保事業会

計の安定化を図る。

目標程度

・適切に報告が行われた。また前年度以前分の補助金交付

申請書等について点検を実施、過誤は認められなかった。

・目標を実績（見込）が増えたのは、新型コロナの影響に

より災害臨時特例補助金が該当したため。

特になし 補助金制度の正確な知識の習得 このまま継続
交付申請時には複数職員による点検を実施

する。

研修会・説明会への参加や、県や他

市町と情報交換を密にし、制度への

理解を深める。

48 国保運営協議会 住民課

公益代表4人、被保険者代表4人、医師・

薬剤師4人で構成され、国保事業運営に

関する重要事項を審議する。

制度改正や国保税率改正、予算や決

算など重要案件を諮問し、意見を基

に国保事業を円滑に進める。

目標程度
予算・決算、条例改正、国民健康保険税、保健事業などの

取り組みについて審議した。
特になし

国保運営について、健全な運営ができる

よう審議していく。
このまま継続

県の国保運営方針も踏まえ、町国保の健全

な運営を審議するため協議会を開催する。

県の国保運営方針も踏まえた協議会

の運営により、国保事業運営及び財

源の健全化を図っていく。

49 国保保健事業 住民課

健康教室の開催、２４時間健康相談事業

の実施、特定健診の実施、人間ドックの

助成及びジェネリック医薬品普及事業等

を行う。

国民健康保険被保険者の健康維持・

増進を図り、医療費削減を図る。
目標未達成

●人間ドック・特定健診案内を自治会回覧、中央公民館な

ど町の拠点施設5か所に設置、また被保険者証の発送時の封

筒にも案内文を印刷した。昨年度の受診者には受診予定日

をハガキでお知らせし、受診予定日に受診できなかった方

に対しては当日中に電話で再度受診日の調整をした。未受

診者をグループ分けし、それに合った内容の受診勧奨通知

を送付した。●24時間電話健康相談の案内を広報誌や各種

通知で行った●ジェネリック医薬品希望カードを被保険者

全員へ配布及びジェネリック医薬品差額通知発送（年3回）

●県のプログラムに準じて糖尿病重症化予防事業を益子町

医師会と連携しながら実施。●ＫＤＢシステムを用いて健

診データの分析を行い、町の疾病の傾向などを広報で周知

した。●受付時間を区切るなど新型コロナウイルス感染症

対策をしながら健診を実施。

・受診率の向上

・時間を区切っての健診を

コロナ終息後も継続して欲

しい

・１月以降の健診実施を検

討して欲しい

・医療機関受診中等の理由で受診を拒む

方・消極的な方への受診勧奨の工夫

・新規および経年受診者のさらなる確保

・２４時間電話健康相談の周知方法

改善して継続

保健センターと連携し、健診の広報と未受

診者への受診勧奨を強化する。被保険者の

検診結果や疾病などを把握し、効率的な保

健指導・予防教室の実施。糖尿病予備群の

者を抽出し、医療機関と連携し適切な保健

指導・予防教室を実施することで、糖尿病

性腎症重症化を予防し、人工透析患者の増

加を抑える。２４時間健康相談について

は、利用状況を鑑み精神症状にも対応して

いる事を前面に出し周知する。ジェネリッ

ク医薬品差額通知を年３回発送。医療費適

正に向けたレセプト点検の強化。人間ドッ

クの委託先を１１医療機関で実施。

高度な医療を要する疾病や高額な治

療薬の増加により、医療費は年々増

大している。特定健診の受診率を上

げ、疾病の予防と早期発見を促し、

また特定保健指導の実施率を上げ生

活習慣病等の予備群を減少させ、

ジェネリック医薬品の広報をさらに

継続し、利用率が高い状態を保つ。

また、レセプト点検を強化すること

で医療費の上昇を抑える。

50
国民年金資格管理事

業
住民課

国民年金への加入、脱退の手続き年金関

係書類の受理進達、国民年金制度の広

報、国からの交付金について申請等を行

う。

町民が適切な国民年金を受給できる

ようにする。
目標程度

加入脱退、関係書類の受理進達、制度の広報、事務委託金

交付申請書等の提出、追納制度の周知等を行った。年金生

活者支援給付金については、昨年度に引き続き年金機構へ

所得の情報提供などを行った。また、昨年度に引き続き広

報に力を入れ、広報への掲載の他に、窓口の広報スペース

を増やし、外国語のパンフレット、ねんきんネットや口座

振替等各種制度の案内を設置・更新する等した。令和3年度

からは、年金情報照会用の端末を設置したことで、よりス

ピーディーに窓口対応が出来るようになった。

年金受給に関して、国民年

金以外の年金手続きに関す

る知識

年金の必要性を理解しない若年層に対し

て、年金制度の普及と納付意識の向上に

対する取り組み

このまま継続

改正される年金制度に対する的確な事務及

び年金制度への知識を高め、個人の状況に

合わせたきめ細やかな対応をする。

年金受給資格期間短縮（10年年金）、年金

生活者支援給付金の対応。

年金制度への知識を高め、個人の状

況に合わせたきめ細やかな対応をす

る。被保険者の老後の安定した生活

を維持できるよう、制度の周知、窓

口での相談等で年金制度の理解を広

げる。

51
後期高齢者医療に関

する事業
住民課

賦課決定された保険料を徴収して広域連

合に納付する。

資格異動等届出、給付費等申請書の受

理・審査、広域連合へ進達を行う。

高齢者が安心して医療を受けられる

ようにする。
目標程度

●新たに被保険者となった方で、納付が確認出来ない方に

対し、督促状を送付する前に電話による納付勧奨を行い、

新規滞納者を防いだ。また、催告書送付・電話催告のほ

か、臨戸訪問により納付指導を行い、滞納額の減少に努め

た。●税務課と滞納者の情報を共有し、納付勧奨を行っ

た。●高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施について

の研修に参加。また来年度からの実施に向け庁内会議を

行った。

特になし 高齢者に分かりやすい広報等の工夫 このまま継続

口座振替納付の勧奨や、電話・訪問徴収の

強化、税務課との連携などの滞納対策を実

施する。高齢者の保健事業と介護予防の一

体的実施事業を行い、医療費の抑制につな

げる。

国保税滞納者が後期高齢者になるこ

とにより、新規滞納者となることが

予想されるため、個々に応じた納付

指導を実施することにより、新規滞

納者の増加を防ぐ。

52
環境基本計画の策

定・推進事業
環境課

環境基本計画推進委員会、環境審議会を

開催する。益子町第２次環境基本計画を

実行する.

益子町が目指す環境像「自然を慈し

み、安らぎはぐくむ、陶の里」を町

民と共に実現する。

目標程度

コロナ禍の中益子環境Weeksに参加した団体は9団体であっ

た。また、水生生物調査に参加した学校は3校であったが、

雨天の関係で2校の実施となった。今回も水が一番きれいな

水質に住む生物を見つけることができた。コロナ禍であっ

たが学校の協力の元、無事に終了することができた。

参加団体の固定化、高齢

化。

既存団体及びその会員等にとどまらず、

新たな活動人材の掘り起しが必要であ

る。

参加者の高齢化、固定化により衰退傾向

にあるボランティア団体の活動の継続が

課題となる

改善して継続

第3次環境基本計画策定に当たり、SDGｓや

カーボンニュートラルの取組について検討

していく。また、団体の交流や、子供の参

加を促し環境WeeKｓの参加者の拡大を図

る。

令和4年度は、第3次環境基本計画策

定の年度に当たるため、SDGｓや

カーボンニュートラルの状況を盛り

込みながら10年間の計画を年度内で

策定する。

第3次益子町環境基本計画の目標達

成に向け計画の遂行に当たる。

53
ごみの不法投棄対策

事業
環境課

清掃監視員並びに環境保全協力員による

不法投棄監視パトロール等を行う。不法

投棄防止の看板を設置する。年２回全自

治会において清掃・美化運動に取り組

む。

町民が快適に暮らせるように、ごみ

が落ちていない美しい町を維持す

る。

目標程度

環境保全協力員や住民からの通報により不法投棄の早期発

見に努め迅速に対応した。産業廃棄物の不法投棄を解決す

るため、県東環境森林事務所や警察と連携し再発防止に努

めた。

監視カメラの設置（増設）

人の目が届きにくい、山林や林道の監

視。
このまま継続

清掃監視員並びに環境保全協力員のパト

ロールを強化するほか、不法投棄の多い場

所には監視カメラを設置し監視を図ってい

く。

不法投棄を防止するために、不法投棄の多

い地区の住民と情報を共有し連携を図って

いく。また、県東環境森林事務所や警察と

連携し不法投棄の撲滅に努めていく。

清掃監視員並びに環境保全協力員の

パトロールの効率化。

監視カメラの配備。

54
ごみの減量化・資源

化事業
環境課

・資源物回収団体に奨励金を交付。

・生ごみ処理機等の補助金を交付。

・生ごみ堆肥化事業。

・小型家電、廃食用油の拠点回収。

ごみの減量化及び資源化に対する町

民・事業者の意識が高まって、資源

化率向上に積極的に取り組む。

目標程度

広報紙やHPで生ごみ専用袋を使用する方への還元特典につ

いてのPRに努めたところ、申請件数が昨年度の約4倍と

なった。また、環境省のバイオプラスチック製ごみ袋導入

ガイドライン検討会で生分解性ごみ袋の周知を図ることが

できた。資源物回収を行う自治会に対して、回収品目の追

加について自治会長会議資料でお願いした。エコ土曜日は

利用者が多く、小型家電回収は前年度とほぼ同じ量を集め

ることができた。また、紙や缶などの資源物は約2.5ｔほど

増加した。12月から新たな資源循環の取り組みとしてイン

クカートリッジと小型充電式電池の回収を始めた。

生ごみ専用袋の利用者の減

少対策。

家庭から出すごみの量をおさえ、リサイ

クル率を高めていくことが課題。
改善して継続

・資源物回収については、回収品目の増加

をよびかけ、未実施自治会の参加を促す。

・エコ土曜日のPRを継続して実施する。

・生ごみ処理機貸出事業で体験いただき購

入補助金を活用してもらえるようにPRを

図っていく。

・生ごみ袋利用の還元特典を更にPRし利用

者を増やすと共に、生ごみ分別量が増える

ように図っていく。

・各回収場所（エコステ－ションや

資源物回収等）でのゴミの量や種類

の状況の変化を把握し、効果的なPR

方法を考え実施する。

プラごみ対応の検討。
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55 公害対策事業 環境課

公害苦情の原因者を指導し解決に向け対

処する。併せて工場・事業所などの監視

を行う。大気汚染防止のため野焼き禁止

の指導を行う。定期的に河川等の水質検

査を実施する。

町民や事業所での公害に対する意識

が高く、公害のない河川の水質も適

正に保全された生活環境を維持す

る。

目標程度
公害苦情処理では、野焼き、空き地の適正管理、猫の飼育

についてや不法投棄などの案件が多くあった。
特になし。

野焼きに対する理解、空家・空地等の管

理の必要性、猫の適正飼育等日常生活を

営む上での管理責任について理解を深め

ていくことが必要

このまま継続

広報誌等を活用し、野焼きなどの公害防止

への啓蒙強化を図る。

空き地・空き家が顕著に増加していること

を踏まえ苦情等の増加が見込まれるため、

関係各課との情報交換を密に取り問題解決

に繋げて行けるようにする。

公害防止の啓蒙及び指導の徹底。

56
畜犬登録及び狂犬病

予防事業
環境課

犬を取得した時の登録及び狂犬病予防注

射集団接種。ペットの正しい飼い方の

PR。野犬捕獲。避妊手術費の補助金交

付。

ペットが正しく飼養され、狂犬病の

発生も無く、町民が安全で快適に暮

らせるよう維持する。

目標程度

注射頭数は821頭。避妊手術費補助金交付件数は、犬18

頭、猫75頭。

HPの迷い犬が発生した時のお知らせのページを活用し、周

知の迅速化を図ることができた。

動物愛護指導センターと連携し猫の飼養について指導する

ことができた。

猫の正しい飼養についての

認識が不足している住民が

多く、外飼いや野良猫への

餌やりに対する苦情が多数

あった。

野良猫の苦情が多く、捕獲

などの対策を求められた。

未登録犬の登録勧奨及び狂犬病予防接種

の啓蒙が必要。のら猫問題への対策。
このまま継続

広報紙等を利用し、飼い主の適正飼養の周

知に努め、未登録・未接種を減らしてい

く。

定期的に台帳整理を実施する。

飼養の指導については動物愛護指導セン

ターと連携し継続的に行う。

飼い主の適正飼養の周知に努め、未

登録・未接種を減らす。動物愛護指

導センターと連携し対応する。

57
ごみの収集及びし尿

処理に関する事業
環境課

各機関と連携し、一般廃棄物を計画的か

つ効率的に収集・処理する。ごみステー

ションの設置を推進し、ごみ収集用コン

テナの使用を徹底する。

ごみが適切に処理され、町民の衛生

的な生活環境を維持する。
目標程度

ごみの収集の際の不適正排出については、中部環境や自治

会長との連携により迅速に対応した。

ゴミステ－ションは自治会

管理という認識がまだ低

く、不法投棄の処理につい

て不満の声が多くあった

ごみの正しい捨て方について理解できて

いない方がいる。

自治会未加入者のごみ出し問題。

高齢化によりステ-ションまでのゴミ出

しが困難なケ－スが増えることが予想さ

れる。

このまま継続

ごみの正しい出し方について、広報やHPな

どで周知を図る。

ごみステーション設置補助金等のPRを実施

し、自治会のステーション管理が容易にな

るよう働きかけていきたい。

高齢者のゴミ出し支援の対策を社会福祉協

議会が立ち上げたため、情報共有を図って

いきたい。

ごみの正しい出し方について、広報

やHPなどで周知を図っていく。

58 森林計画・経営事業 環境課

森林計画に基づく伐採等届出の適正な運

用に努める。また、とちぎの元気な森づ

くり事業を活用した里山林の整備及び管

理を行う。

森林機能保持・保全のため、森林計

画に基づく健全な森林を育てる。
目標程度

とちぎの元気な森づくり里山林整備事業を活用した整備に

ついては、計画の箇所・面積を実施することができた。ア

カマツ復活プロジェクト事業については、間伐は行った

が、新型コロナウイルスによるまん延防止等重点措置に関

連して小学生による植栽体験が実施できなかった。

里山整備の実施面積を増や

したい。アカマツ復活プロ

ジェクト事業は継続させた

い。

森林整備には土地所有者との合意形成が

必要なため、地域団体と協力して事業に

あたっていく。とちぎの元気な森づくり

里山林整備事業への参加団体の掘り起こ

し、管理事業の交付が終了した箇所の継

続的な維持管理。

このまま継続

森林計画に基づく各種届出の適正な運用を

行い、健全な森林管理に努める。また、町

木であるアカマツの復活を目指したアカマ

ツ復活プロジェクトを継続実施する。さら

に、新たな森林経営管理制度については、

森林所有者意向調査を実施して森林集積計

画の作成を進める。

とちぎの元気な森づくり県民税事業

が第２期として継続されているが、

森林環境譲与税を活用して引き続き

森林整備を継続していく。

59
町有林・林道管理事

業
環境課

森林国営保険の加入、町有林管理(伐

採、下刈り）、林道５路線の維持管理

林道５路線の維持管理や町有林の整

備・管理を適正に行うことにより、

益子の貴重な資源である自然景観を

維持する。

目標程度

前沢、赤法花、北峰町有林（34.3ha）の下刈り等の維持管

理を行った。

また、「益子町ランドスケープ計画」に合わせ整備を行っ

ていくため、土祭に合わせたツアーや、学生たちとのワー

クショップを行った。

前沢町有林の整備を含めた

今後の活用等

遊歩道の整備

前沢町有林については「益子町ランドス

ケープ計画」にあわせて整備を行ってい

く。他の町有林についても利活用の方向

性について検討が必要。間伐、前沢町有

林の「やまざくら」の保全、管理等

改善して継続

前沢町有林について、今後の整備活用計画

について検討する。また、他の町有林に対

しても、森林経営計画に基づいた伐採、木

材の活用の方向性を検討する。

林道については継続的な維持管理に

努める。町有林については、森林経

営計画に基づいた間伐や下刈り等を

行い機能維持に努めるとともに、木

材の有効利用も推進していく。ま

た、前沢町有林については、益子町

ランドスケープ計画にあわせて整備

活用計画を進めていく。

60 鳥獣害対策事業 環境課

八溝山系に位置する市町、及び県の担当

職員で形成される協議会で、現在の地域

の状況および獣害対策についての意見交

換を行う。また、年に一回獣害対策の研

修も行う。

八溝山系の市町での獣害被害の削減 目標未達成

今年度はコロナの影響を受け、会議は書面決議にて実施と

なった。継続的なわなの設置及び迅速な対応により被害の

減少となった。また、今年度は、イノシシの捕獲頭数は前

年度比6割減と大幅な減少がみられた。

地域での被害対策の取り組

みも重要である。

狩猟者の高齢化も深刻であることから、

若年層の狩猟者育成に力を入れていくこ

とが急務である。

このまま継続

今後も同協議会において、関係市町との情

報共有を行いながら連携して獣害対策を推

進する。

捕獲、撃退への取り組み強化は継続

して行い、町内のみならず広域連携

した各地域でも防護柵などのイノシ

シ被害への対策を推進していく。

61 地球温暖化対策事業 環境課

再生可能エネルギーの普及啓発を行うと

ともに、太陽光発電システム設置者に補

助金を交付する。

地球温暖化防止のために住民一人ひ

とりが率先して参画し、温室効果ガ

スの排出削減に向けた活動を行う。

目標未達成

太陽光パネル補助金の交付件数はより３件減少。蓄電池補

助については、昨年より交付件数が６件増加した。今年度

から開始したＶ２Ｈ設置補助については、交付件数が１件

あった。また、施設ごとの二酸化炭素排出量は昨年度より

減少したが、より節電、節水について広く呼び掛けていき

たい。

特になし

太陽光パネル補助は10件と昨年度より３

件減少した。蓄電池補助は9件で前年よ

り６件増加した。今年度から開始した電

気自動車等充給電システム（Ｖ２Ｈ）補

助については交付が１件あった。再生可

能エネルギーの普及啓発を図るため、補

助事業の広報活動を行っていく。

このまま継続

温室効果ガス削減に向け、今後も庁舎内、

公共施設での、エネルギー削減対策を引き

続き対応を各部課局と連携していく。町民

に対しては太陽光発電システムだけでな

く、木質バイオマスエネルギー等、他の再

生可能エネルギーについての普及を進めて

いく。また、今後の需要が増加すると思わ

れる、電気自動車等充給電システム（Ｖ２

Ｈ）補助については広報等でPRを行ってい

く。

2050年カーボンニュートラル実施に

向けて、再生可能エネルギーの補助

については継続していく。エコドラ

イブ、クールチョイス、クールビズ

等の取り組みを推進しながら、事務

事業編を充実させ、目標達成に努

め、カーボンニュートラルを推進

し、区域施策編の策定の検討を行

う。

62 障害者支援事業 健康福祉課

障害者自立支援給付、障害程度区分認定

審査及び審査会の運営、補装具費・日常

生活用具費の給付、地域生活支援事業費

給付、障害者手帳の交付事務。

障がい者（児）が住み慣れた地域で

自立して生活できるようにする。
目標程度

障がい福祉サービスは、障がい者の職業その他日常生活の

能率の向上を図ることを、また、障がい児においては、将

来社会人としてとして自立・独立するための下地を育成・

助成することを目的としている。

Ｒ３年度は、コロナ禍の中で非対面式の業実施が求められ

たため、他市町や事業所との意思疎通に通常と比べ時間が

かかる結果となった。

特になし

事業費については給付件数、給付額とも

増加が見込まれる。 このまま継続

障害者総合支援法についての正しい理解、

研修会や事務説明会への参加を通して職員

能力の維持向上を図りながら、このまま継

続する。事業費は給付件数、給付額とも増

加が見込まれることから、業務実施体制をR

３年度と同様とし、認定調査員の雇用を継

続して行い、専門的知見を生かした事務の

効率化を図っていく。

障害者総合支援法についての正しい

理解、研修会や事務説明会への参加

を通して職員能力の維持向上を図り

ながら、このまま継続する。
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NO 事務事業名 課 事業概要
成果目的（誰をどのような状態にしたい

のか）
目標達成状

況
R3年度事業の実施結果、改善内容等の説明

町民、議会、その他からの指
摘事項・ニーズ

問題・課題 事業の方向性 取組み方針（改善方針） 4年度以降の方向

63
生活保護費受給支援

事業
健康福祉課

生活保護相談の受付及び芳賀福祉事務所

への保護申請書の進達、要保護者の通告

や保護費の支給事務、芳賀福祉事務所の

調査等への協力。

生活に困窮している住民に対してそ

の困窮の程度に応じて必要な保護を

行い、最低限度の生活の維持を図

る。

目標程度
法により義務付けられている事業なのでこのまま継続す

る。
特になし 特になし このまま継続

法により義務付けられている事業なのでこ

のまま継続する。芳賀福祉事務所と連携を

図り、要保護者の保護に努める。生活保護

法の理解や研修会や事務説明会の参加を通

して職員能力の維持向上を図りながら、こ

のまま継続する。

芳賀福祉事務所と連携を図り、要保

護者の保護に努める。生活保護法の

理解や研修会や事務説明会の参加を

通して職員能力の維持向上を図りな

がら、このまま継続する。

64
旧軍人・戦没者遺族

関連事業
健康福祉課

益子町戦没者追悼式の開催、法に基づく

軍人恩給、特別弔慰金、各種給付金及び

関係団体が行う事業の制度周知や申請書

作成の援助、町遺族会連合会が行う会議

や諸会務の援助。

旧軍人、戦没者遺族の生活の安定を

図るとともに、住民の戦没者追悼の

念と平和を祈念する心を醸成する。

目標程度

令和2年度は第11回特別弔慰金の申請開始年度であったため

事務量が増加したが、令和3年度は債権の交付事務のみと

なった。

また、戦没者追悼式についてはコロナ禍の状況を鑑み開催

を見送り、供物の配布のみ行った。

特になし

遺族会会員の高齢化や会員数の減少。世

代交代による戦没者追悼式への参加意識

の低下。

このまま継続

国や関係団体が行う事業の制度周知や申請

書作成の援助については、法律に基づいて

実施している事業なので町単独での改善は

難しい。恩給制度、特別弔慰金及び給付金

制度の正しい理解、事務説明会への参加を

通して、職員能力の維持向上を図る。

また、戦没者追悼式に多くの方が参加して

もらえるように遺族会の役員に働きかけ

る。

第11回特別弔慰金の受付は令和3年度末まで

となるため、遺族会役員をとおして未申請

者への周知を図っていく。

恩給制度、特別弔慰金及び給付金制

度の正しい理解、事務説明会への参

加を通して、職員能力の維持向上を

図りながら、戦没者追悼式に多くの

方が参加してもらえるように引き続

き遺族会の役員に働きかけていく。

65 心身障害者医療事業 健康福祉課

高度かつ継続的な治療を要する身体障害

者児に自立支援医療費（更生医療・育成

医療）給付。重度心身障害者に医療費の

助成をする。在宅で通院する精神障害の

治療を行う方の自立支援（精神通院）医

療の認定申請を受付、進達を行う。

心身障害者の経済的支援を図るため 目標程度

自立支援医療に関する更生医療、育成医療、精神通院医療

については、障害者総合支援法に基づく支援義務がある。

重度心身障害者医療費助成事業については市町の事業であ

るが、重度心身障害者の経済的支援を図るため必要不可

欠。申請に対して迅速かつ正確に事務を行う。

特になし

自立支援医療対象疾病に罹患した生活保

護費受給者対象者がひとり増加すること

で、入院で年間700万、通院で年間400

万の助成額の増加が見込まれる。

このまま継続

障害者総合支援法についての正しい理解、

研修会や事務説明会への参加を通して職員

能力の維持向上を図りながら、このまま継

続する。申請に対して迅速かつ正確に事務

を行う。

また、令和4年度から重度心身障害者医療費

助成対象者に精神福祉手帳1級所持者も含ま

れることとなったため、事務量及び事業費

が増加する見込みとなっている。

障害者総合支援法についての正しい

理解、研修会や事務説明会への参加

を通して職員能力の維持向上を図り

ながら、このまま継続する。申請に

対して迅速かつ正確に事務を行う。

66 町営住宅運営事業 健康福祉課
住宅及び敷地内の維持管理、入居者管

理、住宅使用料の算定・収納を行う。

住宅に困窮する低所得者に住居を確

保する。
目標未達成

低所得者の住宅不足が認められる場合は、公営住宅法によ

り実施義務がある。安全性の確保や老朽化による修繕料の

増加傾向を踏まえ、東田井住宅（昭和50年～昭和55年築）

と星の宮住宅（旧住宅　昭和44年～昭和48年築）の募集を

控え、星の宮住宅1号棟・2号棟の空き分を入居募集対象と

する。

監査委員より滞納者の近況

と徴収率の低下について指

摘があった。

老朽化による修繕料の増加傾向。住宅使

用料の未納額の増加（徴収率の低下）。
このまま継続

　低所得者の住宅不足が認められる場合

は、公営住宅法により実施義務がある。安

全性の確保や老朽化による修繕料の増加傾

向を踏まえ、星の宮住宅1号棟・2号棟の空

き分を入居募集対象とする。未納世帯への

戸別訪問を実施し、収納率の向上に努め

る。

低所得者の住宅不足が認められる場

合は、公営住宅法により実施義務が

ある。安全性の確保や老朽化による

修繕料の増加傾向を踏まえ、、東田

井住宅（昭和50年～昭和55年築）の

募集を控え、星の宮住宅1号棟・2号

棟の空き分を入居募集対象とする。

67
福祉バス管理運行事

業
健康福祉課

福祉関係団体、老人クラブの活動を活性

化を図るため福祉バスの運行・管理を行

う。

福祉関係団体、老人クラブの活動を

活性化する
目標未達成

新型コロナウイルス感染症の影響により、運行要件の臨時

的な変更を行った。

また、利用者からのキャンセルが相次いだことから、成果

指標の目標値が未達となった。

特になし
コロナ禍でバスの走行ができず、突発的

な不具合が懸念される。
このまま継続

運転技術、車両管理の知識の習得や運行経

路の道路事情などの情報を的確に把握する

ことで、安全運転に努め、事故防止を図

り、利用件数の増加を目指す。

運転技術、車両管理の知識の習得や

運行経路の道路事情などの情報を的

確に把握することで、安全運転に努

め、事故防止を図り、利用件数の増

加を目指す。車両の一元管理などを

検討していく。

68
福祉関係団体・各種

委員活動支援事業
健康福祉課

社会福祉協議会、民生委員協議会補助金

の申請受付、補助金の支出、民生委員・

児童委員の選考、民生委員協議会の開

催、民生委員・児童委員の研修会のとり

まとめ、民生委員・児童委員の相談対

応。

民生委員・児童委員や福祉関係団体

等が円滑に活動できるようにする。
目標程度

新型コロナウイルス感染症対策により、定例会が変則的に

なったり、研修会等が中止になったりした。

県社協の代わりにDVD視聴研修を２回実施したほか、新型

コロナウイルス感染症対策グッズの支給を３回行った。

民生委員の選出方法につい

て質問があった。

民生委員・児童委員の担い手を確保する

ことが年々難しくなっており、来年の改

選についてはさらに厳しくなっていくと

予想される。

町民の意識が変わってきていると感じ

る。

このまま継続

一斉改選で欠員が出ないようにする。

地域の福祉活動の拠点である社会福祉協議

会や民生委員協議会への補助は継続してい

く。

住民の相談に応じ必要な援助を行う民生委

員・児童委員に、速やかに支援できるよう

行政の窓口を明確にする。

社会福祉事務審議会委員の活動費の値上げ

を再度検討したい。

地域の福祉活動の拠点である社会福

祉協議会や民生委員協議会への補助

は必要。

住民の相談に応じ必要な援助を行う

民生委員・児童委員を支援する。

69

母子家庭・遺児家

庭・ひとり親家庭支

援事業

健康福祉課

児童扶養手当認定請求書及び変更届・現

況届等の受付。ひとり親家庭医療費受給

資格申請の受付及び医療費の助成。遺児

手当の認定請求書の受付及び遺児手当の

支給。

母子家庭の生活の安定と自立を促進

し、児童の福祉を増進すること。ひ

とり親家庭の生活基盤の安定と心身

の健康増進に資するため、医療費の

自己負担分を公費で助成し、経済的

な軽減を図る。

目標程度

各受給資格者の届出や申請漏れ等もなく適切に事務処理で

きた。また、新型コロナウイルス感染症経済対策として

「子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯）」が新

設され、県からの指導により申請案内、周知等に努めた。

県とこまめに連絡を取り、スムーズに連携が取れ、住民

ニーズに努めた。

特になし

特異なケースが発生した場合のマニュア

ルがないため、それらに対処する時は県

などに確認をとる必要がある。このた

め、窓口での相談から申請書提出までに

長い時間を要する場合がある。

このまま継続

国・県のマニュアルに従い、速やかに事務

処理をし、各受給資格者の届出や申請漏れ

のないよう、周知・啓発を促していく。

国・県のマニュアルに従い、速やか

に事務処理をし、各受給資格者の届

出や申請漏れのないよう、周知・啓

発を促していく。

70
児童虐待・ＤＶ対策

事業
健康福祉課

虐待や要保護児童の通告先として市町村

が追加されたことによる、通告時の初期

対応。要保護児童対策地域協議会の運

営。虐待やＤＶについて、支援・助言・

情報提供を行う。

保護や支援を要する児童、特に支援

を要する妊婦を発見し、適切な保

護、支援を図り、虐待等の被害抑制

と生活環境の健全化を図る。

目標程度

子ども家庭総合支援拠点を設置し、子ども家庭支援員１名

を配置。相談窓口の整備に努めた。

虐待や要保護児童の通告時の初期対応や、児童相談所・県

東健康福祉センターなどと連携をし、支援・助言・情報提

供を実施。教育委員会をはじめ、小中学校、保育園、幼稚

園との連携も積極的に行っており、情報のやり取りが潤滑

にできている。

特になし

要保護児童等の支援に努めているが、地

域資源との連携を拡げることで、更に支

援の幅が広がる可能性がある。
このまま継続

要保護児童等の通告時の初期対応や、児童

相談所・県東健康福祉センターなどと連携

をし、支援・助言・情報提供を実施してい

く。

里親の活用など地域資源の開発に努める。

要保護児童等の通告時の初期対応

や、児童相談所・県東健康福祉セン

ターなどと連携をし、支援・助言・

情報提供を実施していく。
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71 児童手当支給事業 健康福祉課

児童手当の支払、現況届の発送・処理、

各申請の受付・審査を行う。令和３年度

については、コロナ対策経済支援として

特別給付金の支給を行った。

児童手当は中学校修了前の児童を対

象とし、家庭生活の安定、児童の健

全育成のため、また次代の社会を担

う子どもの健やかな育ちを応援す

る。

目標程度

国の方針に従い適正に実施した。また、新型コロナウイル

ス感染症経済対策として「子育て世帯生活支援特別給付

金」及び「子育て世帯への臨時特別給付金」を支給するた

め、要綱、ホームページの作成等、周知に努めた。12月末

時点で申請不要者への支給完了、２月末時点で要申請者の

約９割の支給完了。児童手当現況届については、個別電話

連絡や通知等を送った結果、8月末の時点で未提出者0人と

なった。

特になし

今後、所得制限限度額超過による支給停

止や現況届の届出義務廃止等、大幅に制

度の内容が変わる可能性があるため、国

の動向について、積極的に情報をキャッ

チする必要がある。

このまま継続 国の方針に従い実施していく。 国の方針に従い実施していく。

72
子育て応援手当【新

未来】
健康福祉課

該当者の抽出と申請書の送付。申請の受

け付け、手当の支給。

１８歳以下の児童を持つ保護者に対

し児童１人当たり１万円分の手当を

支給し、経済支援を図る。

入学準備金として、小学校入学前の

年は3万円、中学校入学前の年は5万

円に増額する。

目標程度

昨年と同様に窓口受領としたが、新型コロナウイルス感染

拡大防止対策として、申請時間短縮のため記名箇所を１か

所に減らすなど申請書を改善した。また、地域通貨の使用

期限を外封筒に印刷し、期限切れに気づかないことがない

よう工夫をした。支給率は99.7％。

アンケートの結果では、制

度の継続や中学３年生の増

額の希望が多かった。

ましぽへの移行については

反対意見が多かった。

地域通貨は使用期限（R5.3.31）がある

のできちんと周知する。

ましぽへ移行するためには、利用できる

店舗数等ましぽの利便性を向上させる必

要がある。

少子化対策として効果があるかはわから

ない。

このまま継続

当分（R3～5の３年間）は新型コロナウイル

スに関する経済支援として、一律１万円の

部分を実施するが、その後（４年目以降）

は中学３年生を含めた節目のみの支給とす

る計画を練る。

令和４年度は児童手当の現況届とあわせて

地域通貨を支給する予定だが、ましぽへの

移行については、時期や地域通貨の再発行

も含め担当課と検討したい。

制度見直しの周知に努める。（年長

児、小６児、中３児に入学準備金と

して支給）

73 保育所等運営事業 健康福祉課

保育所等の施設型給付費の支給認定及び

施設利用受付事務、保育所運営費の支

弁、認定こども園負担金支払、特別保育

事業等の補助

保護者の労働又は疾病等の理由によ

り、保育に欠ける就学前児童に対

し、保育所等において保育を行う。

目標程度

R３から保育料無償化（３歳児未満）、多子世帯副食費免除

事業を実施。

子ども子育て支援事業計画の変更の検討とあわせて、各園

の利用定員の見直しを勧めた。

国の方針により、保育士等処遇改善臨時特例事業を実施。

障がい児受入加算など補助

金増額の意見があった。

保育料の償還払対象の方への周知が必要

である。

保育料の算定を行うに当たって、住民

税・所得税に関する知識が必要となる。

主担当以外の職員の、制度や手続きに関

する理解が十分でない。

保護者のニーズに偏りがあり、定員割れ

が深刻な園もある。

改善して継続

保育料無償化や副食費免除事業の申請漏れ

がないよう周知するとともに、償還払いの

方に対して請求書の提出を求める勧奨通知

を出す。

利用定員に収まるよう利用調整をするとと

もに、定員の見直しも必要。

障がい児受入加算の見直しを実施（改正済

み）。

人口減少に対応した利用定員の設定

と、利用定員に合わせた利用調整を

行う。

74 学童保育事業 健康福祉課

放課後児童クラブに対して委託金を交

付。事業に対する国・県補助金の交付申

請をする。

保護者が労働等により昼間家庭にい

ない、小学校に就学している児童に

対し、授業の終了後に児童厚生施設

等を利用して適切な遊び及び生活の

場を与えて、健全な育成を図る。

目標程度

新型コロナウイルス感染症対策による臨時休校中の対応等

がなかったため昨年より作業時間が減少。感染症対策の補

助金は令和２年度と同様に継続、職員のかかり増し経費に

充当。また、国の方針により放課後児童支援員等処遇改善

臨時特例事業を実施した。

母子家庭等への補助を要望

する声があった。

少子化は進んでいるが、社会情勢の変化

から需要は微増傾向であったが、中長期

的には利用者が減少していく事が予想さ

れ、供給過多や需要の偏りが懸念され

る。

令和４年度から利用料助成制度が始まる

ので、要綱等の整備が必要である。

改善して継続

国・県のガイドラインに従い、適切な運営

を促すとともに、各学童クラブと連携を図

りながら、よりよい子育て支援の提供を実

施していく。また、町単で利用料助成制度

を実施する。

国・県のガイドラインに従い、適切

な運営を促すとともに、各学童クラ

ブと連携を図りながら、よりよい子

育て支援の提供を実施していく。

75 感染症予防事業 健康福祉課

・定期接種：ＢＣＧ,四種混合,ヒブ,小児

用肺炎球菌,B型肝炎,麻疹・風疹混合,水

痘,日本脳炎,二種混合,子宮頸がん,ロタ,

高齢者ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ,高齢者肺炎球菌

・任意接種：おたふくかぜ,ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ,高

齢者肺炎球菌,成人風しん(麻疹・風疹混

合),ロタ　●新型ｺﾛﾅ感染症（R2~)

予防接種等を実施することにより、

伝染性疾病の発生やまん延を予防

し、住民が健康的な生活をおくるこ

とができる。

目標程度

・新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響により、医療機関の受診控えが

ないように乳幼児健診や広報誌等で周知した。

・新型コロナウイルス感染症対策として、ワクチン接種が

開始した。

・子宮頸がんワクチンは引き続き積極的勧奨を行わない

が、対象者に情報提供を行うこととされ、高校１年生相当

の女子に情報提供をしたところ、昨年より接種者が増加し

た。

特になし

コロナワクチン接種は追加接種に加え、

小児の接種が始まるなど複雑化してい

る。芳賀郡市及び町医師会と連携をし、

医療現場が逼迫しないよう、かつ希望す

る町民が接種ができるよう調整が必要で

ある。また、通常の予防接種について、

新型コロナウイルス感染症の影響による

接種控えは見られなかったが、R4からは

子宮頸がんワクチンの積極的勧奨の再

開、日本脳炎ワクチンの安定的供給など

により、未接種者への接種勧奨をしてい

く必要がある。

このまま継続

・新型コロナウイルスワクチン接種がス

ムーズに行われるよう、情報提供および体

制整備、関係機関との調整等に努める。

・新型コロナウイルス感染症の影響による

接種控えがないよう、引き続き各ワクチン

の接種率の維持、向上に努める。

新型コロナウイルスワクチンの住民

接種が終了し次第、通常の予防接種

等感染症対策となる。

76 食育推進事業 健康福祉課

食生活改善や食育推進を基本とした健康

づくりのボランティアである食生活改善

推進員による食育推進活動の支援。

食生活改善推進員を養成・サポート

し、食育の推進を図る。町民の食に

関する意識の向上を促し、生活習慣

改善を含めた心身の健康増進に努め

る。

目標未達成

新型コロナウイルス感染症対策で、事業の中止や内容の変

更が相次いだ。2歳児の歯科検診では例年試食を配布してい

るが、レシピの配布とした。見本の展示実施。世代間交流

として、ましコッコハウスでひな祭りイベントを実施し、

手遊びや行事食の紹介を行った。健康デーにおいて、野菜

接種増加の為の啓発資料を配布した。

食生活改善推進員の活動の

場は広く、期待度も高い。

食生活改善推進員は、県からの期待も大

きく、ライフステージ別の教室等より高

度な食に関する知識・技術が求められて

いる。そのため、食生活改善推進員むけ

の勉強会を行い、会員のスキルアップを

図っている。

このまま継続

会の運営に協力しながら、また会員のスキ

ルアップを図りながら自主性を育成してい

く。

健康増進のためには、食育の推進

（食生活等の改善）は欠かすことの

できないものであり、今後も活動支

援をしていく。

77
保健センター維持管

理事業
健康福祉課

施設点検と修繕、施設管理業務委託、消

防訓練などを実施する。

利用者が安全かつ快適に施設を利用

できるようにセンターの管理や設備

の充実を図る。

目標程度

施設内の事故を未然に防ぐとともに施設設備の故障につい

ては素早い対応で修理し来所者には快適に施設を利用して

もらえるよう努めた。ガス漏れ検知器交換、トイレブース

修繕、玄関の屋根の改修、事務所の防水シートの張替え、

診察室２のブラインド修繕を行った。

特になし

保健センターは昭和61年竣工現在32年目

であり汚れや傷みも出てきており補修工

事が必要

このまま継続

利用者が安全で快適に施設を利用できるよ

うにセンターの管理に努める。R4年度は、

根玄関タイル修繕工事、応接室・健康相談

室のクロス張替え工事を予定している。

保健センターは昭和61年竣工現在32

年目であり汚れや傷みも出てきてお

り補修工事の予算化が必要
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78
こども・妊産婦医療

費助成事業
健康福祉課

医療費助成申請があった者に対し、医療

費（保険診療分の自己負担分を助成す

る。所得制限なし。）妊産婦について

は、保険診療分の自己負担分１レセプト

あたり500円を控除した額を助成する。

(薬局は除く）

医療費の支出を公費で負担すること

により、疾病の早期発見と治療を促

進する。出産・育児にともなう経済

的負担の軽減を図り子育てしやすい

環境を整える

目標程度

こども医療費については、こども医療費助成システムが新

しく変わったため、操作方法マニュアルを作成して保健セ

ンター内で共有し、担当者不在時にも滞ることなく受給者

証発行事務等を遂行することができた。

妊産婦医療費については、母子手帳交付時に限度額適用認

定証の案内を配布するようにし、医療費の償還払いの申請

において事務の簡素化を図ることができた。また、高額療

養費や附加給付制度のチラシを作成し、該当者に配布して

申請方法をわかりやすく周知することができた。

町民より、こども医療費の

現物給付年齢引き上げにつ

いて対象年齢を高校生まで

拡大してほしいという要望

があった。

現物給付年齢の拡大について、県内の市

町村の動向や町財政状況等を考慮し、制

度の検討をしていく必要がある。

このまま継続

変更に来た方に関して、資格者、保険証、

口座等、変更が他にも及ばないか確認す

る。また、現在、紙媒体・PCで来所予定者

を整理しているが、入力漏れが無いよう徹

底していく。

引き続き、各市町の動向に注意しな

がら制度の内容等について検討して

く。また、事務の軽減化に繋がるも

のを念頭に置きながら正確・迅速に

事務を遂行する。

79
出産準備手当・不妊

治療費助成事業
健康福祉課

出産準備手当：胎児1人につき3万円を支

給する。

不妊治療費助成：不妊治療に要した費用

の1/2以内（限度額20万円、4年度ま

で）を補助する。

なお、どちらも所得制限なし、町税滞納

者は不支給。

妊婦や、不妊治療を受ける夫婦の妊

娠や出産に伴う経済的負担の軽減を

図り、安心して治療を行えるよう、

また出産準備がスムーズにできるよ

う支援する。

目標程度

R3年度の出産準備手当事業に関しては、出産後の申請は受

理できないため、出産間近で未申請の方には電話等で申請

を促した。

R3年度の不妊治療費助成事業に関しては、R4年4月から保

険適用になるため、それまでの移行措置として県の方で体

外受精と顕微授精については申請時に所得制限が撤廃され

た。不妊治療の助成を希望する町民の方に申請書一式をお

渡しする際に、移行措置における制度の案内を同時に配布

し、周知徹底を図った。

特になし

不妊治療については、現行の制度は保険

適用外の治療に対して助成するものだ

が、R4年4月から国の方で保険適用にな

るため、現行の制度の在り方や今後の対

応について検討してく必要がある。

このまま継続

出産準備手当に関しては、母子手帳交付時

に制度の説明を徹底し、申請漏れがないよ

う周知していく。

不妊治療については、R3年度治療（保険適

用外）の年度またぎ分の申請をR4年5月末ま

で受け付ける予定。その後は、R4年4月から

保険適用になるため、国や県、近隣市町の

動向に注意しながら町の対応を検討してい

く必要がある。

国や県、近隣市町の動向に注意しな

がら随時各制度の内容等について検

討していく。

80 母子保健事業 健康福祉課

乳幼児健診・歯科検診・フッ素塗布、両

親学級、育児相談・サロン・サークル、

乳児全戸訪問事業、思春期保健対策事

業、ことばの教室、発達障害児早期発見

事業、離乳食教室、栄養相談・教室、妊

婦健康診査(検査費助成)

母子の健康の保持増進、疾病の早期

発見・予防を図り、安心して子育て

のできる環境を整備する。

目標程度

乳幼児健診等においては、疾病のスクリーニングや成長発

達評価、生活習慣の確立に向けた支援、子育て支援に関す

る保健指導等を行うため、適切なタイミングでの実施が求

められる。そのため、新型コロナウイルス予防対策とし

フェイスシールド等の着用、混雑や密集を避けるための会

場設営、集団指導の一部縮小、受付時間を区切り、受診者

の滞留緩和を図るなど、最大限安全な実施に配慮した。

少子化の影響で、健診回数が減少となっているが、コロナ

禍に係る母子や子育て世帯への心身負担の軽減を図るた

め、個別支援にも重点を置き、柔軟な支援に努めた。

特になし

・発達に課題のある子、気がかりを有す

る方、ほか支援が必要とされる方への個

別支援体制の充実を図る。

・健診未受診家庭へのアプローチを実施

し、健やかな成長発達を支援し、虐待防

止に努める。

改善して継続

新型コロナウイルス感染症対策を講じつつ

安全に実施する。また個別ケースにも重点

を置き対応する。

3歳児健診視覚検査において、検査精度向上

のため、屈折検査の導入を予定しており、

健診体制の充実に取り組む。また多胎妊娠

の妊婦健康診査（5回分）や産婦健診（2週

間）の助成を拡大し、経済的支援の拡充を

図る。

母子が健やかに生活できるよう、妊

娠、出産、育児と切れ目のない母子

保健サービスの提供を図る。

81 健康増進支援事業 健康福祉課

住民の疾病予防と早期発見、健康意識の

向上による健康の保持増進を目的とし、

がん検診、歯周病検診、骨密度検診、肝

炎ウイルス検診を実施する。検診結果を

踏まえた保健指導・栄養指導を実施す

る。

住民が検診を受診することにより、

疾病の早期発見・早期治療を行える

ようにする。また、受診者各自の健

康意識を高めることを目指す。

目標程度

新型コロナ感染症の影響により、実施方法の形態の変更が

あった。昨年に引き続き、感染対策を第一に、住民が安

心、安全に受診ができる体制づくりが必要とされた。不必

要な待機時間や受診時間の短縮、密集を防ぐ為の取り組み

とし、受付時間毎に定員を設け、受診者には厳守をしてい

ただくなどの策を講じた。予約者が自由に来場できたこれ

までと比較し、会場内の流れはスムーズであり、実施方法

としての効果は高いと考える。

また、昨年度のコロナによる受診控え者に対し、受診勧奨

を早期に実施。結果、検診実施回数は計画通り、受診者数

は全体で昨年度比、114％と増加した。

検診体制の充実。精度管理

強化。利便性の向上。精検

受診率の向上。

受診者への安全確保（感染

者対策、受診者の不安に対

する対応を含む）

新規および経年受診者のさらなる確保。

新型コロナウイルスの感染予防対策によ

り、検診事業が安全に行われていること

の周知。

改善して継続

新型コロナウイスルス感染症対策を図りな

がら、安全に健診が行えるよう、健診事業

者と調整を図りながら、状況に応じた対応

を実施。また前年度に引き続き、受診勧奨

を強化していく。

検診の受診率向上、継続受診及び未

受診者勧奨のためＰＲ（新型コロナ

ウイルスの感染予防対策により、検

診事業が安全に行われていること

等）を工夫する。

82 高齢者対策事業 高齢者支援課

老人ホーム入所措置、敬老のつどいの開

催、いきいきクラブ・シルバー人材セン

ターへの補助、敬老祝金の支給、緊急通

報システムの運用、寝たきり老人介護手

当の支給、生きいき在宅生活支援事業の

委託、手押し車購入費助成等

高齢者が生きがいや誇りを持ち、楽

しく安心した暮らしができるように

する。

目標程度

・敬老のつどいでは、演歌歌手による歌謡ショーを開催し

た。感染症対策のため、検温、マスクの着用、消毒を徹底

し開催したが、新型コロナの影響は大きく参加者は目標を

大きく下回ってしまった。

・シルバー人材センターについては、町の支援で新規事業

を開始することができた。

・いきいきクラブについては、感染防止のため活動が鈍化

したが、自治会長会議時にいきいきクラブのPRを行い活動

や結成の協力依頼を行った。

・いきいきクラブについ

て、町民への周知を図り、

会員の確保を図られたい。

・いきいきクラブについては、会員の高

齢化と役員のなり手不足が問題となって

いる。会員のうち60代は約13％であり、

役員の後継者見つからず、休止を考える

クラブも存在する。このため新規加入者

とクラブを担っていく人材が必要であ

る。

・シルバー人材センターについては、会

員の高齢化や会員の減少問題があり、新

規会員の確保が必要である。

改善して継続

・いきいきクラブについては、住民に幅広

く各クラブや連合会を周知するために、随

時、広報ましこで活動等を紹介していく。

また設立を考えている団体があった場合に

は設立に向けての相談や情報提供等の支援

をしていく。

・シルバー人材センターの新規事業が軌道

に乗るよう支援をしていく。

前年度の事業内容に改善を加えて実

施していく。

83
地域包括支援セン

ター事業
高齢者支援課

介護予防ケアマネジメント、包括的支援

業務、高齢者権利擁護・虐待防止等、高

齢者総合相談業務

高齢者が住み慣れた地域で自立した

生活を送ることができる。
目標程度

総合相談業務について、包括支援センター内で毎日打合せ

を行い個々の相談内容を共有するとともに、毎月事例検討

会を実施することで困難な相談も適切に対応することがで

きた。また、要支援認定者に対しては、コロナウィルス感

染も状況を確認しながら安全にサービスが利用できるよう

支援した。

特になし

昨年までコロナウィルス感染が拡大する

とサービスの利用や相談件数が減少して

いた。今年度は相談件数が増加してお

り、また相談内容も介護だけでなく金銭

問題や同居家族の問題も抱えている等、

解決困難なケースが増加している。今後

も潜在化していた日常生活が困難なケー

スの相談が増加すると思われる。

このまま継続

対応困難な事例に関しては、地域ケア会議

を実施し多職種連携をしていく。また、

様々なケースに対応できるよう各自のスキ

ルアップのため事例検討会や勉強会を実施

していく。

前年の事業結果を踏まえて、高齢者

が可能な限り住み慣れた地域におい

て、安心して生活できるよう事業の

取組みを進めていく。

84 介護予防事業 高齢者支援課 ふれあいサロン推進事業、介護予防教室

高齢者が要介護状態等になることを

未然に防止し、地域において自立し

た日常生活を営むことができるよう

にする。

目標未達成

コロナウィルス感染状況を確認し安全に活動できる環境づ

くりの支援やコロナウィルスの知識の普及をおこなった。

また、ワクチン接種会場にて介護予防教室・サロンの紹介

や自宅で実施できる介護予防対策についてのチラシの配布

をおこない、身体機能の低下予防に努めた。

特になし

高齢者の自主教室やサロンの運営につい

ては定期的な支援が必要。コロナウィル

ス感染を恐れ、教室やサロンを実施して

も参加を控える方も多く、閉じこもりに

よる心身機能の低下や気力の低下が起き

る可能性がある。

このまま継続

コロナウィルス感染予防対策を徹底し教室

やサロンに安心して参加できるよう支援を

おこなう。また、積極的に参加できるよう

周知を図る。

前年の事業結果を踏まえて、高齢者

が可能な限り住み慣れた地域におい

て、安心して生活できるよう支援す

る。
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85
介護保険料の賦課徴

収事務事業
高齢者支援課

介護保険法第129条に基づき、第１号被

保険者に対し、介護保険料の適正なる賦

課を行い、徴収する。

介護保険第１号被保険者による、保

険料の完納を図る。
目標未達成

督促状のほか、随時訪問徴収や令和3年12月の催告書送付に

より、滞納者対策に努めたが、訪問徴収件数を増やすこと

ができなかったため、収納率の改善には至らなかった。

介護保険、後期高齢者医療

保険以外の税目の納付書は

コンビニ納付対応であるた

め、まとめてコンビニで納

付できないという指摘が町

民からある。

納税誓約を結んだにも関わらず履行しな

い滞納者に対し、不履行とならないよう

催告を継続する必要がある。

また、新規の滞納者に対し、滞納額の増

額を防ぐよう、積極的に納付催促を行う

ことが必要である。

改善して継続

滞納状態が続いた場合の罰則や完納者との

均衡、社会保障の仕組み等を説明しながら

交渉を続け、納付へ結びつける。また、税

務課や住民課と滞納者の情報を共有し、合

同で臨宅するなど連携して滞納対策を行

う。

年度途中に被保険者となる者には、口座振

替を勧奨し、引き続き未納の発生防止に努

めていく。

前年度の実績を参考に継続する。

86 給付管理事業 高齢者支援課

介護サービス費の現物支払い分について

は、国保連合会を通じ、各事業者に支払

いを行い、償還払いについては、利用者

に直接支払いを行う。

また、給付通知書を送ることにより、

サービスの適正な利用を図る。

要介護（要支援）認定者が、介護

サービスを適正に利用できるように

給付費を管理していく。

目標程度

昨年度に引き続き、給付適正化に取り組んだ。住宅改修の

事前申請では、コロナウイルスの影響により現地確認は控

えたが、ケアマネジャーや利用者家族から状況の聞き取り

を行った。

医療と介護を同月中に利用している者については、利用状

況を確認し、矛盾があると思われる請求をした事業者に問

い合わせ、過誤につなげた。

特になし

高齢者数の増加に比例し、年々増加する

給付費について、利用者に合った適正量

のサービス提供が今まで以上に求められ

る。

また、こうした意識を関係者に持っても

らうための働きかけを、町が行うことも

求められる。

このまま継続

令和３年度の事業内容を引き継いで行って

いく。

介護給付適正化を促進し、不必要な支出が

ないように努める。

年々、制度が複雑化しているので、町民や

事業者に正確な説明ができるよう、制度理

解を深める。

前年度の実績を参考に、介護保険制

度の適正な運営を行うため、課内の

連携を強化していく。

87
地域密着型サービス

事業
高齢者支援課

推進会議での議題をもとに、利用者に対

するサービスの向上に関するアドバイス

や高齢者総合福祉計画に位置付けられた

介護施設の整備を行う。

地域密着型介護事業所が適正な運営

ができるよう、また高齢者総合福祉

計画の介護施設等の整備を行う。

目標未達成

コロナウイルス感染症の影響により、昨年度、繰り延べし

た実地指導は順次実施した。運営推進会議は今年度も引き

続き書面開催等で行われた。今年度、新たに指定した事業

所はない。今後もサービスの需給バランスに注視していき

たい。

特になし

高齢化が進行する中、今後も、介護サー

ビスの利用を希望する方が、円滑にサー

ビスを利用できるような体制の整備が課

題の一つ。「高齢者が要介護状態となっ

ても、可能な限り、住み慣れた自宅や地

域で生活を継続できる」という地域密着

型サービスの理念実現に少しずつでも近

づけるよう、サービス供給体制の充実を

引き続き目指したい。

このまま継続

各事業所において従来までの問題・課題の

解決方策の検討に加え、コロナウイルス感

染症や災害発生時等の状況下での臨機応変

に柔軟な対応策を講じることが求められ

る。今後も情報提供や指導・助言等、支援

体制を強化していく。

コロナウイルス感染症の影響から、

定期的な実地指導の実施が困難と

なっている。近隣市町とも情報交換

し、事業所に対する適切な指導・助

言を実施できる体制を構築してい

く。

88 要介護認定事務事業 高齢者支援課

サービス受給のための申請の受付、調

査、主治医意見書の取得、認定審査資料

の作成、審査会の会議録の作成、審査結

果の通知を行う。

介護を必要とする被保険者が、サー

ビスを受けられるようにする。
目標未達成

活動指標は目標を下回った。要因としては、コロナウイル

ス感染防止のため、施設等での調査不可及び緊急事態宣言

の発出による町の調査見送り等があげられる。調査を行わ

なかった更新申請者については、国からの特例措置によ

り、認定期間を1年間延長したため、審査会は行われなかっ

た。

特になし

新規や変更の申請数（特に入院中の被保

険者が状態が安定する前に申請を行う

ケース）が増えており、規定の期間で認

定結果を出すことが難しくなってきてい

る。

コロナ禍により、申請者と直接面会での

調査が難しい状況であり、聞き取りやリ

モートでの調査が多くなっており、正確

な判断が困難なケースが増えてきてい

る。

改善して継続

Ｒ3年度の事業を継続して実施しつつ、退院

時からの介護サービスがスムーズにあてら

れるよう、適切な時期の介護認定申請手続

きについても連携を図っていく。

前年度の実績を参考に継続

89 道の駅事業 農政課

指定管理者である第三セクター株式会社

ましこカンパニーが、通年にわたり施設

の管理運営を行う。

道の駅を運営するため、指定管理者

制度を導入し、施設を運営するため

の支援を行なう。

目標程度

業務仕様書に基づき、概ね適正に施設運営事業が実施され

た。

コロナ禍の中、集客を見込めるイベントが行われなかった

が、農産物を中心に売り上げを伸ばし昨年以上の売り上

げ、集客数を見込む予定である。

集客力のある道の駅からコ

ロナ禍の中で苦境に立って

いる飲食店、陶器店に回遊

できるようなしくみ作りが

必要

施設の修繕や人件費など経費がかさむ中

で、ウィズコロナに合わせた事業を実施

して収益の向上を図ることが課題であ

る。

このまま継続

コロナ禍で変化している消費行動に合わせ

た販売方法が求められている。

今後はオンライン通販の商品や、テイクア

ウト商品を充実させるための検討が早急に

必要である。

また道の駅ましこで販売する農産物や陶器

を通して町内の飲食店や陶器店を紹介し、

消費者が町内に回遊できるような取り組み

を行う。

道の駅の業務内容や費用負担等につ

いて施設管理者と協議・調査の上、

随時見直しを図るとともに、施設の

将来的な修繕・更新費用について検

討してく必要がある。

90 担い手総合支援事業 農政課

認定農業者、集落営農、営農集団、農業

の後継者に対する研修会の実施、補助

金、定期的な相談会の実施等を行う。ま

た、地域農業の現状を把握するととも

に、人・農地プランの充実を図る。

地域農業の中心となる担い手の営農

活動を支援することで、地域農業及

び集落の活性化を図る。

目標程度

担い手確保・経営強化支援事業や経営継承・発展支援事業

など、それぞれの条件に合った補助事業を実施し担い手に

対して支援を行った。

担い手に対しての補助事業

等の支援策。

農業担い手の高齢化及び後継者不足。

荒廃農地の増加。
このまま継続

集落営農組織や農業法人に係る補助事業導

入に係るフォローアップや組織（法人）化

に向けた取り組みを関係機関と連携し進め

ていく。

小泉・本沼地区や里西地区の法人化及び営

農支援（生産体制強化）に係る労働量が増

加する見込み。

関係機関と連携し、農業経営の安定

化に向けて支援を行う。

91 水田農業対策事業 農政課

地域水田農業の将来方向を明らかにする

とともに、経営所得安定対策の円滑な事

務を行う。

農業者の農業意欲を向上させ、経営

の安定を図る。
目標未達成

米の需給調整は達成できなかった。経営所得安定対策につ

いては、担い手への農地集積は進んでいるが、担い手の減

少等の影響により、加入率の増加に繋がらなかった。な

お、益子町農業再生協議会総会については、新型コロナウ

イルス感染症の拡大状況を鑑み、書面決議により実施し

た。また、事業費について、県補助による経営所得安定対

策直接支払推進事業費補助金を増額し、町単独による水田

農業推進事業費補助金を減額した。

 コロナの影響で下落した米価を補填するため、米作付臨時

交付金を創設し、各生産者への支援を行った。

国の農業施策等の情報不

足。

担い手への機械等の補助事

業等の支援不足。

新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、今後米価下落が危惧されている。

県として参考値が示されたが、参考値達

成者に対する交付金等はなく、強制力も

ないため、今後の生産調整については不

透明である。

改善して継続

経営所得安定対策の加入を推進し、農業者

の経営安定を図るとともに農業経営の組織

化等を推進する。

米価動向に対応するため、安定的な

収益が得られる作物を模索するとと

もに、水田農業の効率的利用に努め

る。
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92
農業振興地域整備促

進事業
農政課

４ヶ月に１回の協議会の開催並びに農業

振興地域整備計画の見直しを行う。ま

た、優良農地を確保していくため、荒廃

農地解消に向けた支援を行う。

農用地の確保及び適正利用の保持を

図る。
目標程度

当該年度は3件の申請受付、数件の相談があり、農振除外の

適否について法令に基づき適宜事務処理を行った。

町民、議会から荒廃農地の

拡大の解消について要望が

あった。

荒廃農地の解消、再生を担う農業担い手

の育成確保が急務である。
このまま継続

農業振興地域制度については、法律により

規定されている事務であり、手続き等の簡

素化はできない。特に、農振除外の申出に

際しては、優良農地確保の観点から、県や

農業委員会と十分な連絡調整を図る必要が

ある。

県や農業委員会と十分な調整を図り

ながら、優良農地の確保及び荒廃農

地の解消に努める。

93 青年農業者育成事業 農政課

新規就農者へのきめ細かなサポートを図

るため、農業次世代人材投資事業の円滑

な事務を行う。

新規就農時に援助を行うことで、経

営安定を図る。
目標程度

農業次世代人材投資資金の受給者に対し、定期的に就農状

況及びほ場の確認を行い就農支援を行った。
新たな担い手確保が急務。 全国的に担い手が減少している。 このまま継続

農業次世代人材投資事業から新規就農者総

合育成対策へと制度改正となった周知を図

り、町内の新規就農者の獲得に努める。

県と十分な連携を行いながら、新た

な担い手確保に努める。

94 農畜産の振興事業 農政課
地域農業者に対する営農及び経営、運営

支援

地域の営農活動を幅広く支援するこ

とで、農業経営の安定化を図り、農

畜産物の安全・安心を確保する

目標程度

コロナウィルスの影響により研修会の開催は未実施。

県や酪農とちぎと連携し畜産農家の糞尿の苦情の対応及

び、処理方法の指導を実施した。

家畜防疫衛生対策・環境汚

染の防止。

地域畜産農家の高齢化・後継者不足・環

境問題（悪臭・水質汚濁）

経営規模の縮小により、組織の改編・廃

止を含めた検討が必要。

このまま継続

今後、畜産農家の高齢化が進むため、後継

者の育成・確保に努める。また、関係機関

（JA・農業振興事務所・家畜保健所等）と

の連携を強化し、畜産農家への助言、支援

を行う。

今後、畜産農家の高齢化が進むた

め、後継者の育成・確保に努める。

また、関係機関（JA・農業振興事務

所・家畜保健所等）との連携を強化

し、畜産農家への助言、支援を行

う。

95 土地改良区支援事業 農政課

益子町土地改良区及び芳賀台地土地改良

区へ支援助言をして運営補助金の交付を

する。

土地改良区の運営を支援することに

より、農家組合員の負担の軽減を図

る。

目標程度
土地改良区の運営を支援助言することにより、運営事務手

続きが改善されたが、なお引き続き事務の改善に努める。

農家の賦課金の効率的な運

用

益子町土地改良区の健全な

運営

電気料の高騰や施設の老朽化による維持

管理費等の増大により、改良区の財政運

営が圧迫されている。

このまま継続

小泉・本沼地区土地改良事業がH30から事業

採択となり、益子町土地改良区への補助金

を増額した。また、引き続き、益子町土地

改良区及び芳賀台地土地改良区の健全な運

営確保のために全般的な支援を行う。

小泉・本沼地区土地改良事業がH30

から事業が採択となり、今後も引き

続き効率的な運営が図れるよう支援

する。

96
土地改良事業計画実

施事業
農政課

農業農村整備事業を推進し、国庫補助等

を活用しながら事業の実施をする。ため

池劣化調査・耐震診断・豪雨耐性調査を

実施する。

農業農村整備事業計画を進行管理し

農業生産基盤を向上させる。ため池

現況調査を行い、対策工事の必要性

を判断できる結果を出す。

目標未達成

小泉本沼地区の畑地帯総合整備事業は、小泉地区の畑地帯

工事に着手した。里西・星の宮地区土地改良事業では事業

説明会を行い、アンケート調査や事業参加への働きかけを

行ったが、同意率は約75％であった。

里西・星の宮地区土地改良

事業に関し、地権者及び耕

作者から特別賦課金の無料

化及び芳賀台地農業用水経

常賦課金の負担軽減が叫ば

れている。

里西・星の宮地区土地改良事業におい

て、特に里西地区の同意率が悪い。反対

者の一部が、地区内に所有箇所が点在

し、虫食い状況である。まずは、反対者

への働きかけが課題

このまま継続

里西・星の宮地区土地改良事業の実施に向

けて、農家の合意形成のための支援及び関

係機関と連携し、同意率100％を目標に働き

かけを行う。

ため池事業については調査の結果、NG判定

が出た池を総合的に勘案し、今後の対策工

事に向けた優先順位をつけていく。補正予

算で実施設計書等の業務委託も可能性があ

る。ため池工事補助率（国50％　県25％

町25％）起債制度あ有り。

里西地区の同意が上がらない場合

は、星の宮の水田地区を単独で事業

実施する選択肢も考えられる。

ため池整備工事の推進。

97
農業用施設維持管理

事業
農政課 益子西部地区の農道整備及び水路改修

農作業用道路・や水路を支障のない

状態にする。
目標程度 早期に発注したため、工期限よりも前に工事が完成した。

施設老朽化に対する予算措

置
土地改良施設の老朽化 終了・完了 特になし 特になし

98
多面的機能支払交付

金事業
農政課

多面的機能支払交付金事業の活動組織へ

の支援と助言。

多面的機能支払交付金（H２５年度

までは農地・水保全管理支払交付

金）事業の適正な執行。

目標程度

地域共同による農地、農業用水等の資源の保全管理と農村

環境の保全活動の取組を適正に行った。平成２６年８月に

は推進協議会を設置し、職員を雇用や研修会を開催するな

ど、活動組織への支援の充実に努めた。また、平成３０年

５月に広域組織を設立し、現在21組織の会計処理を引き受

けている。

活動組織の事務の簡素化
活動組織での申請書、報告書作成などが

多くなっている。
このまま継続

資源向上（長寿命化）交付金が平成30年度

から再開されたため支援を行う。また、引

き続き、各活動組織に対し、丁寧な指導助

言を行い、事業が円滑に実施されるよう努

める。

本事業が平成２７年度から法整備さ

れたことにより、更なる効果的な事

業となるように努める。

99
農業委員会運営支援

事業
農政課

法令業務（農地法、農業経営基盤強化促

進法、農業者年金基金法等に基づく業

務）、農業振興業務（農地パトロール、

農地の利用集積等）、意見の公表建議、

答申等を行う。

　優良農地を確保し、有効利用及び

担い手の確保・育成を目指し、適正

な農地行政と農業農村の振興に努

め、農業者の生活・地位の向上を図

る。

目標以上

複雑多様化する事案に対し、適切な指導に努め、優良農地

の確保や担い手の確保・育成を目指し、適正な農地行政と

農業農村の振興を図った。

　特になし

太陽光発電施設や買受適格等に関する農

地転用など特殊事案の相談・問い合わせ

が多い傾向にあり、より高度で多岐にわ

たる知識が求められていることから今

後、関係事務量の増加が見込まれる。

このまま継続
多くの知識を収取し、的確な運営支援を行

うことで委員会運営を円滑に行う。
　円滑な運営支援を行っていく。

100 青色申告会支援事業 農政課
簿記記帳研修会、指導会、申告受付等を

行う。

　各農家が簿記記帳を通じ、経営内

容の正確な把握、経営の合理化、節

税をできるようにする。

目標程度

コロナ禍において、感染予防対策を講じるなどし、会員及

び指導員の完全確保に努めた。

当該年度においても会員の減少が続いており、会の維持運

営が今後課題となる。

確定申告書等の書類が税務署から送付されなくなったこと

から、事前に書類を用意し、希望者に配布した。

　特になし

税制改正に伴い、所得税及び消費税も複

雑化しており、電算化の導入について検

討を要する。

相談会において、コロナウイルス感染予

防対策に関する十分なスペースが確保で

きない。相談会の場所、日程等について

考慮が必要。また、十分な研修なども行

われていない現状にある。

このまま継続

コロナウイルス感染症の影響により、単位

労力・事業費共に増加。

郡・県の指導会に積極的に参加し、指導員

の資質向上を図る。

また、会員のニーズにあった運営を目指

す。

多様化する申告内容や税制改正に対

応できるよう、知識の習得・研鑽に

努める。

インボイス制度について制度の理解

を深める。

101 農業者年金事業 農政課

保険料の国庫補助対象となる、認定農業

者および４０歳以下の農業者に対して重

点的に加入促進を図る。

国民年金に加えた農業者の老後の備

えとするため、税制上でメリットの

多い終身年金である農業者年金の加

入を推進する。

目標程度 目標程度の成果を上げれることができた。 特になし 加入対象者の減少 このまま継続
　今後も引き続き加入促進・広報活動を行

う。
　引き続き加入促進を図る。

102
農地法に基づく申請

支援事業
農政課

申請者に対する必要書類の説明、申請書

の受付、許可書の交付及び進達を行う。

　申請者に対し、記入方法や必要書

類を説明し、申請が滞りなくできる

ようにする。

目標以上
申請者に対する必要書類の説明、申請書の受付、許可書の

交付及び進達を行なった。
特になし

複雑化、多様化する内容に対し、より高

度かつ高質な知識の習得が求められる。
このまま継続

分かり易く的確な説明により、申請の不備

を防ぐ。

分かり易く的確な説明により、申請

の不備を防ぐ。
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103
農地の利用状況調査

及び指導事業
農政課

年１回、農地の利用状況調査を行い、利

用状況の低い農地所有者に対し、農業上

の利用の促進を図るため指導等を行う。

　農地の利用状況調査及び指導等を

行うことにより、農地の遊休化を防

ぎ、農地の利用増進を図る。

目標以上
農地の利用状況調査の結果に基づき、利用意向調査を実施

した。
特になし

耕作放棄地については、山間部や解消し

ても耕作に不向きなところがあり、山林

化している箇所については非農地化に向

けて進めていく必要がある。

利用状況調査、意向調査は制度改正によ

り、細部にわたり調整が必要となった。

このまま継続

自発的解消がされるよう啓蒙活動を実施す

る。

耕作放棄地を解消できるよう引き続き、斡

旋活動を実施していく。

利用意向調査は制度改正により全筆調査と

なったことから円滑な実行に努める。

自発的解消がされるよう啓蒙斡旋活

動を実施する。

104 台帳整理事業 農政課

農地台帳の管理、税務課税台帳との突合

を行う。証明書等の交付を行う。転用、

所有権移転等の台帳処理を管理する。

　農地の所在、面積、所有者等の情

報を適切に管理するとともに、即時

に照会、証明ができる環境を確保す

る。

目標程度
農地台帳の管理、税務課税台帳との突合、証明書等の交

付、転用・所有権移転等の台帳処理を行った。
特になし

住基・課税情報とリンクしておらず、居

住地等の把握が困難である。

次年度より農地情報公開システムが

フェーズ２に移行し、業務が複雑にな

る。

このまま継続

農地台帳の公開が義務付けられていること

から、正確な管理に努める。

また、農地情報公開システムが運用される

ことから事務量の増加が見込まれる。

農地情報の正確な管理に努める。

105
タウンプロモーショ

ン事業
観光商工課

観光戦略に基づく事業施策の推進。

観光プロモーション企画の実施・支援。

観光PR（紙媒体及びSNS等を活用した

情報発信）により広く益子町の魅力を発

信し誘客促進を図る。

益子ﾌｧﾝ（関係人口）づくりによる観

光客入込数増を図る。

滞在型観光地域づくりを目指し、滞

在時間の延長を図る。

地域資源に付加価値を見出し、観光

収入の質・単価を向上させる。

目標程度

観光の基幹産業化「観光地域づくり」を図るためのDMO法

人ましこラボにおいて、WEB陶器市を年2回開催（4/29-

5/9、2/19-27）、ふるさと納税独自サイトを公開し

（11/18）、土祭においてツーリズム事業と住民プロジェク

ト事業を請け負った。結果、管理顧客数が想定を上回る

4,904名となり、WEB陶器市メルマガ会員数7,318、

Instagramフォロワー数8,890となった。

また、観光協会では益子まるごとクーポン事業を行い、町

内施設の宿泊者に対し体験と買い物・飲食クーポンを配布

した。結果、1,576件以上の観光客数を誘引し、町内宿泊を

促すことができた。

また、益子×セントアイブス100年祭事業においては

15,221人の来場があり、観光客数の増加に寄与した。

R4以降においても、コロナ対策を徹底したうえで、どのよ

うに陶器市をはじめとしたイベント等を実施出来るかを検

討していく。

コロナ禍による陶器市中止

の販路開拓策としての

「WEB陶器市」の継続やふ

るさと納税独自サイトの公

開は、益子焼をはじめとす

る地場産業にとって今後も

高いニーズがある。

「WEB陶器市」は今後も高いニーズがあ

る一方、収益性が低い事業となっている

ため、事業継続にあたっては現在とは異

なる形での手法や財源の確保を検討する

必要がある。また、DMO法人ましこラ

ボや、観光協会と連携し、効率的な観光

事業推進、効果的な情報発信等を行う方

法を検討していくことが課題。

このまま継続

DMO法人ましこラボを中心に、町内関係機

関との事務分担の整理を行いながら、効率

的な観光事業推進、効果的な情報発信等の

推進体制を整えていく。あわせて、「英国

プロモーション事業（仮）」「益子まるご

とクーポン事業」「おもてなし事業」「ﾗｰﾆ

ﾝｸﾞﾊﾞｹｰｼｮﾝ事業」を推進し、観光の基幹産

業化をめざし、滞在型観光地づくり及び、ｲ

ﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ誘客事業に取り組む。

また、ましこラボについては事業継続のた

めの財源確保などを図っていく必要があ

る。

DMO法人ましこラボを中心とした事

業組織を確立し、ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝ

ﾄに基づく観光地経営の視点に基づい

た観光地づくりを目指す。

106
フォレスト益子活用

事業
観光商工課

フォレスト益子及び天体観測施設と益子

の森の管理運営、を行う。

国内外観光客の入込数を増やす。

おもてなしの精神から接客対応の充

実。

目標程度

ﾌｫﾚｽﾄ益子の施設利用者については、コロナ禍の影響を受

け、施設利用者数は減少していたが、徐々に回復傾向にあ

る。施設利用者に対しては、拡散防止対策ガイドラインを

徹底するよう啓発し、安全な運営を図っている。

フォレスト益子の活用につ

いてのＰＲの充実。

宿泊施設利用者より、wi-fi

整備の要望。

展示室については、町の地形や環境につ

いて興味を持って立ち寄っていただける

ような、四季折々変化のある展示、町内

のイベント等とリンクした内容の展示等

をするなどの工夫が必要。

宿泊棟については建設後20年以上が経過

し、床や壁などが老朽化しているので大

規模な改修が必要になってくる。

このまま継続

益子町、宿泊施設、レストランとの連携を

密にして、施設全体のサービス向上と利用

者の増加を図る。

継続して施設全体の利便性の向上と

魅力アップを図り、利用者の増加・

リピーターの創出に努める。

107 消費生活対策事業 観光商工課

芳賀地区消費生活センターでの消費生活

相談と多重債務相談。広報での啓発活

動。消費生活研究会員や相談員による出

前講座の開催。

消費者被害の未然防止と被害者救済

のための支援をする。
目標程度

出前講座は、新型コロナウイルス感染症のため中止になっ

た。芳賀地区消費生活センターは、相談員が必要な研修に

参加し、研鑽を積んでいる。

益子町のほか芳賀町・市貝

町・茂木町を管轄し、高齢

化やインターネットの発達

による消費生活相談のニー

ズがある。

電話勧誘トラブル（光回線・電力会社乗

り換え等）や通信販売での定期購入販売

等のトラブルが増加しているため、広報

活動を行いトラブルに巻き込まれないよ

うに注意喚起の継続が必要。

このまま継続

消費者問題を未然に防ぐため、啓発活動に

力を入れていく。また出前講座などで消費

生活センターのＰＲをするほか、広報活動

に努めて消費生活関係の啓発活動を進めて

いく。

広報活動に努めて、消費生活関係の

啓発活動を進めていく。

108 商工業振興事業 観光商工課

企業等の誘致促進、新規事業の創出や空

き店舗解消のため、町内で起業する方に

対して事業費を補助する。融資制度によ

る保証料や利子補給の補助をすることに

より商工業の健全な経営を図る。

町内起業希望者、町内商工業者に対

し支援をすることにより産業の振興

を図る。

目標未達成

起業支援補助金について、2件に補助金を交付決定した。

（飲食業・販売業） 起業支援補助金のトータル件数が31件

となった。

融資については、限度額を1,500万円まで拡充しており、運

転資金にも据え置き期間6か月を設けている（利子補給の補

助率は0.5％）　10月からは保証料補助を全額補助とした。

コロナ禍で起業が難しい時

期ではあるが、起業に関す

るお問い合わせは毎年１０

件程度ある。町内で起業し

たい方の中には、空き店舗

情報を求める方がいる。

議会から積極的な企業誘致

を求める声もある。

企業誘致については、産業団地の買収、

造成を円滑に進めてくことが課題。

起業者に対しては商工会等での経営指導

を促し、健全な経営が継続できるように

図っていく。また、空き店舗の情報を求

める方からの問い合わせはあるものの、

空家バンクに店舗の登録がなく、マッチ

ングがうまくいかないことが課題。

改善して継続

起業支援補助金の補助金申請者が減少傾向

にあるため、さらなるＰＲに努め利用者の

拡大に努める。

企業誘致の人員確保により、積極的に企業

誘致に取り組んで行く。

産業団地の買収・造成に向け情報収集を行

いながら実施していく。

益子本通り地区について空き店舗活用につ

ながるよう事業計画を作成する。

R３年度までの取組を検証しつつ、

必要に応じ見直しをしながら、さら

に産業団地の造成に取り組み、雇用

確保に取り組んでいく。

109
伝統工芸品産業支援

事業
観光商工課

益子焼関係団体振興協議会、益子焼協同

組合、益子焼販売店協同組合に、ＰＲや

販路拡張のための補助金を交付するほ

か、益子芳星高校の益子焼作陶活動を支

援する。また、益子焼を業とする者、独

立しようとする者に行った貸付金を回収

する。

町の伝統産業である益子焼を活性化

するため、関係団体を支援する。

益子焼を業とする者、独立をしよう

とする者が作陶活動を円滑に進めら

れるように基金より貸付けたものを

返済計画どおりに回収する。

目標程度

益子焼関係団体振興協議会等において、益子焼のＰＲ・販

路拡張のための活動を展開した。大塚実基金は、H２５年度

までとR2年度に実施した資金貸の回収を行った。「益子焼

使おう条例」をＰＲするため、ＳＮＳを活用したフォトコ

ンテストを実施した。かさましこ日本遺産認定記念とし

て、販売店と飲食店に関する推奨店事業を行った。

益子焼販売額の増、手仕事

の町づくりに関し根強い要

望がある。

ＰＲ活動等が、販路拡張にどの程度結び

ついているかの検証が不足している。

貸付金の返済が遅れ気味の方が数名い

る。

益子焼の普段使いを推進するための工夫

が必要である。

改善して継続

限られた予算で効果的な運用が求められる

ため、事業内容を検討していく。

新たな対応への可能性に向けて大塚実基金

の原資を返済計画どおりに増やしていく。

ＳＮＳを活用したデジタルプロモーション

事業等を実施する。

限られた予算で効果的な運用が求め

られるため、令和４年度での新規事

業等も踏まえ、事業内容を検討して

いく。

新たな対応への可能性に向けて、大

塚実基金の原資を返済計画どおりに

増やしていく。
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NO 事務事業名 課 事業概要
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目標達成状

況
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摘事項・ニーズ
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110 地域通貨事業 観光商工課
地域通貨の発行・販売・換金を行う。

地域通貨の流通を通して、町内にお

ける地域活動・ボランティア活動の

推進を支援する。

目標程度
新型コロナウイルス対策として、ｺﾛﾅﾜｸﾁﾝ接種接種率アップ

事業、子育て応援手当の支給が地域通貨でおこなわれた。
特になし。

プレミアム商品券と同じ使用方法と思っ

ている方が多いため、循環していないこ

とと、大型店での使用額が大きいことが

課題。

ましぽポイントへ地域通貨を移行させて

いきたい。ましぽポイントの使い勝手向

上が課題。

改善して継続

各課で予算化している地域通貨を地域ポイ

ントへ移行してもらうため、スムーズな移

行ができるような方法を検討し、協力を得

られるように図っていく。

ましぽポイントへ移行できるように

図っていく。

111
就業支援・雇用創出

事業
観光商工課

事業者・求職者・創業希望者のためのセ

ミナーを開催し、雇用拡大・就職促進・

雇用創出を図るため、セミナーや就職面

接会を開催する。若年者の正規雇用拡大

と地元への定着を支援するため、奨励金

を交付する。

町内事業者の地域雇用を支援すると

ともに、求職者の地元就職者を増や

す。

目標未達成

昨年に引き続きコロナ過であったが、求職者や起業希望者

が就職するため、起業するために必要な知識を学ぶための

セミナーを開催した。

合同就職面接会を3町（益子町・市貝町・茂木町）合同で実

施したが、新型コロナウイルス感染症の影響があるのか参

加者は減少傾向であった。

有効求人倍率の向上に向け

た取組を持続して行うよう

要望がある。

定員を超えるセミナーもある一方で、定

員に満たないセミナーもあるため、ニー

ズに応じたセミナーの開催。

改善して継続

益子町商工会と連携し、受講者のニーズに

合わせた講座内容の検討。

合同就職面接会を3町で実施予定であるた

め、スムーズな開催に向けて連携してい

く。

起業支援補助金・雇用支援奨励金の制度の

周知と事務処理ができるように図ってい

く。

令和３年度までの取組を検証しつ

つ、必要に応じ見直しをしながら、

さらに発展させ就労支援・雇用確保

に取り組んでいく。

112
益子町文化のまちづ

くり事業
観光商工課

益子町文化のまちづくり事業として、美

術館事業では企画展を開催、交流事業に

おいては、国内及び海外作家の招聘公募

をおこなう。

陶芸文化の担い手を輩出し、益子焼

の飛躍に貢献する。
目標未達成

益子陶芸美術館で企画展を年間5回開催。

益子国際工芸交流事業は、コロナ感染症の影響により国内

外作家の滞在事業を行うことが出来なかったが、益子国際

工芸交流館を会場としたワークショップを8月から１０月に

4回実施した。

特になし。

国内外作家の公募招聘事業について、コ

ロナ感染症の影響により作家滞在が難し

い状況にあった。

陶芸美術館について施設の老朽化による

大規模修繕工事が今後必要となってく

る。必要な修繕については計画的に実施

し企画展の開催、交流事業ともに事業が

円滑に実施できるよう取り組んでいく。

改善して継続

美術館来館者層の把握分析や情報発信方法

についての検討改善することで、美術館の

魅力的を効果的に発信しより多くの人が美

術館を訪れていただけるよう取り組んでい

く。

陶芸を中心としながら工芸全般につ

いて企画展を開催していくことで、

より魅力のある美術館を目指す。

益子町の文化観光政策と連携をしな

がら事業を進めていく。

113
法定外公共物管理に

関する事業
建設課

土地の境界を適正に管理する。

用途廃止申請についての処理を行う。

使用許可申請の許可事務を行う。

法定外公共物を適正に管理し、町民

が法定外道路および水路の形態を把

握できるようにし、利用しやすくす

る。

目標程度 境界確定資料の電子化により事務作業の効率が図られた。

境界の確認や使用許可の申

請、ニーズは毎年一定数見

込まれる。

法定外公共物は境界が不確定な場所が多

数存在し、トラブルが発生するケースが

ある。

法定外公共物の境界確認において、現地

が公図や測量図等と一致しない場合が多

くあり、境界を確定するのに時間を要す

る場合がある。

このまま継続

境界の確認及び使用許可行を行い、法定外

道路の適正な管理をしていく。 法定外公共物の適正な管理を行う。

114
道路及び河川の維持

管理に関する事業
建設課

道路・河川の保全に関する計画の立案、

維持補修工事の実施、道路に流出した土

砂除去、除雪の実施、自治会等で道路を

補修するための砕石・コンクリートなど

の支給を行う。

道路及び河川の維持管理を行い、町

民が安全で利用しやすい状態を保

つ。

目標未達成

維持工事の一括発注方式を3地区、前期と後期の2回に分け

て実施した。修繕箇所を把握し、安全性経済性を考慮して

優先順位を持って対応した。

橋梁長寿命化計画に基づき2橋の橋梁補修を実施した。

舗装補修や道路の草刈りな

どの要望が多い。

町内建設業者の数が減少しているが、道

路補修要望等は増加しており、時間がか

かるようになってきている。

舗装の耐用年数が過ぎている箇所が多数

あり、修繕が追いつかない。

このまま継続

修繕箇所を把握し優先順位をつけ、同コス

トでより適正な維持管理を行う。

大規模舗装修繕が必要な箇所をリストアッ

プし、計画的に修繕工事を行う。

橋梁長寿命化修繕計画に基づき、大和田橋

の補修工事を行う他、20橋の橋梁点検を行

う。

道路補修箇所を把握し、維持工事の

一括発注方式実施により、迅速で適

正な維持管理を行っていく。

橋梁については橋梁長寿命化計修繕

画に基いて補修を行っていく。　ま

た、大規模舗装修繕についても計画

的に修繕を行っていく。

115
町道の用地管理に関

する事業
建設課

町道の境界を適正に管理する。

道路占用申請の許可事務を行う。

町道用地を適正に管理し、町民が町

道沿いの土地を有効活用できるよう

にする。

目標程度
境界確定資料の電子化により事務作業の効率が図られた。

未登記状態の箇所が8件解決した。

近年、境界確認のニーズが

増加している。

未登記処理の解決が望まれ

ている。

未登記処理において、長期に相続ができ

ていない箇所は膨大な労力がかかるため

困難である。

このまま継続

町道と用地との境界確認及び道路台帳整備

を行う。

町道の未登記処理を行い適切な道路用地の

管理を行う。

町道用地の未登記箇所を調査し処理

を行っていく。

道路用地の適切な管理を行い、事務

作業の更なる効率化を図る。

116

道路整備事業及び関

連協議会事務に関す

る事業

建設課

道路新設改良に必要な測量設計、用地取

得、工事を行う。また、道路関連協議会

等に関する事務を行う。

幅員が狭小な道路や通行量が多い道

路に対して、道路拡幅の改良、歩道

の設置を行うことで安全性の確保や

通行性の向上を図る。

目標程度

町道18号七井大平線通学路整備事業について、用地取得を

行い、通学路整備工事を実施した。（工事については電柱

移転等に時間を要し、繰越となる。）

町道170号一の沢円道寺バイパス整備事業について設計業務

委託を実施し、関係者へ説明会を実施した。

その他、町道8号線ほか10箇所の道路改良舗装工事を実施し

た。

歩行者、自転車が安心して

通行できる空間を確保した

道路の整備が望まれてい

る。

緊急車両等が入れない狭あ

い（幅員４ｍ未満の）道路

の解消・舗装が望まれてい

る。

道路の側溝が整備されてい

ない箇所について整備が望

まれている。

道路改良事業に対する補助金がつきにく

くなっている。

通学路の歩道整備は住宅地であることが

多く、多額の補償費が必要となるため、

事業化のハードルが高い。

側溝未整備の箇所が多く、側溝整備に多

額の費用がかかる。

このまま継続

町道170号一の沢円道寺バイパス整備事業に

ついて、用地測量業務および用地取得を行

う。

町道155号参考館線通学路整備事業につい

て、設計業務を行う。

その他町道について、側溝の整備や局部的

な改良を行い、道路の雨水対策や局所的危

険箇所の改善を図る。

第3期ましこ未来計画に基づき、歩

行者や自転車を優先に考えた道路づ

くりを進める。

その他ニーズを踏まえた局部的な改

良を現地調査を含めて検討してい

く。

117
都市計画企画調整事

業
建設課

都市計画図閲覧、用途地域等証明書発行

等窓口業務及び、都市計画審議会の実

施。建築確認受付、屋外広告物許可申請

等。昭和56年5月31日以前に建築された

木造住宅に対し、耐震診断や建替改修費

の一部を助成するもの。ランドスケープ

計画の推進。

都市計画事業を円滑に進めること。

法の遵守による適正な建築等によ

り、住民の安全で快適な生活を守

る。益子町建築物耐震促進計画（二

期計画）の住宅の耐震化率95％達成

に向け、耐震診断や改修等費用の負

担軽減を図るもの。

目標程度

屋外広告物の申請受付、建築確認申請受付などの多種申請

業務の実施。耐震アドバイザーや耐震建替制度の利用促進

のため、広報誌、ポスティングにより、周知した。

ランドスケープ計画推進のため、ランドスケープ計画推進

委員会を設置し、各地区のワークショップを実施した。

特になし

窓口に関しては各種申請、相談に伴う専

門的な知識の習得。耐震改修等の町民の

防災意識の低さが問題であり、これから

どのようにして身近な問題として耐震に

関する意識向上を図るかが今後の課題で

ある。高齢化社会や後継者不足がもたら

す人手不足により、里山風景の維持が困

難となる場所への対策やボランテイアや

携わる方を増やしながら、地域づくりを

進めていく必要がある。

このまま継続

多様な申請に対応できるようにする。今後

も耐震アドバイザー派遣事業を実施し、専

門家から助言を受けることにより、耐震に

関する意識向上を図る。

益子町ランドスケープ計画を進めるため、

組織づくりや各地区のワークショップを行

う。

今後の都市計画業務拡大により、計

画的な事務手続きを行っていく。

町民や団体による景観づくりが円滑

に進められるよう、活動の支援を

行っていく。
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摘事項・ニーズ

問題・課題 事業の方向性 取組み方針（改善方針） 4年度以降の方向

118 都市計画建設事業 建設課

都市計画道路や都市施設の整備・維持を

行う。また、必要に応じ、都市計画施設

の決定や変更をするため、都市計画審議

会にて審議を諮る。役場周辺土地区画整

理組合に対して技術的・資金的支援を行

う。

計画にもとづいた事業選定や、事業

の見直しを適宜おこない、都市計画

事業の円滑な運営を図る。土地区画

整理事業の推進。

目標程度

R3年度は、都市計画道路・水路・地質調査・河川測量等計

6本の業務委託を実施した。

またR3.10に組合員へ仮換地(案)を提示した。

庁内検討委員会を設置し、現状の把握と分析及び課題の整

理を行い、立地適正化に関する基本方針を検討した。

地元関係者から役場周辺土

地区画整理事業について、

早期の整備要望あり。

地権者の未同意数は減少したが、仮換地

（案）に対し要望内容が難しい事例があ

る。

公民連携や、空き家、空き店舗、公共交

通との連携が必要である。

改善して継続

未同意者等の対応について、引き続きサ

ポートしていく。

益子都市計画マスタープランに基づき、コ

ンパクトなまちづくりに向けて、立地適正

化計画を作成する。併せて役場周辺整備に

係る都市構造再編集中支援事業の導入に向

けて検討していく。

区画整理事業の事業期間内の完了を

目指し、支援していく。

「コンパクト+ネットワークによる

まちづくり」を推進するため、都市

構造再編集中支援事業を導入し、住

み続けられるコンパクトなまちづく

りの実現を目指していく。

119 公共下水道整備事業 建設課

社会資本総合整備計画（R2～R6の5年計

画）に基づき、住民の要望や財政計画等

を検討し、計画的・効率的に費用対効果

を前提に整備事業を進める。

住民が下水道を利用することによ

り、公共用水域の水質がきれいにな

り、衛生的で快適な生活を営むこと

ができる。

目標程度

整備目標を達成することができた。R2年度末時点において

供用開始している地区を中心に、接続世帯数が増加した。

未接続世帯への接続あっせんを行い、接続啓発に努めた。

塙地区については今なお早

期整備要望が強い傾向にあ

る。新たに供用開始した区

域における接続促進を図

る。

塙地区について、より計画的に整備が進

められるよう事業費の予算確保に努め

る。また、未償還金の残高及び今後も引

き続き予定している浄化センター建設工

事に伴い、さらに未償還金が増えていく

ことが予想されるため収支のバランスを

見ながら事業を進めていくこととする。

さらに、水洗化率向上のため引き続き接

続啓発に努める。

このまま継続

社会資本総合整備計画（R2～R6の5年計

画）に基づき、住民の要望や財政計画を勘

案しながら、費用対効果を前提に塙地区整

備事業を計画的・効率的に進める。具体的

には、H26年度から整備を開始した塙地区に

ついて計画的に事業を進めていく。また、

R4年度からは新たに浄化センター沈砂池ポ

ンプ棟建設工事を複数年で実施する。未接

続世帯については接続促進のための補助制

度を検討する。

役場周辺土地区画整理事業区域内の

整備については、進捗状況に合わせ

て優先的に実施していくが、塙地区

の整備については、全体事業費や収

支バランスを鑑みながら引き続き計

画的に事業を進めていく。未接続世

帯については引き続き接続啓発に努

めていく。また、新たに供用開始し

た区域については、益子町管工事組

合と協力し接続啓発に努める。

120
公共下水道維持管理

事業
建設課

下水道管路施設の維持管理及び補修を行

う。

益子浄化センターの維持管理及び補修を

行う。

下水道管路やマンホールポンプ施設

及び益子浄化センターを順調に稼働

させて、下水道を使用している家庭

からの汚水を排除できるようにす

る。

目標以上

ストックマネジメント計画に基づきテレビカメラ調査を実

施した。今年度で当初当該計画で予定していた箇所の調査

が完了したため、次年度調査箇所の追加及び見直しなどの

計画変更を行う。

益子浄化センターの異常事態による停止状態は皆無。

ストックマネジメント計画

については、計画年度中間

で改善等の見直し、評価等

を実施し、計画目標との数

値にかい離が生じないよう

に事業運営を図られたい。

供用開始から30年が経過しているので、

終末処理場における機器更新があるので

ストックマネジメント計画に沿った修繕

改築工事を行う必要がある。また、管路

施設については老朽化による不明水の浸

入等があるので、テレビカメラ調査によ

り、修繕改築計画を策定し長寿命化対策

を行っていく必要がある。

このまま継続

　維持管理については専門的知識及び専門

資格を有する業者に委託している状況だ

が、包括的民間委託を活用し、維持管理費

の抑制に努める。ストックマネジメント計

画に位置付けた調査箇所が早期に完了した

ため、計画の見直しを行う。調査結果によ

り緊急的な補修が必要な箇所については補

修対応を行い、布設管きょの不明水対策を

推進する。

　維持管理費・委託費の人件費抑制

に努め、ストックマネジメント計画

により施設の該当箇所を修繕に努め

る。現地踏査やテレビカメラ調査に

より不明水の流入状況を把握し、計

画的に既布設管渠の不明水対策を実

施する。

121
公共下水道業務運営

事業
建設課

受益者負担金の賦課徴収事務、下水道使

用料の賦課徴収事務、滞納整理事務、下

水道への早期接続のための啓蒙活動等を

行う。

公共下水道事業を円滑に運営し、受

益者負担金の賦課徴収及び下水道使

用料の賦課徴収事務を円滑に実施

し、滞納額の減少を図る。

目標未達成

公共下水道賦課件数については、目標を上回ることができ

た。徴収率については現年度分及び滞納分の未納が増加し

ないよう電話による催告を実施し、督促等徴収率の向上に

努めた。

下水道使用料、受益者負担

金の未収金の圧縮に努める

こと。

新型コロナ感染症の影響により受益者負

担金・下水道使用料の徴収率の低下が懸

念される。

改善して継続

公共下水道事業特別会計の公営企業の法適

用化に向けて、固定資産台帳整備や会計シ

ステムを導入する。

滞納世帯・未納世帯への催告を強化し、納

付の促進を図り、収納率の向上に努める。

公営企業の法適用への目標移行年度

である令和6年度へ向けて、令和2年

度に策定した基本方針に基づいて固

定資産台帳や会計システムの整備を

進める。

滞納世帯・未納世帯への催告を強化

し、納付の促進を図り、収納率の向

上に努める。

122
農業集落排水施設維

持管理事業
建設課

下水道管路やマンホールポンプ施設の維

持管理及び補修。農業集落排水処理施設

の維持管理及び補修。

下水道管路やマンホールポンプ施設

及び処理場を順調に稼働させて、農

業集落排水処理施設を使用している

家庭からの汚水を排除できるように

する。

目標程度

水処理施設の維持管理及び機械装置の交換や修繕など必要

に応じた補修の実施。また、不明水対策のため管路施設の

修繕工事を行った。

維持管理費等の経費削減。

費用対効果を前提に事業を

進める。

耐用年数経過により機器の修繕費の増大

が懸念される。さらに不明水対策が必要

である。

改善して継続

終末処理場に流入する汚水量の推移を注視

しながら、引き続き不明水対策を実施す

る。

費用対効果を前提に事業を進め、維

持管理費等の経費削減を図る。計画

的に既布設管渠の不明水対策を講じ

る。

123
農業集落排水運営事

業
建設課

使用料の賦課徴収事務を円滑に実施する

とともに滞納者については、催告を実施

し、使用料の滞納額減少に努める。

農業集落排水事業を円滑に運営し、

農業集落排水への早期接続の啓発に

努める。また、使用料の賦課徴収事

務を円滑に実施し、滞納額の減少を

図る。

目標程度

農業集落排水使用料の賦課件数については目標より上回る

ことができた。施設使用料徴収率については催告を実施

し、収納率の向上に努める。

使用料の未収金の圧縮を図

られたい。

今後も新型コロナ感染症の影響により施

設使用料の徴収率の低下が懸念される。
このまま継続

農業集落排水事業特別会計の公営企業の法

適用化に向けて、固定資産台帳整備や会計

システムを導入する。

滞納・未納世帯への催告を実施し、施設使

用料の収納率の向上に努める。

公営企業の法適用化の目標移行年度

である令和6年度に向けて、令和2年

度に策定した基本方針に基づいて固

定資産台帳や会計システムの整備を

進める。

滞納・未納世帯への催告を実施し、

施設使用料の収納率の向上に努め

る。

124 浄化槽普及促進事業 建設課

循環型社会形成推進地域計画（R1～R5

の5年計画）に基づき、浄化槽の計画的

な整備を進めていく。

町補助金申請者に対し、適切な書類審

査・現地確認検査を実施し補助金を交付

する。

公共下水道及び農業集落排水の処理

区域外の住民が浄化槽を設置するこ

とにより、公共用水域の水質を改善

し 、衛生的で快適な生活を持続させ

る。

目標未達成

浄化槽設置件数については計画である72基のうち34基につ

いて補助金を交付した。合併浄化槽補助金の相談におい

て、窓口対応のほか電話やファクシミリでも対応した。

特になし

国の補助制度の改正があり、令和2年度

より町の補助制度の内容を見直しを行っ

た。また、コロナ禍の影響を受け、新規

住宅の申請が伸び悩んでいる。浄化槽法

で定めている法定検査の未受検数が多い

ため、栃木県浄化槽協会と調整し改善を

図るよう努めていきたい。

このまま継続

国の補助制度の改正により、町の補助制度

の見直しを行ったので、住民や浄化槽設置

業者に対して、町の補助対象内容について

判断しやすいよう分かり易く継続して周知

していく。

浄化槽の維持管理について指導強化に努め

る。特に法定検査の未受検者に対して栃木

県浄化槽協会と連携し周知を図る。単独処

理浄化槽から合併処理浄化槽への転換につ

いて、広報し啓もう活動を実施していく。

住民や浄化槽の設置業者に対しての

町の補助対象の内容を周知する。

浄化槽設置者に対しては、維持管理

について指導強化に努める。
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125 地籍調査事業 建設課

一筆ごとの土地について調査を行い、所

在、地番、地目、面積、筆界を明確に

し、地籍図・地籍簿を作成する。地籍

図・地籍簿を登記所に送付し、登記に反

映させる。

土地の地籍を明確にすることによ

り、土地取引の円滑化、境界紛争の

防止、災害復旧をはじめとした公共

事業等の迅速化、課税の適正化等に

寄与する。

目標程度

新規地区の前沢Ⅱ、上大羽Ⅰ、大沢Ⅱ地区は基準点設置・

一筆地調査・一筆地測量を、継続地区の山本ⅩⅢ、前沢

Ⅰ、大沢Ⅰ地区は地籍図・地籍簿の作成、閲覧を計画通り

実施済であります。山本ⅩⅢ、前沢Ⅰ、上大羽Ⅰ地区事業

費については、国庫補助金の配分率が低迷している中、前

年度末の国庫補助補正予算が満額確保できたので、通常よ

りも広い面積を早期に着手することができ、効率性の向上

に繋がった。また、大沢Ⅰ地区の閲覧を地元町施設のあぐ

り館を利用することにより、地権者の利便性が増し閲覧率

の上昇に繋がり、サービス水準が向上したものと考えま

す。

実施時期の問合せや早期実

施についての要望がしばし

ばあった。

前沢Ⅰ地区で１件筆界未定が生じ、山林

２筆と法定外公共物（道）で筆界線の入

らない地籍図を作成。

山林部分については、境界を把握してい

る方が高齢化しており、国が優先的に事

業推進している土砂災害警戒区域等に指

定されている地区が多いため、早期に実

施することが望まれる。

全地区完了するには、多大な費用と時間

がかかる。

町の要望どおり国県費が確保されるかは

不透明である。

このまま継続

R4年度上大羽Ⅰ（継続）、上大羽Ⅱ（新

規）地区の事業費については、R3年度の国

庫補助補正予算を確保することができたた

め、R3年度予算からの繰越により実事業費

は増加する。R3年度補正予算を確保できな

かった新規及び継続地区各2地区を含め、新

規地区及び継続地区をそれぞれ3地区ずつ実

施するとともに、3年目の3地区（山本Ⅹ

Ⅲ、前沢Ⅰ、大沢Ⅰ）については、6月末ま

でに県を通し国へ認証請求を行い、認証を

受けた後速やかに法務局に地籍図・地籍簿

を送付する。

R2年5月に国が策定した第7次国土調

査事業十箇年計画及び第３期ましこ

未来計画に基づき事業を推進してい

く。国では土砂災害警戒区域や浸水

想定区域等の災害が想定される区域

を最優先に、次に社会資本整備総合

交付金事業関連区域を優先配分する

ことを示している。そのため、関連

の無い区域については国庫補助の確

保が困難になることが懸念される

が、地図混乱区域については早期に

実施できるよう県、国に対し粘り強

く働きかけをしていく。また、国有

林隣接区域については国と事前協議

を行い、地籍調査に入る前年度まで

に境界検測を実施いただくが、それ

には国で相当の予算確保が必要とな

るため、計画的かつ継続的に実施し

ていく。

126 支出事務事業 会計課

法令等に従う適正な支払処理が行われて

いるかの審査、正確で効率的な支出処理

の執行。

適正な支払審査と、正確な支出。 目標程度

支払方法（口座振込・用紙振込・現金払等）全体の口座振

込件数の割合を目標8割としているが、達成ならなかった。

公金の安全・明瞭な支払方法として、口座振込を推奨する

よう各課担当を通してすすめていく。

口座番号再調査数（＝口座振込不能件数）については再調

査の結果全件振込みされているため問題なしとする。

特になし

正確な口座情報の収集・入力に努める。

支払方法に関して、現金払から口座振込

へ推進（資金前渡払を除く）し、効率化

に向けて取り組む。

このまま継続

正確な口座情報の収集・入力に努める。

支払方法に関して、現金払から口座振込へ

推進（資金前渡払を除く）し、効率化に向

けて取り組む。

継続して実施する。

127 収入事務事業 会計課

町税等を正しく受領し収納する。

収納された公金を会計・科目別に整理

し、正確・迅速に出納管理をし日計を確

定させる。

公金収納整理を行い、日計・月計・

決算に結びつける。
目標程度

公金収納の手段として、窓口収納から口座.コンビニ収納に

移行している傾向にあり、収納の利便性と事務の効率化が

図られている。

特になし

町税等の収納において、正確性の確保を

最優先し、窓口での町公金等の受領・日

計整理事務を関係課と連携を図りながら

円滑に進めていく。

このまま継続

町民の方への窓口対応をはじめ、各関係課

との連携を図りながら、収納業務が円滑に

進められるように努める。

継続して実施する。

128 決算等の検査事務 会計課

例月検査を行い、出納閉鎖後3カ月以内

に歳入・歳出額の照合・確認を行い、決

算額の整理を行う。

議会の承認を得るために、当該年度

の決算額の確定をおこなう。
目標程度

例月検査、決算審査にて審査を受け、監査委員から予算通

り正確に収入・支出処理が行われているかの承認を受け

る。監査を受けることで、事務処理の正確性を保つ事が出

来る。

特になし

例月検査・決算審査にて監査委員より指

摘された内容を公表出来る範囲で周知

し、適正な収支執行処理を徹底してい

く。

このまま継続

適正な収納・支払が行われているか個票の

審査を的確に行う。

正確に例月検査資料を作成するため、月計

収支額と各項数値との整合性を確認する。

継続して実施する。

129 議会運営事業 議会事務局
定例会、臨時会、常任委員会等の開催。

議員研修の日程や視察先との連絡調整。

住民の代表である議員が、執行機関

の行政運営を正確に把握、監視し、

更に効果的な政策提言を行える。

目標程度

議場の様子を１階ロビーのモニターで放映し、３階まで行

かなくても本会議の様子を視聴できるようにしている。新

型コロナウイルスの影響で昨年度に引き続き、今年度も視

察研修を中止とした。議会活性化検討委員会において議員

定数及び報酬等の協議を行い、議員定数削減について条例

の一部改正を議員発議で行った。また、議員会主催で議会

の在り方や方向性、政策提言について研修を行った。

本会議傍聴者数は、新型コロナウイルスの感染拡大防止の

ため傍聴席を半分に制限した影響により、コロナ禍前より

も減少している。

3階まで階段を上るのが大

変であるため、エレベー

ターの設置を望む。

議員の資質向上が求められる。 改善して継続

議員間研修及び議員間討議の場を増やし、

議員の質をより高めていく。

視察研修の成果を一般質問や政策提言に生

かす。

前年度の事業内容に改善を加えて実

施していく。

130 議会広報事業 議会事務局

定例会ごとに議会だよりを発行し、全世

帯に配布。議会の審議内容や議員の一般

質問等活動の周知を図る。

ＨＰに議会の情報や会議録を掲載する。

町民が議会の役割について知り、議

員の活動の理解を深める。また、町

全体の行政の内容についても関心を

もつ。

目標程度

定例会一般質問の映像をDVD化し、中央公民館図書室での

貸し出しを行なっている。全国町村議会広報研修会が新型

コロナウイルスの影響により動画配信での開催となったた

め、広報広聴常任委員会の委員各自が動画視聴での研修を

行った。新型コロナウイルス感染拡大防止のため議会報告

会及は中止としたが、自治会長連絡協議会との意見交換会

を実施した。

意見交換会を小さい単位

（自治会ごと等）で行って

ほしい。

議会だよりについて、より見やすくする

ためレイアウト等の改善が必要である。 改善して継続

議会だよりについて先進事例を研究し、レ

イアウト等の改善を行う。

議会報告会及び意見交換会の実施方法につ

いて他市町を参考にし、より多くの町民の

意見を吸い上げられるようにする。

前年度の事業内容に改善を加えて実

施していく。

131 監査運営事業 議会事務局

会計管理者から提出された各種資料に基

づく計数の調査、現金管理状況と現金残

高の確認を行う。企画課長から各種契約

状況について説明を受け、必要に応じて

書類の確認を行う。

地方自治法等に則した例月出納検査

等を、監査委員が円滑に実施する。 目標程度

新型コロナウイルスの影響により郡主催の監査委員研修は

中止となったが、全国の研修が動画配信となったため、各

自、動画視聴による研修を行った。

昨年に引き続き、決算審査の日程を増やし、特別会計の審

査日を別に設けた。

特になし 実践的な研修の機会がない。 改善して継続

監査基準及び実施要領に基づき、適切かつ

有効な監査を行う。

積極的に研修に参加し、監査委員の質を高

める。

前年度の事業内容に改善を加えて実

施していく。

132 教育委員会運営事業 学校教育課
定例教育委員会の開催、教育委員会活動

の点検・評価、委員研修を実施する。

教育委員会の円滑な運営を支援す

る。
目標程度

定例委員会を１２回開催した。今年度は、関東甲信越静教

育委員連合会総会の中止をはじめ、県、及び郡教育委員研

修も中止となり、通常の活動を行えなかったが、教育委員

の研修については、毎回の定例会開催時において実施し

た。

特になし

今年度はコロナ禍のため定例会以外の出

席はなかったが、通常は定例会や研修会

のほかにも委員が出席する行事などが多

いため、委員の負担が大きい。

このまま継続

教育委員会の各施策・事業について点検・

評価を行い、見直し改善することで、効果

的な教育行政の推進を図る。また、栃木県

教育委員会連合会事務局及び関東甲信越静

教育委員会連合会事務局を努める。

教育委員会事務は、地方教育行政の

組織及び運営に関する法律に依ると

ころが大きいため、国の動向を見極

めながら効率的な事務運営に努め

る。
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NO 事務事業名 課 事業概要
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のか）
目標達成状

況
R3年度事業の実施結果、改善内容等の説明

町民、議会、その他からの指
摘事項・ニーズ

問題・課題 事業の方向性 取組み方針（改善方針） 4年度以降の方向

133 学校施設の維持管理 学校教育課

校舎や体育館等の定期的な点検と計画的

な改修を行う。また、緊急的なものは随

時修繕を実施する。簡易な修繕は学校配

置職員が実施し、専門的な修繕や施設警

備等の業務については業者に委託する。

学校施設は、児童生徒の学習・生活

の場であるとともに、災害時には地

域住民の緊急避難場所として使用さ

れることから、安全性や衛生面の確

保が重要であり、計画に沿った施設

等の修繕等を行う。

目標程度

各学校の修繕要望を取りまとめ、教育環境の向上につなが

るよう配慮しながら修繕等を行った。主な内容として、校

舎の内壁改修工事や校舎屋上の防水改修工事等を施工し

た。

特になし
施設の老朽化が進んでいるため、今後、

維持管理費の増加が見込まれる。
このまま継続

各学校からの要望を踏まえながら、実態を

把握した上で緊急性の高いものから順次修

繕を行い、教育環境の向上を図る。

学校施設等の現状を把握し、今後の施設整

備の方針について検討を行い、学校施設の

長寿命化計画を遂行する。

学校施設の長寿命化計画に基づき、

トータルコストの縮減等を考慮しな

がら、効率的な施設整備を進める。

134 庶務管理係事務 学校教育課

スクールバス管理運行業務を実施する。

奨学資金事務を行う。

表彰に関する事務を行う。

登下校時の児童の安全を確保する。

優秀な学生で経済的な理由により修

学できない者に資金を貸与し、広く

人財育成する。　　　　町規程に基

づき表彰を行う。

目標程度

R4年度～R6年度のスクールバス運行に伴う検討委員会を実

施した。

田野小学校区内３コース、益子小学校区内２コース、七井

小学校区内２コースでスクールバスの運行を行った。

奨学金の滞納者に対し、手紙や電話、訪問で督促を行っ

た。

特になし

奨学資金の貸与者の推移は、全体的に減

少傾向となっているため、利用促進のた

めのＰＲが必要である。

過年度の滞納者に対し督促を行うが、奨

学金が返納されない。

このまま継続

田野小学校区内３コース、益子小学校区内

２コース、七井小学校区内２コースでス

クールバスの運行を行う。

奨学金利用促進のＰＲを行うとともに、滞

納者への督促を行う。

令和4年度の内容を継続して進め

る。

135 小中学校運営事業 学校教育課

各小中学校の消耗品や、備品等をはじめ

とする教育分野の支出を統括する。各小

中学校に技手を1名ずつ配置する。

児童生徒の円滑な学校生活を推進す

る。
目標程度

各学校からの要望をとりまとめたうえで予算編成を行い、

消耗品及び備品の配備を行った。特にコロナ対策用消耗品

及び備品については、できる限りの対応を行った。
特になし

備品の老朽化が目立ち、修繕や新規購入

の要望が多いが、全てに応じることが難

しい。

改善して継続

各学校のヒアリングを通じて需要の把握に

努め、適切な予算執行を行う。

円滑な学校運営ができるよう、各学

校のヒアリングを通じて要望を把握

し、適切な予算編成を行う。

児童生徒用の机・イスについては、

現状を把握しながら引き続き計画的

な導入を行う。

136 学力向上支援事業 学校教育課

小３・中１（５月）、小全学年１２月）

で学力調査を実施する。

外国語推進事業を実施する。

英検検定料補助金交付事業を実施する。

ＩＣＴ教育の推進をする。

中学生海外派遣事業を実施する。

学力調査を実施することにより、児

童生徒の学力や学習の状況等を把握

分析し、学習指導における改善を

し、学力向上を図る。外国語推進事

業や中学生海外派遣事業を通し、国

際的コミュニケーション能力を高め

る。

目標未達成

益子町学力向上検討委員会を中心に、栃木県教育委員会、

芳賀四町教育研究協議会と連携して、学力調査を踏まえ、

結果分析をもとに、各学校の学習改善プランの作成を行っ

た。このプランに基づき、教師の授業力向上のための校内

研究授業や授業研究会を実施し、児童生徒一人一人の学力

向上につながった。また、外国語活動推進委員会を中心

に、授業研究会や新型コロナウイルス感染症予防を図った

上での授業工夫を実施した。英検については、新型コロナ

ウイルス感染症のため、例年より受験する生徒が少なかっ

た。

特になし

全国・県平均の正答率を上回る成果を上

げている学年や教科、領域もある一方、

課題のある部分もある。小学校外国語科

及び外国語活動の授業数を年間246時間

にし、聞くこと、話すこと（発表、やり

とり）、読むこと、書くことなどのコ

ミュニケーション能力の育成に努めてき

たが、新型コロナウイルス感染症の影響

で英検の受験者数が落ち込み、中学校に

おける英検3級取得率の目標値に達する

ことができなかった。

このまま継続

・英検検定料補助金交付事業　全額補助

・学力向上について、ＰＤＣＡサイクルを

複数回実施し、児童生徒一人ひとりに結果

をフィードバックすると同時に、指導者自

らの指導改善を図る取組を行い、更に学力

を向上できるよう益子町学力向上検討委員

会を中心に支援していく。また、GIGA事業

における１人１台端末を授業の中で効果的

に活用し、学力向上が図れるよう学校への

支援を行う。

前年度の内容を継続して進める。

137
児童生徒の就学支援

事業
学校教育課

要保護・準要保護児童生徒、特別支援学

級の在籍児童生徒等の保護者に対し、学

用品費等の支援をする。学校に指導助

手、非常勤講師を配置する。つばさ教室

により児童生徒の学校復帰を目指す。

保護者の経済的な負担の軽減、児童

生徒の学習内容の向上、不登校児童

生徒に係る学校復帰の支援体制整備

等を行い、児童生徒が安心して就学

できるようにする。

目標程度

・要・準要保護就学援助においては、学校および民生委員

と連携し児童生徒の現状把握を行い、追加申請者も含めて

速やかに事務処理を行うことができた。

・特別支援教育においては、教育支援委員会での判定やそ

の後の教育相談の結果を基に、児童生徒に最も適切な判定

を行うことができた。

・指導助手を１６人配置し、児童生徒にきめ細かな指導が

できた。

特になし

・新型コロナウイルス感染症の影響等で

家計が急変し、追加で就学援助申請を行

う世帯に対し、速やかに事務処理を行

う。

このまま継続

・生活保護法の改正等の動向を注視し、必

要に応じて要保護・準要保護児童生徒就学

援助費交付要綱の見直しを行う。

・指導助手は前年度と同人数配置する。

前年度の内容を継続して進める。

138
学校安全体制整備関

連事業
学校教育課

スクールガードリーダーを中心に、ス

クールガードによる登下校中の立哨や巡

回活動によって、児童生徒の安全を確保

する。

通行車輌または不審者等から児童生

徒を守るために、学校内や登下校時

の安全を確保する。

目標程度

スクールガードが年間１人当たり平均205日、登下校中の児

童生徒へ見守り活動を行ったため、重大な事故の発生はな

かった。スクールガードの人数を増加させるため、各小学

校１日入学時に保護者宛に募集案内を配布したり、年度末

時期に各自治会宛全戸回覧による【新規スクールガード勧

誘チラシ】を配布し周知に努めた。

町民から歩道整備等、危険

箇所への要望がある。

スクールガードの高齢化や新規人員確保

が課題である。
このまま継続

・通学路の安全安心を高めるため、益子町

通学路安全対策推進協議会と連携しなが

ら、学校・警察・道路管理者・スクール

ガードリーダーが一丸となって、危険箇所

の把握や合同点検並びに安全対策を進めて

いく。 また新規スクールガードの確保に努

める。

通学路における児童生徒の安全対策

については、町民・議会から年々

ニーズが高まっていることから、危

険箇所の把握や地元からの要望を

しっかり受け止め、関係機関へ積極

的に伝えていく。

139
学校関連調査報告事

務事業
学校教育課

各関係機関との調査・報告関係事務。

教科書・一般図書等の無償給与事務。

児童生徒の学籍・就学関係事務。

学校保健関係事務。

学校関係の調査・研修の実施により

教職員の資質の向上を図る。また、

転出・転入・新規入学の児童生徒を

スムーズに学校へ就学させる。

目標程度

・教科書無償給与事務については、大きな問題も生じずス

ムーズに事務を遂行することが出来た。また、業務につい

ては増加傾向にあり、特に調査報告関係事務が例年増加し

ており比重が大きい。一般企業や業者等の任意アンケート

等には必要なもののみ処理した。

(・平成２９年度より、学校保健関連事務事業は学校関連調

査報告事務事業へ移行。)

学校現場から調査業務が多

く、業務の負担感が大きい

という声があがっている。

国や県からの調査業務を削減してもらう

ことが課題である。
このまま継続

学校教員が回答に要する調査時間に余裕を

持たせるため、国や県からの調査依頼は、

速やかに学校へ送付し、回答期間を長めに

設定する。また、紙媒体ではなくできるだ

けデータで業務のやりとりを行い、添付書

類においても国・県からの通知が重複して

いる場合は、必要文書を取捨選択し送付し

簡素化を図る。

一般企業や業者等の任意アンケート等につ

いては、次年度においても、業務上必要な

場合のみ回答をする。

教員の長時間勤務および多忙化解消

に繋がるよう、教員との連携を密に

し、調査事務の効率化を図る。

140 心身育成支援事業 学校教育課

学校司書配置事業、文化芸術による子供

の育成事業、宿泊体験学習、文化部活動

外部指導者、ｈｙｐｅｒ－ＱＵ等、多方

面の事業により児童生徒の心身を育成す

る。

心身ともに健康で、勁く豊かな心を

持った児童生徒を育成する。
目標未達成

・図書館環境の整備、図書の維持管理の充実、授業等での

学校図書館・図書の活用、ボランティアや図書係との連携

等、多くの成果があった。

・文化芸術事業について積極的活用を呼びかけ、希望した

すべての事業が実施できた。

・臨海自然教室は新型コロナウイルス感染症対策のため町

内４小学校すべてにおいて中止となった。

特になし

・文化芸術事業については感染症対策を

万全にした上で実施できるよう、積極的

に働きかけを行う。

・臨海自然教室については感染症対策と

体験活動の両立について引き続き慎重に

判断する必要がある。

このまま継続

・学校司書を配置し、学校図書館環境や図

書活動等の充実を図る。

・文化芸術による子供の育成事業や臨海自

然教室については、感染リスクを最小限に

しながら十分な教育活動を行えるよう、感

染症対策を徹底した上での実施を校長会等

で呼びかける。

・学校司書を活用し、学校図書館の

充実を図る。

・全年度の内容を継続して進める。
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141
給食ｾﾝﾀｰの維持管理

事業
学校教育課

調理及び配送業務は民間委託をしてい

る。　　　　１，８９７食／日

年間給食日数　198日

町内小中学校の児童生徒に、安全・

安心で栄養バランスのとれた給食を

提供する。

目標程度

指名型プロポーザル方式により（株）メフォスに民間委託

しているが、大きな事故等なく円滑に給食の提供をするこ

とができた。また、国・県で実施している調査「学校給食

栄養報告」に使用するデータとして残量調査を行っている

が、コロナの影響で「学校給食栄養報告」が中止となった

ため、残量調査も中止した。新型コロナウイルス感染症で

学級閉鎖になった小中学校には感染拡大防止のため、配膳

の過程を省略できる簡易給食を提供した。

地産地消の向上を図り、食

育の推進に努める。

安心・安全で栄養バランス

のとれた、おいしい給食を

提供する。

地産地消率は前年度に比べ上昇したが

、生産者が露地栽培の野菜中心のため、

時期によってばらつきがある。
改善して継続

地産地消率は、３月から４月頃に落ち込

み、時期によるばらつきがある。ＪＡ・

県・生産者などと需要と供給について連携

をとり、地場農産物の利用拡大を図ってい

きたい。天候不順による地場産物不足、価

格高騰にも適切に対応していきたい。　ま

た、異物混入、食中毒等の事故がないよう

委託業者である（株）メフォスと緊密に連

携し、衛生管理の充実を図る。

食物アレルギーの児童・生徒に代替食を２

学期から提供する予定。

給食センターは平成１４年に建設さ

れ、１9年が経過しているため建物

や調理機器の修繕等が増えてきてい

る。計画的な修繕や、調理機器等の

入れ替えを考えていきたい。

142 図書事業【新未来】 生涯学習課

図書室を19時まで開室し、図書の貸出等

を行う。また、新図書館建設に向けた委

員会、ワークショップを開催する。読書

率向上のため、移動図書館車の導入を行

う。

図書室を開室し、図書の貸出等を行

い読書率を上げる。また、新図書館

建設に向けた準備（図書館基本計

画）を進める。

目標程度

図書システム入れ替えを行い、ホームページの作成、イン

ターネットからの予約ができるようになった。また、令和4

年度運行予定の移動図書館車の整備を行った。

図書購入費の増額

図書室の収蔵能力の限界があり、閉架書

庫がないことから、資料収集、保存につ

いて課題がある。新図書館建設にむけ

様々な意見があり集約に苦慮する。

このまま継続

移動図書館車を運行し、図書への関心を深

めてもらうとともに読書率の向上を図る。

また、図書の充実、図書館建設に向けた準

備を行っていく。

令和4年度と同様

143 生涯学習課運営事務 生涯学習課 生涯学習課の事務事業の調整
生涯学習課内全体の事務事業を適切

に設定する。
目標程度 4係間、連携をとりながら、予定どおり実施した。 特になし

本課はイベントが多いことから、振替休

日の消化がままならない状況が続いてい

る、事務事業全体の合理化など、見直し

の実施が課題。

このまま継続
係間の連携をより密し、働き方改革の要旨

を踏まえ進める必要がある。
令和3年度同様に実施していく。

144 生涯学習推進事業 生涯学習課

生涯学習推進協議会を設置し、生涯学習

に関する施策について、委員からの意見

を求めるとともに総合的に整備、充実す

る方策を研究協議する。また、報酬の支

払いや研修の計画・同行を行う。

生涯学習推進協議会委員を通じて広

く町民の意見を聴き、生涯学習に関

する施策に反映させる。

目標未達成

  町民のつどいは、花フェスタ、みんなのつどいと同時開催

した。新型コロナウイルス感染症の影響で目標人数には達

しなかったが2年ぶりに開催することができた。また、生涯

学習推進協議会は、視察研修中止になった。

なし

生涯学習の推進について推進組織の企画

や総合的な企画運営を行うため、生涯学

習関係団体の実践者等から選出される委

員により町内の情報交換を行うと共に、

他市町の事例を研究し協議を行う。

このまま継続
会議時に活発な意見交換を行うため、先進

地視察を引き続き実施していく。
令和4年度同様に実施していく。

145 公民館事業 生涯学習課

青少年教育全般　図書業務　主催事業

交流体験の翼　学社連携　二十歳のつど

い　PTA　育成会　いきいきトライやる

スクール、遊びの達人

　町民が社会教育を通じて、その成

果を活かし地域づくりにつなげる状

態にする。

目標未達成
新型コロナウイルス感染症の影響でほぼ事業ができなかっ

た。

地域課題解決に取り組む公

民館事業が求められてい

る。図書館建設の要望あ

り。

自分が住んでいる町に関心・愛着・誇り

を持たせるような社会教育が必要。
このまま継続

今後は青年教育、とりわけ高校生～２０代

を対象に社会教育を進める。
令和4年度同様に実施していく。

146
改善センター管理運

営事業
生涯学習課

施設の維持管理業務、センター貸し付け

業務、地域住民の利便性を図るための各

課関連受付業務を行う。

地域住民に対して学んだり交流を深

めたりする場所として有効に使用し

てもらえる施設となる

目標以上
夜間や祝祭日の施設管理を委託していることで、利用者の

利便性を図っている。利用者は、前年より大幅に増えた。
特になし

今後も利用者が利用しやすい施設にして

いくとともに、利用者増を図るため、限

りある予算を適切に活用し施設の維持管

理をしていく必要がある。

このまま継続

施設の維持管理技術の習得や、他施設の情

報収集につとめ、住民にとってより利用し

やすい施設となるようにしていく。

令和4年度同様に実施していく。

147
あぐり館管理運営事

業
生涯学習課

施設の維持管理業務、あぐり館使用のた

め貸し付け業務、地域住民の利便性を図

るための各課関連受付業務を行う。

地域住民に対して学んだり交流を深

めたりする場として有効に利用して

もらえる施設となる。

目標未達成

夜間や祝祭日の施設管理を委託していることで、利用者の

利便性を図っている。利用者は、前年より増加したが、新

型コロナウイルス感染症の影響で以前より利用者が減って

いる。

特になし

今後も利用者が利用しやすい施設にして

いくとともに、利用者増を図るため、限

りある予算を適切に活用し施設の維持管

理をしていく必要がある。

このまま継続

施設の維持管理技術の習得や、他施設の情

報収集につとめ、住民にとってより利用し

やすい施設となるようにしていく。

令和4年度同様に実施していく。

148 公民館バス運行事業 生涯学習課

バス利用にあたり、利用者が適当である

か、運行行程に無理はないかを審査し、

適切であれば運行を行う。また、安全走

行のため、定期点検や適切な修繕を行

う。

住民がバスを利用した研修を行うこ

とにより見識を深めるとともに、研

修で得た知識を社会活動に活用して

もらう。

目標未達成

新型コロナウイルス感染症の影響で利用者が減っている。

利用者のニーズに全て応えると安全管理面に配慮した。バ

スを購入し20年以上が経過し故障が目立つようになった。

　公民館に直営のバスがあ

ることに、住民の方は満足

している。

利用者のニーズに全て応えると安全管理

面で無理な行程になるので、利用者への

説明を行わなければならない。

バスを購入し20年以上が経過し故障が目

立つようになってきている。

このまま継続 無理のない運行と安全な運行を行う。

バスを購入し20年以上が経過し故障

が目立つようになってきているので

購入の検討が必要である。

149
ましこ花のまちづく

り事業【新未来】
生涯学習課

花の町づくりを実施するため、「花畑イ

ベント」・「施設・団体」・「フラワー

ボランティア」の３本柱を中心に、町全

域に花いっぱい運動を展開し、花で包ま

れた美しい町を目指す。

大規模花祭りの実施により、地域コ

ミュニティーが醸成され、まちづく

りの気運が高まるようにする。

目標未達成

3大花祭りは新型コロナウイルス感染症の影響で、播種は

行ったがイベント等は中止となったが、ひまわり、コスモ

スは2年ぶりに播種を行い、予想以上の来場者いた。

毎年、来場者に満足してい

ただいている。

混雑時、悪天候時の駐車場の確保が課

題。
このまま継続

大規模花畑（菜の花・桜祭り・ひまわり祭

り・コスモス祭り）イベントを実施すると

ともに、町内の各種団体に働きかけ、花を

いかしたいまちづくりを推進する。また、

ひまわりを通して連携した野木町、上三川

町とともにイベントをＰＲしていく。小宅

古墳群の桜・菜の花についても、備品や人

的支援をしていく。地方創生事業を活用

し、各地区が自走できるよう支援してい

く。

令和4年度同様な取り組みを行う。

150
町民(未来）大学運営

事業【新未来】
生涯学習課

まちづくりに関し、大きく基礎・知識・

実践の３つの領域で、全２２講座を実

施。１７単位以上で卒業。まちづくりに

取り組む実践者の育成。

　学生が翌年度から、地域課題に対

し、まちづくり活動を実践する状態

を目的とする。

目標以上

令和2年度で町民大学が終了。令和3年度より、後継事業の

「ましこ未来大学」を開講。高校生を対象に益子芳星高校

で行った。5つのグループがアクションプランを作成し想像

以上の成果をあげた。

受講した高校生の評価は良

かった。

益子芳星高校以外の高校を対象にした講

座が必要
改善して継続

引き続き、これからの未来を担う高校生を

対象に事業を行う。

引き続き補助金を活用し高校生を対

象に開催する。

151
地域活動支援事業

【新未来】
生涯学習課

花いっぱい推進事業（補助率３／４　上

限１０万）

花いっぱい運動コンクール　最優秀賞１

団体　優秀賞２団体　奨励賞３団体　ア

イデア賞３団体

自治会単位での花の植栽により、コ

ミュニティ活動を活発化させる。
目標未達成

花いっぱい運動コンクールは、2年ぶりの開催となったが、

新型コロナウイルス感染症の影響で参加団体は減った。
特になし

新規団体を増やしていくことが課題であ

る。
他事業と統合

花のまちづくり事業の予算に組み入れ事業

を行う。
令和4年度と同様
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152 文化財保護事業 生涯学習課

文化財保護審議会の招集、議事の取りま

とめ等を行う。審議会に必要な資料等を

収集する。

開発業者に対し埋蔵文化財包蔵地の照会

を行い必要に応じて届出の指導、現地確

認・指導を行う。

文化財保護審議会の運営を支援し、

委員の文化財の保存や活用に関する

見識を深められるようにする。開発

事業者に埋蔵文化財包蔵地の照会を

行い、埋蔵文化財の保護・保存を行

う。

目標程度

町文化財保護審議会を開催し、星宮神社本殿の町指定文化

財への指定を教育委員会に答申することができた。また、

土地の開発事業者に対し埋蔵文化財包蔵地の照会を行い、

必要に応じ届出の指導、現地確認・指導を行った。さら

に、長年にわたり要望の強かった詳細遺跡分布地図を整備

するにあたり、計画的に調査を行った。

詳細遺跡分布地図の整備要

望あり。

詳細遺跡分布地図を整備することが課題

である。
このまま継続

文化財審議会委員に年２回の文化財審議会

の出席や宿泊研修、文化財防火訓練に積極

的な参加を促す。

埋蔵文化財関係については、遺跡分布地図

の整備について調査員と共に早い段階で調

査を終了し、地図を作成する。また、現在

整理整頓ができていない遺物の整理及び管

理についても実行に移していく。

継続して実施。

153 町民会館管理事業 生涯学習課

施設の安全維持のため、各種専門業者に

管理や点検などを委託し、点検等で異常

があった場合には速やかに修理、修繕を

行う。利用者が快適に利用できるよう会

館の環境を整える。

町民会館を利用する人が、安全で効

率的に利用できるようにする。
目標程度

事故発生がなく、利用者の安全確保ができた。新型コロナ

ワクチン予防接種のため、早急に空調設備（吸収式冷温水

機）改修工事をしたほか、非常用自家発電設備メンテナン

ス工事等を実施した。舞台業務については、業者委託する

ことにより、安定したサービスの提供を行うことができ

た。

町民会館舞台モニター設置

工事の要望あり。

施設が築30年となり、経年劣化により老

朽化しているため現在は優先順位をつけ

て更新を実施している。

このまま継続

引き続き、各種専門業者に施設の管理や点

検などを委託し、点検等で異常があった場

合には速やかに修理・修繕を行い、安定し

たサービスと維持管理に努める。

経年劣化による老朽化が著しいた

め、優先順位を決めて計画的に改修

を行いたい。

154 町民会館運営事業 生涯学習課

アマチュアバンドコンサートや町音楽祭

の開催、若手音楽家によるコンサートの

実施。

町民会館の貸館事業及び受付事務を円滑

に行う。

住民一人ひとりに、優れた芸術にふ

れる機会、発表する機会を提供す

る。

円滑に施設の申込や使用ができるよ

うにする。

目標未達成

町音楽祭については前年度と同様に子どもの部と大人の部

を併せて開催した。新型コロナウイルスの影響もあり、出

演者（団体）は５（個人２名、３団体）となってしまった

が、出演者・来客者ともに満足していただける内容になっ

ていたと思われる。なお、新型コロナウイルス感染拡大防

止対策のため、アマチュアバンドコンサートや若手音楽家

支援コンサートは中止となってしまい、目標としていた成

果が達成できなかったが、コロナワクチン予防接種等のた

め、利用者は大幅に増加した。町民会館利用受付に関して

はトラブルもなく要望に応じられた。

特になし。
自主事業について、広く町民に周知し集

客数を多くすることが課題。
このまま継続

町民の方が気軽に参加できるコンサートを

中心に実施。音楽祭を盛り上げるためゲス

ト出演していただける団体等を選考する。

会館の貸館受付については、円滑に行える

ようシステム化を図っていく。

現状維持で継続。

155 文化振興事業 生涯学習課

加入団体の連絡・交流、文化・芸術の振

興のための成果の発表の支援。年２回の

会員研修や他市町文化協会との交流会を

行う。町文化祭や芳賀地方芸術祭の実

施。

文化協会会員が、連携・協調し、文

化水準の向上を目指し、安定的な活

動ができる。町民が文化祭等を通

じ、活動発表や芸術作品に触れるこ

とにより充実した文化活動ができ

る。

目標未達成

新型コロナウイルスの影響で文化協会の総会、舞台部門等

の会議や文化祭（舞台部門）、会員研修等が中止となって

しまった。芳賀地方芸術祭は文芸部門のみ審査し表彰する

ことはできたが、ギャラリー部門や演劇部門、民舞吟部門

は中止となってしまった。

町の文化祭ギャラリー部門

と芳賀地方芸術祭のギャラ

リー部門の日程を同日にな

らないよう調整してもらい

たいとの要望あり。

新型コロナウイルスの状況を鑑み、今後

イベント等の開催の有無や時期について

決定する必要がある。また、会員の高齢

化及び舞台部門発表時の観客増加に向け

た工夫が必要。

このまま継続

文化協会加入の団体または会員が連携・協

調し、文化水準の向上を目指して安定的な

活動が出来るよう支援する。
現状維持で継続。

156
益子町スポーツ協会

支援事業
生涯学習課

運営経費を補助するとともに、企画運営

を行う。町駅伝競走大会及び郡市民体育

祭や県民スポーツ大会の選手派遣、各種

主催大会の開催及び傘下団体主催事業の

事務的な人的支援による運営

町スポーツ協会の活動を支援するこ

とにより、住民がスポーツをする機

会を提供し、健康維持・体力増進を

図るとともに、スポーツ人口の拡大

や競技力の向上を目的とする。

目標未達成

少子高齢化時代、スポーツ離れが加速するなかでスポーツ

の楽しさや素晴らしさなど、興味を持ってもらうために場

所の確保や環境、いろいろなスポーツの情報提供が必要と

思われる。

新型コロナ感染拡大防止のため、各種大会が中止となっ

た。唯一、町民デーは開催でき多くの方々が参加してくれ

た。

新型コロナ関連により、多

くの行事が中止になる中、

町民デーに参加することが

できて嬉しかった。

町民のニーズや期待に適切にこたえ、町

民一人一人がスポーツ活動に継続的に実

践できるような、また、競技力向上や健

康増進につながるようなスポーツ環境を

整備することが責務と考えられる。

また、新型コロナ感染予防について、ど

のように対策をしながら大会等を開催す

るか検討する必要がある。

このまま継続

町スポーツ協会の支援としては、参加者の

ニーズに合わせた大会運営や開催に向け支

援が必要な団体には、自主運営に向けた人

的支援や情報提供を行う。

新型コロナ感染予防対策をどのように実施

して大会等を開催するか検討を進める。

スポーツのきっかけ作りは大切であ

るが、少子高齢化のなかで、変化す

る住民ニーズを適時適切に把握し、

地域住民自らが主体的に取り組むス

ポーツ活動へ移行できるよう支援の

方策を検討する。

157 スポーツ振興係事務 生涯学習課

スポーツ推進委員の活動を行う。町内の

小中高等学校等の施設使用について、受

付、調整を行う。

住民がスポーツやレクリエーション

をする機会を増やすことにより、健

康を維持し、体力増進ができるよう

にする。

目標未達成

スポーツ推進委員事業では、ニュースポーツの出前講座の

要請を受け、2回講座を開催した。関東スポーツ推進委員協

議会からの表彰を1名受賞することができた。学校施設開放

事業では、新型コロナ関係で各学校と検討して感染対策を

徹底した。また体育施設の休館や再開に伴う連絡調整を利

用団体へ電子メールを活用し迅速に対応した。

特になし。

今回の新型コロナ関係で、急遽、施設が

使えなくなったり、再開する際の連絡手

段が電話あるいは通知であるため、不便

さを感じた。全ての利用団体へ一斉に連

絡ができる手段について、今回、一斉電

子メールにて対応を始めた。さらに、効

率よく連絡体制、施設使用再開中止がで

きる方策を検討したい。

このまま継続

ましこチャレンジクラブと連携を図り、よ

り幅の広いスポーツ普及活動が出来るよう

取り組みを進める。スポーツ推進委員事業

ではニュースポーツの実技講習会、研修会

に参加し誰もが指導できるようスキルアッ

プを図っていく。学校施設開放事業では、

利用団体、管理人共に円滑な連絡調整を

図っていく。また、利用者へ使用方法につ

いて再確認してもらう。学校利用実情に基

づいて、規則等の見直しをする。

ましこチャレンジクラブとより連携

を深め、幅の広いスポーツ普及活動

を行っていく。

スポーツ推進委員活動について、ス

キルアップできるよう研修会や地域

行事に、より多く参加する。

学校施設開放事業では、利用団体、

管理人共に円滑な連絡調整を図って

いく。

158
スポーツ教室運営事

業
生涯学習課

トップアスリートを招いて、小中学生及

び指導者を対象にしたスポーツ教室、及

び講演開会等の企画運営を行う。

運動をする子どもたちが少ないな

か、いかにしてスポーツに接する

きっかけづくりの場を提供していく

か、また、将来、町から日本を代表

する選手を輩出するためにトップア

スリートを招いて経験や技術等を学

び、そしてスポーツを通し将来の夢

や目標をしっかり持てるよう手助け

をする。

目標未達成

少年スポーツ教室の全ての種目、スキー・スノーボード教

室が新型コロナ関連で中止となった。トライランスクール

は約50名の小学生から申込があり開催することができた。

トレーニングルーム室利用者講習会は、新型コロナの状況

を注視しながら開催することができた。その際、講習会の

参加人数の制限及び時間短縮で対応した。

特になし

スポーツに接する子どもたちが少なく、

参加者は減少傾向である。

そのような中、新型コロナ関連で、多く

のスポーツ行事が中止となってしまっ

た。スポーツをしない、出来ない生活に

慣れてしまい、今後のスポーツ行事を再

開する際に、いかに参加を促すかが課題

である。

このまま継続

新型コロナ感染状況を注視しつつ、安全に

開催できるよう対策を検討する。

スポーツ教室の講師については、より効果

の上がる講師の選定に努める。

少年スポーツ教室の開催時期や教室種目の

検討をする。子供たちに夢を与えられるよ

うな講師の選定。

指導者対象の実技講習については、引き続

き少年スポーツ教室と合わせて実施。

少年スポーツ教室事業は、子供たち

にスポーツの興味を持たせ、将来へ

の夢・目標を持ってもらい、またそ

れをバックアップする体制を構築す

るために必要な事業であるため、継

続的に実施していく。

少年スポーツ教室の中で指導者育成

の要素も取り入れて実施する。
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159
体育施設維持管理業

務
生涯学習課

体育館・武道館・町民センター、南運動

公園、北公園そして北運動場等の施設の

貸し出し、予約受付、使用料の収受、施

設の整備、維持管理を行う。

住民が町民センター・総合体育館、

南運動公園、北公園そして北運動場

を利用し、スポーツをすることに

よって、健康を維持し、体力を増進

できるようにする。

目標未達成

各体育施設の貸し出しと適正な維持管理を行った。新型コ

ロナ関係で、体育施設利用制限を感染状況に合わせて実施

した。また利用者の感染予防策として、消毒や換気、体調

管理等を実施できる環境を整えた。公園の芝管理、及び遊

具の点検と修繕により、サービス水準が向上した。施設

LED化について、関係部署や業者と打合せをした。総合体

育館の雨漏れについて修繕により対応を進めた。

体育館内の暑さ対策につい

て、検討して欲しいと要望

がある。

町民センターグラウンドが傷んできてお

り、土を入れ替え、大型機械による整地

作業が必要となってきている。プールも

老朽化が進んでいる。総合体育館は荒天

の際、雨漏りがひどいので、引き続き修

繕をしていく。施設老朽化により、設備

機械等の修繕や改修、水道管敷設替等を

検討していかなければならない。

このまま継続

利用者が快適に施設を使用出るように、不

具合箇所は早めに対応する。

総合体育館、町民センターグラウンド施設

照明のＬＥＤ化について運用を進める。

総合体育館にWi-Fi環境を構築することで、

利用者のサービス向上を図る。

施設の維持管理に務め、早めの修繕

等を行って行く。また、利用につい

ては関係団体と調整を図っていく。

水銀灯の廃止に備えて、公園施設照

明についてＬＥＤ化の運用を計画的

に進める。

160
芳賀郡市スポーツ協

会運営事業
生涯学習課

郡市民体育祭、地区スポレク祭の運営、

及び参加者の取りまとめ、郡市駅伝選手

強化練習の実施。郡市社会体育事務担当

者会議の開催。

芳賀郡市内のスポーツの交流と競技

力向上、及びスポーツ人口の底辺拡

大、及びレクリエーションスポーツ

の普及を図る。

目標未達成

郡市民体育祭・芳賀地区スポレク祭が新型コロナ関連で中

止となった。中止に至るまでの、状況把握や対策について

検討した。郡市駅伝大会は大会直前まで練習会等を行い準

備を進めてきたが、大会当日間際に中止決定となった。社

会担当者会議では総合型ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞついて講師を招き研修を

行った。

郡市スポーツ協会の名称変更等、協会会則改正をを行っ

た。

特になし

以前から、郡市民体育祭・芳賀地区スポ

レク祭は参加チーム、人数の減少、また

県民スポーツ大会の予選となっていない

ため参加者のモチベーションが低下して

いる。郡市駅伝においても、選手の確保

が非常に難しくなってきている。また、

監督・コーチ・事務局の負担が大きく、

それらの人材確保にも影響が出てきてい

る。そのような状況下で、今年度は新型

コロナ関連で予定していた全ての大会等

が中止となった。２年連続での中止とな

り、今後さらに、参加者のモチベーショ

ンや人材確保に大きな影響が出てくると

思われる。

このまま継続

新型コロナ感染状況を注視しながら、大会

等の開催や対応策について検討をする。

芳賀郡市民体育祭は9月開催予定。あわせて

スポレク祭も同時開催する。芳賀地区スポ

レク祭では、参加者が増えるよう実施種目

の選定をしていく。郡市駅伝競走大会で

は、選手招集に関して企業や高校・大学へ

のアプローチを広報誌等を活用して広く積

極的に行う。予算が厳しい状況のため、節

減を図れるよう工夫をしていく。

芳賀郡市のスポーツの交流と競技力

の向上、スポーツ人口の底辺拡大の

ため、今後も継続して事業を進めて

いく。

161
スポーツ少年団支援

事業
生涯学習課

県登録、指導者講習会、町及び郡大会の

運営、補助金や手当の交付を行う。

小学生等のスポーツ環境を整え団員

及び指導員の増加を目指し、体力・

競技力の向上を図る。

目標未達成

新型コロナウイルスの流行により、ほとんどの大会が中止

となった。開催できたのは野球の１大会のみであった。ま

た、県で開催する講習会では、コロナ禍による人数制限や

開催中止により、受講できていない指導者がいるため、県

事務局と協議のうえ町事務局で申込みを取りまとめをし

た。町広報誌を活用し、団員募集を２回行った。各団へ電

子メールを活用しコロナ関連等の情報を発信した。

県で開催される指導者講習

会を受講できなかった。

受講できないと資格者不在

となってしまい、大会参加

の可否や追加講習について

問合せがあった。

指導者講習会により得られるスタート

コーチの資格は大会参加に必須の指導者

資格であるが、受講でいない指導者が多

くいるため、今後の大会参加および講習

会受講に支障が出ないように対応する必

要がある。また、新入団員を増やすた

め、より積極的な案内が必要となってい

る。

このまま継続

各団の現状を把握して、適宜、問題点や課

題についてアドバイスをし、講習会などの

案内や申込みの取りまとめ等を行う。今後

の日本スポーツ少年団の経緯（対応など）

を把握し、各団に伝達する。

広報誌等を活用し、団員募集の回数を増や

す。

スタートコーチ資格者不足のため大

会に出場ができないことがないよう

に、講習会の案内・取りまとめを

行った行く。また、広報誌以外での

団員募集について募集方法を検討

し。、団の活性化に努めていく。

162 国体支援事業 生涯学習課
実行委員会等組織の編成、会場設備の改

修の推進、国体ＰＲ活動の推進

2022年に開催されるとちぎ国体の開

催に向け、施設の整備推進、開催の

機運の醸成等を図る。

目標程度

競技会場の整備については、南運動公園芝張替え工事、国

体会場周辺防犯カメラ設置工事、競技運営における備品の

購入を行った。また、実施を予定していたリハーサル大会

については、両競技ともコロナ感染拡大に伴い中止となっ

た。年間を通してコロナによる制限はあったが、効果的な

会議の開催やＰＲ活動、情報収集、共催市町及び競技団体

との調整等、本大会開催に向けて準備を進めることができ

た。

特になし。

令和3年度に開催を予定していたリハー

サル大会が中止となり、本大会に向けて

の運営等を確認できる機会を失ってし

まった。両競技とも複数市町の共催競技

となるため、市町及び競技団体との細か

な調整や連携が重要となる。また、新型

コロナウイルスの感染状況によっては、

感染症対策や実施の判断など、状況に応

じた対応策が必要となる。

このまま継続

10月の本大会開催及び成功に向けての準備

を進める。また、大会開催の機運を高める

ため、広報啓発活動を積極的に行う。

デモスポ（ウォーキング）及び本大会の開

催、会議等の開催（実行委員会関連会議、

庁内会議等）、共催市町及び競技団体との

連絡調整、本大会開催に向けた競技会場整

備（競技会場のメンテナンス、競技用具整

備）、広報啓発活動の推進（炬火イベン

ト、啓発用品作成、花いっぱい運動等）

令和4年10月に本大会を実施。その

後、年度内に事業概要説明会、解散

総会を行い事業完了。

163
文化財活用事業【新

未来】
生涯学習課

歴史文化基本構想の推進を図るため、歴

史講座等の実施。文化財の保存推進のた

め国・県・町の補助金等の活用。ましこ

検定の開催や世間遺産の活用、かさまし

こ日本遺産活性化協議会の運用。

町内文化財の保存や活用、普及啓発

を行い、町民をはじめ多くの方に、

文化財についての見識や重要性を

知ってもらう。

目標程度

日本遺産事業を推進するため文化庁の補助金を有効活用

し、地域活性化につなげることができた。また、初めての

試みとなる「かさましこ文化財公開」も盛況のうちに終え

ることができた。世間遺産の活用については、マップの作

成やパネル展示を行うことができた。さらに、広報ましこ

では日本遺産の紹介を10回掲載することができた。文化財

の保存については、綱神社及び地蔵院の防災設備の修繕を

することができた。

日本遺産関連補助金を活用

し、地域活性化につながる

よう努めてほしいとの要望

や文化財修理に関しては国

や県補助金の確保に努めて

ほしいとの要望あり。

かさましこ日本遺産活性化協議会やその

下部組織にあたる２つのワーキンググ

ループ（文化振興グループ・観光振興グ

ループ）の意見を踏まえ、地域活性化に

取り組んでいく必要がある。また、歴史

文化基本構想推進委員会を開催し、現状

と町民ニーズを捉えながら停滞すること

なく事業を進めていくことや文化財所有

者と連携を密にし、計画的な文化財の改

修ができるようにすることが必要と感じ

ている。

このまま継続

笠間市と連携して文化庁の補助金を活用し

つつ、日本遺産の普及・啓発を図るほか、

環境整備を行い、地域全体の魅力向上につ

なげていく。また、ましこ検定や世間遺産

活用については実行委員会の委員の皆さん

の意見を基に事業を進めていく。文化財の

修理に関しては、綱神社太々神楽保存修理

（衣装の更新等）を実施する予定。

継続して実施。


